
第２章 違反被疑事件の審査及び処理

第１　違反被疑事件の審査及び処理の状況 

　独占禁止法は，事業者が私的独占又は不当な取引制限をすること，不公正な取引方法を

用いること等を禁止しており（第３条，第１９条ほか），公正取引委員会は，一般から提供

された情報，自ら探知した事実等を検討し，これらの禁止規定に違反する事実があると思

料するときは，独占禁止法違反被疑事件として必要な審査を行っている。

　改正前の独占禁止法（以下「旧法」という。）においては，審査事件のうち必要なもの

については旧法第４６条の規定に基づく権限を行使して審査を行い，違反する事実があると

認められたときは，排除措置を採るよう勧告し（旧法第４８条第１項及び第２項），若しく

は審判手続を開始し（旧法第４９条第１項），又は違反行為がなくなってから１年を経過して

いるため，勧告を行うことができないが，課徴金納付命令の対象となる場合には，同命令

を行っていた（旧法第４８条の２）。

　なお，相手方が勧告を応諾した場合には勧告審決（旧法第４８条第４項），その他の場合

は審判手続を経て同意審決（旧法第５３条の３）又は審判審決（旧法第５４条）を行っていた。

相手方が課徴金納付命令に対して不服を申し立て審判手続の開始を請求した場合には，審

判手続が開始され，同命令は審判手続に移行することとされていた（旧法第４９条第２項及

び第３項）。

　独占禁止法改正法が平成１８年１月４日から施行され，審査事件のうち必要なものについ

ては改正法第４７条の規定に基づく権限を行使して審査を行い，違反する事実があると認め

られたときは，排除措置命令の名あて人となるべき者に対し，予定される排除措置命令の

内容等を通知し（第４９条第５項），名あて人となるべき者が意見を述べ，及び証拠を提出

する機会を付与し（第４９条第３項），当該意見申述等の内容を踏まえて，排除措置命令を

行っている。

　また，排除措置命令等の法的措置（注１）を採るに足る証拠が得られなかった場合であっ

ても，違反の疑いがあるときは，関係事業者等に対して警告を行い，是正措置を採るよう

指導している（注２）。

　さらに，違反行為の存在を疑うに足る証拠が得られないが，違反につながるおそれのあ

る行為がみられた場合には，未然防止を図る観点から注意を行っている。

　なお，法的措置及び警告については，当該事実を公表している。また，注意及び打切り

については，競争政策上公表することが望ましいと考えられる事案については，関係事業

者から公表する旨の了解を得た場合又は違反被疑の対象となった事業者が公表を望む場合

は，その旨公表している。

　平成１７年度における審査件数（小売業における不当廉売事案で迅速処理したもの（第１

－２表）を除く。）は，前年度からの繰越しとなっていたもの１９件，年度内に新規に着手

したもの８８件，合計１０７件であり，このうち本年度内に処理した件数は８９件である。

　８９件の内訳は，排除措置命令等の法的措置１９件，警告７件，注意４７件及び違反事実が認

められなかったため審査を打ち切ったもの１６件となっている（第１－１表）。
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第１－１表　最近の審査事件処理状況（小売業における不当廉売事案で迅速処理したも

のを除く。） 

（注）１　（　）内の数字は，勧告又は課徴金納付命令に係る審判開始決定を行った事件数である。
２　勧告を行っていない課徴金納付命令事件数である。
３　事件の関係人の一部のみを対象として納付を命じる場合（一部の関係人について審判が行われたため
関係人によって課徴金の納付を命じた時期が異なった場合等）には，最初の課徴金納付命令が行われた
年度に事件数を計上している。
４　（　）内の数字は，課徴金納付命令に係る審判開始決定を行った関係人数である。
５　課徴金の納付を命じる審決を含み，審判手続を開始したものを含まない。

第１－２表　小売業における不当廉売事案における迅速処理の状況 
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第２部　各　論

１７１６１５１４１３年　　度

１９３８４０３７３４前年度からの繰越し
審
査
件
数

８８１０１１２１１１１９０年度内新規着手

１０７１３９１６１１４８１２４合　　計

１９３５２５３７３７勧告及び排除措置命令

法
的
措
置

処
理
件
数

（３）（１６）（９）（８）（３）（審判開始決定（注１））

４９２４７２４０５８０５８９４関係人数

００００１課徴金納付命令（注２）

（１）（審判開始決定（注１））

３４関係人数

１９３５２５３７３８小　　計

４９２４７２４０５８０５９２８関係人数

７９１３１７１５警　　告

そ
の
他

４７６０７５４９２６注　　意

１６１６１０５８打 切 り

７０８５９８７１４９小　　計

８９１２０１２３１０８８７合　　計

１８１９３８４０３７次年度への繰越し

２０２６２４３７１５事件数（注３）

課
徴
金
納
付
命
令

（８）（８）（８）（６）（４）（審判開始決定（注１））

７９７３１審判審決

３９９２００５０７５９２２８４関係人数

（１４）（１３）（５３）（３８）（３７）（審判開始決定（注４））

１４３２１４７１課徴金の納付を命ずる審決

１８８億７０１４万１１１億５０２９万３８億６９９６万４３億３４００万２１億９９０５万確定した課徴金額（注５）

２０１００告　　　　　　　発

１７１６１５１４１３年　　　　度

６０７６２７６５３１，００７２，６２４
不当廉売事案における注意件数

（迅速処理によるもの）



第１図　法的措置件数と対象事業者等の数の推移 

　平成１７年度において，勧告，排除措置命令，警告，注意又は打切りのいずれかの処理を

行ったものを行為類型別にみると，価格カルテル６件，入札談合１９件，不公正な取引方法

４８件，その他１６件となっている（第２表）。法的措置を行った事件は１９件であり，この内

訳は，価格カルテル４件，入札談合１３件，不公正な取引方法２件となっている（第３表，

第３図，第４表）。このうち２件は改正法に基づく排除措置命令である。

　平成１７年度において，独占禁止法の規定に違反する事実があると思料され，当委員会に

報告（申告）された件数は２，７３４件となっている（第２図）。この報告が書面で具体的な事

実を摘示して行われた場合には，措置結果を通知することとされており（第４５条第３項），

平成１７年度においては，１，３８４件の通知を行った。

　また，公正取引委員会は，独占禁止法違反被疑行為の端緒情報をより広く収集するため，

平成１４年４月からインターネットを利用した申告が可能となる電子申告システムを当委員

会のホームページ上に設置しているところ，平成１７年度においては，同システムを利用し

た申告が２０１件あった。

　なお，平成１７年度において，改正法により導入された課徴金減免制度に基づき，事業者

により自らの違反行為に係る事実の報告等が行われた件数は，２６件であった（注３）。
（注）１　排除措置命令等の法的措置とは，旧法に基づく「勧告」及び「勧告を行っていない課徴金納付命令」

並びに改正法に基づく「排除措置命令」である。

２　警告を行う場合にも，名あて人になるべき者に事前に警告内容の説明等を行っている。

３　独占禁止法改正法が施行された平成１８年１月４日から同年３月３１日までの件数である。
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第２図　申告件数の推移 

第２表　平成１７年度審査事件件数（行為類型別）一覧表 

（注）１　価格カルテルとその他のカルテルが関係している事件は，価格カルテルに分類している。また，複数

の行為類型に係る事件は，主たる行為に即して分類している。

２　「その他のカルテル」とは，数量，販路，顧客移動禁止，設備制限等のカルテルである。

３　第８条第１項第５号に係る事件は，不公正な取引方法に分類している。

４　「その他」とは，事業者団体による構成事業者の機能活動の制限等である。
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第２部　各　論

合計打切り注意警告
勧告及び排
除措置命令

処理別
内容

０００００私的独占

６００２４価格カルテル（注１）
カ
ル
テ
ル

１９１５０１３入札談合

０００００その他のカルテル（注２）

２５１５２１７　小　　計

６１５００再販売価格の拘束

不
公
正
な
取
引
方
法

（
注
３
）

１０３７００その他の拘束・排他条件付取引

４２２００取引妨害

８２４０２優越的地位の濫用

１２１９２０不当廉売

８４３１０その他

４８１３３０３２　小　　計

１６２１２２０　そ　の　他（注４）

８９１６４７７１９　合　　　　　計



第３表　最近５年間の排除措置命令等の法的措置件数（行為類型別）一覧表 

（注）１　価格カルテルとその他のカルテルが関係している事件は，価格カルテルに分類している。また，複数

の行為類型に係る事件は，主たる行為に即して分類している。

２　「その他のカルテル」とは，数量，販路，顧客移動禁止，設備制限等のカルテルである。

３　第８条第１項第５号に係る事件は，不公正な取引方法に分類している。

４　「その他」とは，事業者団体による構成事業者の機能活動の制限等である。

第３図　行為類型別の法的措置件数 
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合計１７１６１５１４１３
年度

内容

３０２１００私的独占

１４４２３２３価格カルテル（注１）
カ
ル
テ
ル

１１２１３２２１４３０３３入札談合

１０００１０その他のカルテル（注２）

１２７１７２４１７３３３６　小　　計

３０１０１１再販売価格の拘束
不
公
正
な
取
引
方
法

（
注
３
）

３０１２００その他の拘束・排他条件付取引

５００３２０取引妨害

９２５２００優越的地位の濫用

２０１００１その他

２２２８７３２　小　　計

２０１０１０　そ　の　他（注４）

１５４１９３５２５３７３８　合　　　　　計



第４表　平成１７年度法的措置一覧表 
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第２部　各　論

勧告年月日

（審決年月日）
違反法条内　容件　名

事件
番号

一連
番号

１７．４．７

（１７．４．２７）

第３条後段　日本道路公団が公募型指名競争入札等の方法

により発注する情報表示設備工事について，共

同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。

名古屋電機工業

㈱ほか２社に対

する件

１７

（勧）

４

１

１７．４．７

（１７．４．２７）

第３条後段　国土交通省関東地方整備局が競争入札の方法

により発注する情報表示設備工事について，共

同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。

アンリツ㈱ほか

５社に対する件

１７

（勧）

５

２

１７．４．７

（１７．４．２７）

第３条後段　国土交通省中部地方整備局が競争入札の方法

により発注する情報表示設備工事について，共

同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。

名古屋電機工業

㈱ほか５社に対

する件

１７

（勧）

６

３

１７．４．７

（１７．４．２７）

第３条後段　国土交通省近畿地方整備局が競争入札の方法

により発注する情報表示設備工事について，共

同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。

星和電機㈱ほか

５社に対する件

１７

（勧）

７

４

１７．４．７

（１７．４．２７）

第３条後段　国土交通省中国地方整備局が競争入札の方法

により発注する情報表示設備工事について，共

同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。

小糸工業㈱ほか

４社に対する件

１７

（勧）

８

５

１７．４．１５

（１７．５．１２）

第１９条（百貨

店業特殊指定

第２項及び第

６項）

①　自社の店舗の新規オープン及び改装オープ

ンに際し，自社の販売業務のための商品の陳

列，補充等の作業を行わせるために，食料品，

衣料品，日用雑貨品等の納入業者に対し，そ

の従業員等を派遣させている。

②　衣料品等の納入業者に対し，買取りを条件

として納入された商品について，その在庫商

品を値引販売した際に，納入業者が負うべき

責任がないにもかかわらず，支払うべき代金

の額から当該値引販売に伴う利益の減少に対

処するために必要な額を値引きさせている。

㈱フジに対する

件

１７

（勧）

９

６

１７．６．２

（１７．６．２３）

第３条後段　大阪府が土木部において指名競争入札の方法

により発注する水又は土壌の環境測定分析業務

について，共同して，受注予定者を決定し，受

注予定者が受注できるようにしていた。

國土環境㈱ほか

１４名に対する件

１７

（勧）

１０

７

１７．６．２１

（注１）

第３条後段　岩手県が競争入札の方法により，Ａの等級に

格付している者のうち同県内に本店を置く者の

みを入札参加者として発注する建築一式工事に

ついて，共同して，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにしていた。

㈱平野組ほか９０

社に対する件

１７

（勧）

１１

８

１７．９．２９

（注２）

第３条後段　国土交通省の関東地方整備局，東北地方整備

局及び北陸地方整備局が競争入札の方法により

発注する鋼橋上部工事について，共同して，受

注予定者を決定し，受注予定者が受注できるよ

うにしていた。

高田機工㈱ほか

４４社に対する件

１７

（勧）

１２

９
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勧告年月日

（審決年月日）
違反法条内　容件　名

事件
番号

一連
番号

１７．９．２９

（注３）

第３条後段　日本道路公団が競争入札の方法により発注す

る鋼橋上部工工事について，共同して，受注予

定者を決定し，受注予定者が受注できるように

していた。

三菱重工業㈱ほ

か４４社に対する

件

１７

（勧）

１３

１０

１７．１０．１４

（１７．１１．１８）

第３条後段　宇都宮市がＡの等級に格付した者のみを対象

として事後審査型制限付き一般競争入札，制限

付き一般競争入札又は指名競争入札の方法によ

り発注する土木一式工事について，共同して，

受注予定者を決定し，受注予定者が受注できる

ようにしていた。

渡辺建設㈱ほか

２８社に対する件

１７

（勧）

１４

１１

１７．１０．１４

（１７．１１．１８）

第３条後段　宇都宮市がＡの等級に格付した者のみを対象

として事後審査型制限付き一般競争入札又は制

限付き一般競争入札の方法により発注する建築

一式工事について，共同して，受注予定者を決

定し，受注予定者が受注できるようにしてい

た。

㈱増渕組ほか１８

社に対する件

１７

（勧）

１５

１２

１７．１０．２０

（１７．１１．１８）

第３条後段　近畿地区において販売する建材問屋向け住宅

用グラスウールに関して，共同して，

①　密度１０キログラム厚さ５０ミリメートルの製

品の１坪当たりの販売価格を，３８０円を目途

に引き上げること

②　すべての密度１０キログラム製品の販売価格

を，前記①で決定した販売価格を基準とし

て，厚さに比例して引き上げること

③　前記①及び②の販売価格引上げの実施時期

については，平成１６年１１月１日出荷分からと

すること

を決定していた。

旭ファイバーグ

ラス㈱ほか２社

に対する件

１７

（勧）

１６

１３

１７．１０．２０

（１７．１１．１８）

第３条後段　九州地区において販売する建材問屋向け住宅

用グラスウールに関して，共同して，

①　密度１０キログラム厚さ５０ミリメートルの製

品の１坪当たりの販売価格を，４００円を目途

に引き上げること

②　すべての密度１０キログラム製品の販売価格

を，前記①で決定した販売価格を基準とし

て，厚さに比例して引き上げること

③　前記①及び②の販売価格引上げの実施時期

については，旭ファイバーグラス㈱において

は平成１６年１０月１日出荷分から，㈱マグにお

いては同月２１日出荷分から及びパラマウント

硝子工業㈱においては同年１１月１日出荷分か

らとすること

を決定していた。

旭ファイバーグ

ラス㈱ほか２社

に対する件

１７

（勧）

１７

１４



（注）１　９１社が勧告を応諾しなかったので，平成１７年８月５日に審判開始決定が行われている。

２　５社が勧告を応諾しなかったので，平成１７年１１月１８日に審判開始決定が行われている（うち２社につ

いてはそれぞれ平成１８年５月１５日，平成１８年７月１４日に同意審決が行われている。）。

３　５社が勧告を応諾しなかったので，平成１７年１１月１８日に審判開始決定が行われている（うち２社につ

いてはそれぞれ平成１８年５月１５日，平成１８年７月１４日に同意審決が行われている。）。
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勧告年月日

（審決年月日）
違反法条内　容件　名

事件
番号

一連
番号

１７．１１．１１

（１７．１２．１２）

第３条後段　プレーン箔の需要者渡し価格について，共同

して，

①　平成１４年７月２６日ころ，同年１０月出荷分か

ら，現行価格から１�当たり５０円を目途に引

き上げること

②　平成１５年１０月２３日ころ，平成１６年４月出荷

分から，現行価格から１�当たり４０円を目途

に引き上げること

③　平成１６年１１月１８日ころ，平成１７年２月出荷

分から，現行価格から１�当たり３０円を目途

に引き上げること等

を決定していた。

東洋アルミニウ

ム㈱ほか５社に

対する件

１７

（勧）

１８

１５

１７．１１．１１

（１７．１２．１２）

第３条後段　PTP用加工箔の需要者渡し価格について，共

同して，平成１６年４月２７日ころ，遅くとも同年

７月出荷分から，現行価格から５％ないし１０％

を目途に引き上げることを決定していた。

日本製箔㈱ほか

４社に対する件

１７

（勧）

１９

１６

１７．１２．２

（１７．１２．２６）

第１９条（一般

指定第１４項）

　自行と融資取引関係にある事業者であって，

その取引上の地位が自行に対して劣っているも

のに対して，融資に係る手続を進める過程にお

いて，金利スワップの購入を提案し，金利ス

ワップを購入することが融資を行うことの条件

である旨又は金利スワップを購入しなければ融

資に関して不利な取扱いをする旨を明示又は示

唆することにより金利スワップの購入を要請

し，金利スワップの購入を余儀なくさせてい

る。

㈱三井住友銀行

に対する件

１７

（勧）

２０

１７

１８．３．２９

（排除措置命令

年月日）

第３条後段　沖縄県が特Ａの等級に区分し，一般競争入

札，公募型指名競争入札，公示型指名競争入札

又は指名競争入札の方法により発注する土木一

式工事であって，沖縄県の等級格付を受けてい

る者のみを入札参加者とする特定土木工事につ

いて，共同して，受注予定者を決定し，受注予

定者が受注できるようにしていた。

㈱國場組ほか９９

社に対する件

１８

（措）

１

１８

１８．３．２９

（排除措置命令

年月日）

第３条後段　沖縄県が特Ａの等級に区分し，一般競争入

札，公募型指名競争入札又は指名競争入札の方

法により発注する建築一式工事であって，沖縄

県の等級格付を受けている者のみを入札参加者

とする特定建築工事について，共同して，受注

予定者を決定し，受注予定者が受注できるよう

にしていた。

㈱大米建設ほか

１０２社に対する

件

１８

（措）

２

１９



第２　勧告，排除措置命令等の法的措置 

　平成１７年度は旧法に基づく勧告１７件，改正法に基づく排除措置命令２件，計１９件の法的

措置を行った。勧告１７件のうち，３件については関係人の一部について審判手続を開始

し，その他については勧告審決を行った。平成１７年度に法的措置を採った１９件について違

反法条をみると，第３条後段（不当な取引制限の禁止）違反１７件及び第１９条（不公正な取

引方法の禁止）違反２件となっている。

　法的措置を採った上記１９件の概要は，以下のとおりである。

 １ 　独占禁止法第３条後段違反事件

�　名古屋電機工業㈱ほか２社に対する件（平成１７年（勧）第４号），アンリツ㈱ほか５

社に対する件（平成１７年（勧）第５号），名古屋電機工業㈱ほか５社に対する件（平

成１７年（勧）第６号），星和電機㈱ほか５社に対する件（平成１７年（勧）第７号）及

び小糸工業㈱ほか４社に対する件（平成１７年（勧）第８号）

ア　関　係　人

イ　違反事実等

�　日本道路公団発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第４号）

ａ�　関係人３社（以下「３社」という。）は，それぞれ，情報板（字幕，電球又

は発光ダイオードを用いた可変式の屋外に設置するものをいう。以下同じ。）及

びそれを監視制御する監視制御盤等から構成される設備並びに字幕，電球又は

発光ダイオードを用いた可変式の速度規制標識及びそれを監視制御する監視制

御盤等から構成される設備（以下「情報表示設備」という。）を製造販売して

いる。

�　日本道路公団は，支社，建設局及び管理局並びにこれらの下に設置された工

事事務所，管理事務所及び管理所において，交通情報設備工事として発注する

工事のうち情報表示設備の新設工事及び改良工事（これらの工事が併せて発注

されるもの及びこれらの工事を主としつつそれ以外の交通情報設備工事が併せ

て発注されるものを含む。以下「情報表示設備工事」という。）のほとんどを

公募型指名競争入札又は指名競争入札の方法により発注しており，公募型指名

競争入札に当たっては，日本道路公団が交通情報設備工事の競争入札参加の資

� 37�

第
２
章

違
反
被
疑
事
件
の
審
査
及
び
処
理

違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．４．２７１７．４．７

８
号

７
号

６
号

５
号

４
号所　　在　　地代　表　者名　　　称

○〇○○○名古屋市中川区横堀町一丁目３６番地服部　正裕名古屋電機工業株式会社

○○○○○京都府城陽市寺田新池３６番地富田　泰溥星和電機株式会社

○○○○○横浜市戸塚区前田町１００番地市橋　俊彦小糸工業株式会社

○○○○東京都港区芝三丁目１２番４号田�　昭夫岩崎電気株式会社

○○○○神奈川県厚木市恩名１８００番地塩見　　昭アンリツ株式会社

○○○東京都品川区東品川四丁目３番１号袴田　薫生東芝ライテック株式会社



格要件を満たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）

を対象に，公募の条件を示して当該入札の参加希望者を募り，参加を希望した

有資格者に施工実績等の技術資料等を提出させ，提出された技術資料等の審査

を行った上で，審査基準を満たしている者の中から当該入札の参加者を指名し

ており，また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から当該入札の参加

者を指名している。

�　３社は，情報表示設備の製造に必要な特許を有しており，また，３社が製造

する情報表示設備は，日本道路公団が支社，建設局及び管理局並びにこれらの

下に設置された工事事務所，管理事務所及び管理所において公募型指名競争入

札又は指名競争入札の方法により発注する情報表示設備工事（以下「日本道路

公団発注の情報表示設備工事」という。）に使用される設備のほとんどを占め

ている。

�　過去に設置された監視制御盤に新たに情報板を接続する場合は，当該監視制

御盤を製造した者が，他の者より有利となっている。

ｂ　３社は，遅くとも平成１３年４月１日以降，日本道路公団発注の情報表示設備工

事について，受注価格の低落防止を図るため

��　過去に設置された情報表示設備に係る工事については，３社のうち，当該

工事の対象となる情報表示設備に係る工事を以前に受注した者（以前に受注

した者が複数ある場合には，当該工事の対象となる情報表示設備を設置した

数量が多い者）

�　道路の延伸に伴う工事については，３社のうち，延伸前の道路の終端の監

視制御盤を設置した者

�　前記�及び�以外の工事については，３社のうち，当該工事により設置さ

れる情報表示設備を管理する日本道路公団の管理事務所又は管理所の分掌区

域において監視制御盤を多く設置した者又は日本道路公団等への営業努力を

行った者

を当該工事を受注すべき者（以下「受注予定者」という。）とすることを基本

とし，３社の日本道路公団発注の情報表示設備工事に係る年間発注総額に占め

る受注金額の割合を勘案し，３社の話合いにより，受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者

がその定めた価格で受注できるよう協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　３社は，前記ｂにより，日本道路公団発注の情報表示設備工事のほとんどを受

注していた。

ｄ　平成１６年８月３１日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，３社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

�　国土交通省関東地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第５号）

ａ�　第６表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，建設業

法の規定に基づき国土交通大臣から建設業の許可を受け，国土交通省関東地方
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整備局の管内において電気通信工事業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載

の年月日に会社分割により，「分割等の状況」欄記載のとおり，第５表記載の

事業者に対し，通信設備工事等の営業を承継させ，以後，電気通信工事業を営

んでいない。

�　国土交通省は，関東地方整備局において通信設備工事として発注する工事の

うち電球又は発光ダイオードを用いて道路，河川，トンネル，ダム等に関する

各種情報を道路利用者，河川利用者，住民等に提供するための情報表示板又は

その制御機の設置，改修，改造等の工事，前記情報表示板とその制御機間又は

その制御機相互間の接続工事及びこれらの工事を含む工事（以下「情報表示設

備工事」という。）のほとんどすべてを公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注しており，公募型

指名競争入札に当たっては，関東地方整備局が競争入札参加者の資格要件を満

たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）を対象に，

公募の条件を示して当該入札の参加希望者を募り，参加を希望した有資格者か

ら提出された施工実績等の技術資料を審査した上で当該入札の参加者を指名し

ており，また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から当該入札の参加

者を指名している。

�　国土交通省は，関東地方整備局において競争入札の方法により発注する情報

表示設備工事の設計業務について，設計コンサルタント会社に対して発注する

場合がある。

ｂ　関係人６社及び第６表記載の事業者（平成１７年３月２２日までの商号は金門電気

㈱）（以下「７社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降，国土交通省が

関東地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事（以下

「関東地方整備局発注の情報表示設備工事」という。）について，受注価格の低

落防止を図るため

�　過去に受注した工事との関連性，関東地方整備局又は設計コンサルタント会

社への技術提案等の営業努力及びその採用等の事情により当該工事について受

注を希望する者（以下「受注希望者」という。）は，幹事役等と称する者のう

ちの１社に対してその旨表明し，

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者（以下「受

注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去に受注した工事との関連性，関東地方整

備局又は設計コンサルタント会社への技術提案等の営業努力及びその採用等

の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者

がその定めた価格で受注できるよう協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　７社は，前記ｂにより，関東地方整備局発注の情報表示設備工事のほとんどを

受注していた。

ｄ　平成１６年８月３１日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ
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き審査を開始したところ，７社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

�　国土交通省中部地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第６号）

ａ�　第６表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，建設業

法の規定に基づき国土交通大臣から建設業の許可を受け，国土交通省中部地方

整備局の管内において電気通信工事業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載

の年月日に会社分割により，「分割等の状況」欄記載のとおり，第５表記載の

事業者に対し，通信設備工事等の営業を承継させ，以後，電気通信工事業を営

んでいない。

�　国土交通省は，中部地方整備局において通信設備工事として発注する工事の

うち電球又は発光ダイオードを用いて道路，河川，トンネル，ダム等に関する

各種情報を道路利用者，河川利用者，住民等に提供するための情報表示板又は

その制御機の設置，改修，改造等の工事，前記情報表示板とその制御機間又は

その制御機相互間の接続工事及びこれらの工事を含む工事（以下「情報表示設

備工事」という。）のほとんどすべてを公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注しており，公募型

指名競争入札に当たっては，中部地方整備局が競争入札参加者の資格要件を満

たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）を対象に，

公募の条件を示して当該入札の参加希望者を募り，参加を希望した有資格者か

ら提出された施工実績等の技術資料を審査した上で当該入札の参加者を指名し

ており，また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から当該入札の参加

者を指名している。

�　国土交通省は，中部地方整備局において競争入札の方法により発注する情報

表示設備工事の設計業務について，設計コンサルタント会社に対して発注する

場合がある。

ｂ　関係人６社及び第６表記載の事業者（平成１７年３月２２日までの商号は金門電気

㈱）（以下「７社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降，国土交通省が

中部地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事（以下

「中部地方整備局発注の情報表示設備工事」という。）について，受注価格の低

落防止を図るため

�　過去に受注した工事との関連性，中部地方整備局又は設計コンサルタント会

社への技術提案等の営業努力及びその採用等の事情により当該工事について受

注を希望する者（以下「受注希望者」という。）は，７社のうちの当該入札に

参加する他の者に対してその旨表明し，

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者（以下「受

注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去に受注した工事との関連性，中部地方整

備局又は設計コンサルタント会社への技術提案等の営業努力及びその採用等

の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者
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がその定めた価格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　７社は，前記ｂにより，中部地方整備局発注の情報表示設備工事の大部分を受

注していた。

ｄ　平成１６年８月３１日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，７社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

�　国土交通省近畿地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第７号）

ａ�　第６表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，建設業

法の規定に基づき国土交通大臣から建設業の許可を受け，国土交通省近畿地方

整備局の管内において電気通信工事業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載

の年月日に会社分割により，「分割等の状況」欄記載のとおり，第５表記載の

事業者に対し，通信設備工事等の営業を承継させ，以後，電気通信工事業を営

んでいない。

�　国土交通省は，近畿地方整備局において通信設備工事として発注する工事の

うち電球又は発光ダイオードを用いて道路，河川，トンネル，ダム等に関する

各種情報を道路利用者，河川利用者，住民等に提供するための情報表示板又は

その制御機の設置，改修，改造等の工事，前記情報表示板とその制御機間又は

その制御機相互間の接続工事及びこれらの工事を含む工事（以下「情報表示設

備工事」という。）のほとんどすべてを公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注しており，公募型

指名競争入札に当たっては，近畿地方整備局が競争入札参加者の資格要件を満

たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）を対象に，

公募の条件を示して当該入札の参加希望者を募り，参加を希望した有資格者か

ら提出された施工実績等の技術資料を審査した上で当該入札の参加者を指名し

ており，また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から当該入札の参加

者を指名している。

�　国土交通省は，近畿地方整備局において競争入札の方法により発注する情報

表示設備工事の設計業務について，設計コンサルタント会社に対して発注する

場合がある。

ｂ　関係人６社及び第６表記載の事業者（平成１７年３月２２日までの商号は金門電気

㈱）（以下「７社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降，国土交通省が

近畿地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事（以下

「近畿地方整備局発注の情報表示設備工事」という。）について，受注価格の低

落防止を図るため

�　過去に受注した工事との関連性，近畿地方整備局又は設計コンサルタント会

社への技術提案等の営業努力及びその採用等の事情により当該工事について受

注を希望する者（以下「受注希望者」という。）は，７社のうちの当該入札に

参加する他の者に対してその旨表明し

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者（以下「受
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注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去に受注した工事との関連性，近畿地方整

備局又は設計コンサルタント会社への技術提案等の営業努力及びその採用等

の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者

がその定めた価格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　７社は，前記ｂにより，近畿地方整備局発注の情報表示設備工事のほとんどす

べてを受注していた。

ｄ　平成１６年８月３１日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，７社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

�　国土交通省中国地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第８号）

ａ�　国土交通省は，中国地方整備局において通信設備工事として発注する工事の

うち電球又は発光ダイオードを用いて道路，河川，トンネル，ダム等に関する

各種情報を道路利用者，河川利用者，住民等に提供するための情報表示板又は

その制御機の設置，改修，改造等の工事，前記情報表示板とその制御機間又は

その制御機相互間の接続工事及びこれらの工事を含む工事（以下「情報表示設

備工事」という。）のほとんどすべてを公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注しており，公募型

指名競争入札に当たっては，中国地方整備局が競争入札参加者の資格要件を満

たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）を対象に，

公募の条件を示して当該入札の参加希望者を募り，参加を希望した有資格者か

ら提出された施工実績等の技術資料を審査した上で当該入札の参加者を指名し

ており，また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から当該入札の参加

者を指名している。

�　国土交通省は，中国地方整備局において競争入札の方法により発注する情報

表示設備工事の設計業務について，設計コンサルタント会社に対して発注する

場合がある。

ｂ　関係人５社（以下「５社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降，国

土交通省が中国地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備

工事（以下「中国地方整備局発注の情報表示設備工事」という。）について，受

注価格の低落防止を図るため

�　過去に受注した工事との関連性，中国地方整備局又は設計コンサルタント会

社への技術提案等の営業努力及びその採用等の事情により当該工事について受

注を希望する者（以下「受注希望者」という。）は，５社のうちの当該入札に

参加する他の者に対してその旨表明し，

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者（以下「受

注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去に受注した工事との関連性，中国地方整
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備局又は設計コンサルタント会社への技術提案等の営業努力及びその採用等

の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者

がその定めた価格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　５社は，前記ｂにより，中国地方整備局発注の情報表示設備工事のすべてを受

注していた。

ｄ　平成１６年８月３１日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，５社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

ウ　排 除 措 置

�　日本道路公団発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第４号）

３社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日以降行っていた，日本道路公団発注の情報表示設備

工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を

取りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　次の事項を，３社のうち自社を除く２社及び日本道路公団に通知し，かつ，自

社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，日本道路公団発注の情報表示設備工事について，受注予定

者を決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，日本道路公団

が支社，建設局及び管理局並びにこれらの下に設置された工事事務所，管理事務

所及び管理所において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，日本道路公団

が支社，建設局及び管理局並びにこれらの下に設置された工事事務所，管理事務

所及び管理所において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定することがないよう，情報表示設備工事の営業担当者に対

する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査等を行うために必

要な措置を講じること。

�　国土交通省関東地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第５号）

６社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日以降行っていた，関東地方整備局発注の情報表示設

備工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為

を取りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，６社のうち自社を除く５社，第５表記載の事業者及び

国土交通省関東地方整備局に通知し，かつ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，関東地方整備局発注の情報表示設備工事について，受注予
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定者を決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

関東地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

関東地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定することがないよう，情報表示設備工事の営業担当者に対

する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査等を行うために必

要な措置を講じること。

�　国土交通省中部地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第６号）

６社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日以降行っていた，中部地方整備局発注の情報表示設

備工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為

を取りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，６社のうち自社を除く５社，第５表記載の事業者及び

国土交通省中部地方整備局に通知し，かつ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，中部地方整備局発注の情報表示設備工事について，受注予

定者を決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

中部地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

中部地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定することがないよう，情報表示設備工事の営業担当者に対

する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査等を行うために必

要な措置を講じること。

�　国土交通省近畿地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第７号）

６社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日以降行っていた，近畿地方整備局発注の情報表示設

備工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為

を取りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，６社のうち自社を除く５社，第５表記載の事業者及び

国土交通省近畿地方整備局に通知し，かつ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，近畿地方整備局発注の情報表示設備工事について，受注予

定者を決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

近畿地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定しないこと。
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ｄ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

近畿地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定することがないよう，情報表示設備工事の営業担当者に対

する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査等を行うために必

要な措置を講じること。

�　国土交通省中国地方整備局発注の情報表示設備工事関係（平成１７年（勧）第８号）

５社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日以降行っていた，中国地方整備局発注の情報表示設

備工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為

を取りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，５社のうち自社を除く４社及び国土交通省中国地方整

備局に通知し，かつ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，中国地方整備局発注の情報表示設備工事について，受注予

定者を決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

中国地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，国土交通省が

中国地方整備局において競争入札の方法により発注する情報表示設備工事につい

て，受注予定者を決定することがないよう，情報表示設備工事の営業担当者に対

する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査等を行うために必

要な措置を講じること。

第５表　被勧告人以外の者で，会社分割により通信設備工事等の営業を承継した事業者 

第６表　被勧告人以外の者で，会社分割により通信設備工事等の営業を承継させた事業者
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備　　　考本店の所在地事　業　者

　旧金門電気株式会社が平成１７年３月２２

日付けで会社分割により設立した金門電

気株式会社が，平成１７年４月１日付けで

商号変更したものである。

埼玉県川越市大字下赤坂７５０番地株式会社MARUWA SHOMEI

（平成１７年４月７日現在）

分割等の状況期　　日本店の所在地事　業　者

　旧金門電気株式会社が，平成１７年３月２２日付

けで会社分割により設立した金門電気株式会社

に対し，同日付けで通信設備工事等の営業を承

継させ，同日付けで株式会社金門光波に商号変

更したものである。

平成１７年３月２２日
東京都板橋区板橋

一丁目５３番２号
株式会社金門光波

（平成１７年４月７日現在）



�　國土環境㈱ほか１４名に対する件（平成１７年（勧）第１０号）

ア　関　係　人

イ　違反事実等

�ａ　関係人１５名（以下「１５名」という。）のうち，三菱マテリアル資源開発㈱は，

被勧告人以外の㈱大阪化学分析センターを平成１４年１０月１日に吸収合併した者で

ある。

ｂ　�日本品質保証機構は，東京都千代田区丸の内二丁目５番２号に主たる事務所

を置き，大阪府において水又は土壌の環境測定分析等の計量証明事業を営んでい

る者である。

ｃ　㈱BMLフード・サイエンスは，平成１６年４月１日に商号を㈱環境科学コーポ

レーションから現商号に変更した者であり，東京都豊島区池袋二丁目５１番１３号に

本店を置き，大阪府において水又は土壌の環境測定分析等の計量証明事業を営ん

でいた者であるが，平成１６年１０月１日に会社分割により，第８表記載の事業者に

対し，同事業を承継させ，以後，同事業を営んでいない。

ｄ　㈱大阪化学分析センターは，大阪府堺市戎島町五丁１番地に本店を置き，大阪

府において水又は土壌の環境測定分析等の計量証明事業を営んでいた者である

が，平成１４年１０月１日に三菱マテリアル資源開発㈱に吸収合併されたことによ

り，消滅している。

ｅ　大阪府は，土木部において発注する水又は土壌の環境測定分析業務のほとんど

を指名競争入札の方法により発注しており，指名競争入札に当たっては，大阪府

が指名競争入札の資格要件を満たす者として「測量・建設コンサルタント等入札

参加資格者名簿」に登載している者のうち，業務内容を「環境調査」の「濃度
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違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．６．２３１７．６．２

所　　在　　地代　表　者名　　　称

東京都世田谷区駒沢三丁目１５番１号下野　雅之國土環境株式会社

大阪市西区川口二丁目９番１０号野村　明雄財団法人関西環境管理技術センター

東京都港区西新橋三丁目２４番９号白石　省三エヌエス環境株式会社

大阪市北区同心一丁目７番１４号武部　　寛日本メンテナスエンジニヤリング株式会社

東京都豊島区東池袋三丁目１番１号石月　昭二財団法人日本気象協会

東京都港区三田三丁目３番８号古里　明彦帝人エコ・サイエンス株式会社

東京都中央区八丁堀一丁目１０番７号野呂　克彦日本検査株式会社

大阪府東大阪市岩田町二丁目３番１号硴塚　昭一株式会社タツタ環境分析センター

大阪府茨木市室山二丁目１３番１号郷木　和昭株式会社大阪環境技術センター

川崎市高津区坂戸三丁目２番１号増田　富良株式会社日鐵テクノリサーチ

京都府宇治市宇治小桜２３番地藤本　浩波株式会社ユニチカ環境技術センター

大阪市中央区南新町一丁目４番８号西村　明光総合科学株式会社

大阪市住吉区我孫子東二丁目６番１７号梶　　　徹大阪環境保全株式会社

東京都千代田区大手町一丁目５番１号青木　　剛三菱マテリアル資源開発株式会社

千葉県袖ヶ浦市長浦５８０番地３２城戸　　近株式会社三井化学分析センター



（水及び土壌）」として当該名簿に搭載している計量証明事業者の中から当該入札

の参加者を指名している。

�　１５名，�日本品質保証機構，㈱BMLフード・サイエンス及び㈱大阪化学分析セ

ンターの１８名（以下「１８名」という。）は，遅くとも平成１４年４月（第７表記載の

事業者にあっては，「期日」欄記載の年月日）以降，大阪府が土木部において指名

競争入札の方法により発注する水又は土壌の環境測定分析業務（以下「大阪府土木

部発注の特定環境測定分析業務」という。）について，受注価格の低落防止等を図

るため

ａ　過去の同種の業務に係る受注実績及び指名回数，過去に受注した業務との関連

性，発注者である大阪府への見積書提出等の営業努力等の事情により当該業務に

ついて受注を希望する者（以下「受注希望者」という。）は，１８名のうちの当該

入札に参加する他の者に対してその旨表明し

�　受注希望者が１名のときは，その者を当該業務を受注すべき者（以下「受注

予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去の同種の業務に係る受注実績及び指名回

数，過去に受注した業務との関連性，発注者である大阪府への見積書提出等の

営業努力等の事情を勘案して，受注希望者間の話合い又は話合いが難航した場

合くじの方法等により受注予定者を決定する

ｂ　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者が

その定めた価格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

�　１８名は，前記�により，大阪府土木部発注の特定環境測定分析業務の大部分を受

注していた。

�ａ　�日本品質保証機構は，平成１６年７月ころ以降，前記�の合意から離脱してい

る。

ｂ　平成１６年１２月７日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，１５名は，同日以降，前記�の合意に基づき受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

ウ　排 除 措 置

　１５名に対し，次の措置を採るよう命じた。

�　遅くとも平成１４年４月（第７表記載の事業者にあっては，「期日」欄記載の年月日）

以降行っていた，大阪府土木部発注の特定環境測定分析業務について，受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている旨を確認する

ことを取締役会又は理事会において決議すること。

�　それぞれ，次の事項を，１５名のうち自らを除く１４名，第８表記載の事業者及び大

阪府に通知し，かつ，自らの従業員に周知徹底すること。

ａ　前記�に基づいて採った措置

ｂ　今後，共同して，大阪府土木部発注の特定環境測定分析業務について，受注予

定者を決定せず，各自がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

�　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，大阪府が土木部
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において競争入札の方法により発注する水又は土壌の環境測定分析業務について，

受注予定者を決定しないこと。

�　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，大阪府が競争入

札の方法により発注する水又は土壌の環境測定分析業務について，受注予定者を決

定することがないよう，前記業務の営業担当者に対する独占禁止法に関する研修及

び法務担当者による定期的な監査を行うために必要な措置を講じること。

第７表　被勧告人中，合意に中途参加した事業者 

第８表　被勧告人以外の者で，会社分割により水又は土壌の環境測定分析等の計量証明

事業を承継した事業者 

�　渡辺建設㈱ほか２８社に対する件（平成１７年（勧）第１４号）及び㈱増渕組ほか１８社に対

する件（平成１７年（勧）第１５号）

ア　関　係　人
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期　　日事　業　者

平成１４年１０月１日三菱マテリアル資源開発株式会社

備　　　考本店の所在地事　業　者

株式会社BMLフード・サイエ

ンスが平成１６年１０月１日付けで

会社分割により設立したもので

ある。

東京都豊島区南池袋一丁目１３番２１号株式会社環境科学コーポレーション

（平成１７年５月２５日現在）

違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．１１．１８１７．１０．１４

　

号
１５

　

号
１４所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○宇都宮市簗瀬町２５００番地１５増渕　秋雄株式会社増渕組

○○宇都宮市今泉新町１８０番地渡辺　眞幸渡辺建設株式会社

○○宇都宮市屋板町５６８番地１荒井　　祥宇都宮土建工業株式会社

○宇都宮市西川田町１１６４番地小平　真一小平興業株式会社

○宇都宮市横田新町１番６号柴田　恒男柴田建設株式会社

○○宇都宮市大曽四丁目１０番１９号渡辺　勇雄中村土建株式会社

○宇都宮市明保野町１番６号菊池　　茂山本建設株式会社

○○宇都宮市中戸祭一丁目１３番２７号木澤　喜人日豊工業株式会社

○○宇都宮市屋板町５７８番地３７８阿久津英一晋豊建設株式会社

○○宇都宮市簗瀬四丁目１２番２８号関　　義雄芳賀屋建設株式会社

○宇都宮市瑞穂三丁目７番９号野沢　秀�株式会社野沢実業

○宇都宮市下荒針町３２９９番地１小林　克弘加藤工業株式会社

○宇都宮市岩本町２９６番地２鹿野　義雄鹿野建設株式会社

○宇都宮市吉野一丁目２番１号横山　直正横山建設株式会社

○宇都宮市屋板町５７８番地１０５入江　和夫大幹建設株式会社



イ　違反事実等

�　土木一式工事関係（平成１７年（勧）第１４号）

ａ��　第９表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき栃木県知事の許可を受け，宇都宮市の区域に

おいて建設業を営んでいた者であるが，それぞれ，「期日」欄記載の年月日

ころ以降，「事由」欄記載の事由により事業活動の全部を取りやめている。

�　被勧告人以外の㈱黒後建設は，宇都宮市上横田町８１５番地６に本店を置き，

建設業法の規定に基づき栃木県知事の許可を受け，宇都宮市の区域において

建設業を営んでいた者であるが，平成１５年８月２９日に栃木県知事から建設業

法の規定に基づく許可を取り消され，以後，建設業を営んでいない。

��　宇都宮市は，土木一式工事（地方公営企業管理者が契約者となるものを含

む。以下同じ。）のほとんどすべてを事後審査型制限付き一般競争入札，制限

付き一般競争入札又は指名競争入札（以下「一般競争入札等」という。）の

方法により発注している。このうち，事後審査型制限付き一般競争入札につ

いては，宇都宮市が競争入札参加の資格要件を満たす者として名簿に登載し

ている有資格者（以下「有資格者」という。）を対象に，公告により一定の
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号
１５

　

号
１４所　　在　　地代　表　者名　　　称

○宇都宮市西刑部町３２１番地３上野　英雄株式会社上野組

○宇都宮市平出工業団地４５番地２菊池三紀男株式会社菊地組

○宇都宮市江曽島三丁目２５７０番地１山形　辰巳開成建設株式会社

○宇都宮市陽東四丁目１９番１１号須藤　義生株式会社興建

○宇都宮市海道町８２３番地１３野中　耕一野中建設株式会社

○宇都宮市御幸本町４７３６番地２１永井　泰幸岩村建設株式会社

○宇都宮市宝木本町１１４０番地２００阿佐美　孝阿佐美工業株式会社

○宇都宮市鶴田町１８９番地４上野　勝弘上陽工業株式会社

○宇都宮市若草三丁目１２番５号亀和田　薫米彌工業株式会社

○宇都宮市下平出町４６６番地の１大武　功治株式会社泰和工業

○宇都宮市大曽二丁目２番４５号小林　清光栄林建設株式会社

○宇都宮市大曽四丁目１０番３号大柿　文男アズマ工業株式会社

○宇都宮市今泉町８６９番地２戸村　兼男戸村工業株式会社

○宇都宮市陽東一丁目４番７号板橋　　秋株式会社板橋建設

○宇都宮市道場宿町１２３７番地坂本　　守坂本工業株式会社

○宇都宮市星が丘二丁目９番２７号蛭田　真透藤井建設株式会社

○宇都宮市中戸祭町８３３番地高橋　　巌株式会社高長建築

○宇都宮市平出工業団地６番１２岩原　成年岩原産業株式会社

○宇都宮市鶴田町３６２０番地７竹内　智祐栃舗建設工業株式会社

○宇都宮市花房一丁目９番１１号稲見眞佐起イナミ工業株式会社

○宇都宮市御幸ケ原町１０８番地３中島　　理ミユキ建設株式会社

○宇都宮市岩曽町１７０番地荒井　準子荒井工業株式会社

○宇都宮市花房一丁目６番２５号荒井　恭一株式会社丸あ組

○宇都宮市竹林町３６７番地３菊地　修一株式会社菊一建設

○栃木県今市市大桑町１３８番地瀧　　千秋東武建設株式会社

○宇都宮市松原二丁目３番１３号増渕　　薫株式会社曉工務店



条件を付して入札の参加希望者を募り，当該入札後に最低価格を入札した者

から順に当該入札参加者が資格要件を満たしているか否かを確認している。

制限付き一般競争入札については，有資格者を対象に，公告により一定の条

件を付して入札の参加希望者を募り，当該参加希望者が資格要件を満たすこ

とを確認した上で当該入札の参加者としている。また，指名競争入札につい

ては，有資格者の中から当該入札の参加者を指名している。

�　宇都宮市は，有資格者のうち宇都宮市内に本店，支店，営業所等を置く者

をその事業規模，工事実績等によりＡ，Ｂ，Ｃ又はＤのいずれかの等級に格

付しており，当該格付を２年ごとに見直している。

�　宇都宮市は，土木一式工事の発注に当たり，予定価格が３０００万円以上の土

木一式工事については，Ａの等級に格付している者のみを対象として発注し

ている。

�　宇都宮市は，設計金額が２億円以上（平成１６年６月２１日までは２億５千万

円以上）の土木一式工事のすべてを事後審査型制限付き一般競争入札又は制

限付き一般競争入札の方法により発注している。このうち，事後審査型制限

付き一般競争入札については，Ａの等級に格付している者を構成員とする特

定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）を対象に，公告によ

り一定の条件を付して入札の参加希望者を募り，当該入札後に最低価格を入

札した者から順に当該入札参加者が資格要件を満たしているか否かを確認し

ている。また，制限付き一般競争入札については，有資格者を対象に，公告

により一定の条件を付して入札の参加希望者を募り，当該参加希望者が資格

要件を満たすことを確認した上で当該入札の参加者としている。

�　関係人２９社（以下「２９社」という。），第９表記載の事業者及び㈱黒後建設の

３２社（以下「３２社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降（第１０表記

載の事業者にあっては，それぞれ，「期間」欄記載の期間），いずれも，宇都宮

市から土木一式工事についてＡの等級に格付されていた。

ｂ　３２社は，遅くとも平成１３年４月１日（第１１表記載の事業者にあっては，それぞ

れ，遅くとも「期日」欄記載の年月日ころ）以降，宇都宮市が一般競争入札等の

方法によりＡの等級に格付している者（Ａの等級に格付している者を構成員とす

る共同企業体を含む。）のみを入札参加者として発注する予定価格が３０００万円以上

の土木一式工事（橋梁新設上部工工事及び�日本鉄道施設協会が発行する工事管

理者資格認定証を有する者を雇用すること等を入札参加条件としている工事並び

に共同企業体を対象にするものにあっては宇都宮市内に本店を置く事業者が代表

者として入札に参加できない工事を除く。以下「宇都宮市発注の特定土木工事」

という。）について，受注価格の低落防止等を図るため

�　工事場所，過去に受注した工事との関連性又は継続性等の事情により当該工

事について受注を希望する者又は共同企業体（以下「受注希望者」という。）

は，当該入札参加者にその旨を表明し

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者又は共同企

業体（以下「受注予定者」という。）とする
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�　受注希望者が複数のときは，工事場所，過去に受注した工事との関連性又

は継続性等の事情を勘案して，必要に応じ，宇都宮市内に本店を置く大手業

者の営業責任者の助言を得て，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決

定する

�　受注すべき価格は，受注予定者（受注予定者が共同企業体である場合にあっ

てはその代表者）が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者がその定めた価

格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　３２社は，前記ｂにより，宇都宮市発注の特定土木工事の大部分を受注していた。

ｄ　平成１７年１月２５日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，２９社及び第９表記載の事業者は，同日以降，前記ｂの

合意に基づき受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取

りやめている。

�　建築一式工事関係（平成１７年（勧）第１５号）

ａ�　被勧告人以外の第１２表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき栃木県知事の許可を受け，宇都宮

市の区域において建設業を営む者であり，このうち，㈱堀江ソーケンは，堀江

建設㈱が，平成１５年９月１日付けで堀江倉庫㈱を吸収合併し，同日付けで商号

変更したものである。

��　宇都宮市は，建築一式工事（地方公営企業管理者が契約者となるものを含

む。以下同じ。）の大部分を事後審査型制限付き一般競争入札又は制限付き一

般競争入札（以下「一般競争入札」という。）の方法により発注している。こ

のうち，事後審査型制限付き一般競争入札については，宇都宮市が競争入札

参加の資格要件を満たす者として名簿に登載している有資格者（以下「有資

格者」という。）を対象に，公告により一定の条件を付して入札の参加希望

者を募り，当該入札後に最低価格を入札した者から順に当該入札参加者が資

格要件を満たしているか否かを確認している。また，制限付き一般競争入札

については，有資格者を対象に，公告により一定の条件を付して入札の参加

希望者を募り，当該参加希望者が資格要件を満たすことを確認した上で当該

入札の参加者としている。

�　宇都宮市は，有資格者のうち宇都宮市内に本店，支店，営業所等を置く者

をその事業規模，工事実績等によりＡ，Ｂ又はＣのいずれかの等級に格付し

ており，当該格付を２年ごとに見直している。

�　宇都宮市は，建築一式工事の発注に当たり，予定価格が１億円以上の建築

一式工事については，原則として，Ａの等級に格付している者のみを対象と

して発注している。

�　宇都宮市は，設計金額が３億円以上（平成１６年６月２１日までは４億円以上）

の建築一式工事のすべてを一般競争入札の方法により発注している。このう

ち，事後審査型制限付き一般競争入札については，Ａの等級に格付している

者を代表者とする特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）
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を対象に，公告により一定の条件を付して入札の参加希望者を募り，当該入

札後に最低価格を入札した者から順に当該入札参加者が資格要件を満たして

いるか否かを確認している。また，制限付き一般競争入札については，有資

格者を対象に，公告により一定の条件を付して入札の参加希望者を募り，当

該参加希望者が資格要件を満たすことを確認した上で当該入札の参加者とし

ている。

�　関係人１９社（以下「１９社」という。）及び第１２表記載の事業者の２２社（以下

「２２社」という。）は，遅くとも平成１３年４月１日以降（第１３表記載の事業者

にあっては，それぞれ，「期間」欄記載の期間），いずれも，宇都宮市から建築

一式工事についてＡの等級に格付されていた。

ｂ　２２社は，遅くとも平成１３年４月１日（第１４表記載の事業者にあっては，それぞ

れ，遅くとも「期日」欄記載の年月日ころ）以降，宇都宮市が一般競争入札の方

法によりＡの等級に格付している者（Ａの等級に格付している者を代表者とする

共同企業体を含む。）のみを入札参加者として発注する予定価格が１億円以上の建

築一式工事（共同企業体を対象にするものにあっては宇都宮市内に本店を置く事

業者が代表者として入札に参加できない工事を除く。以下「宇都宮市発注の特定

建築工事」という。）について，受注価格の低落防止等を図るため

�　過去に受注した工事との継続性，工事場所等の事情により当該工事について

受注を希望する者又は共同企業体（以下「受注希望者」という。）は，当該入

札参加者に対してその旨を表明し

�　受注希望者が１社のときは，その者を当該工事を受注すべき者又は共同企

業体（以下「受注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，必要に応じて宇都宮市内に本店を置く大手業

者の営業責任者による当該受注希望に関する意見交換の結果を踏まえつつ，

過去に受注した工事との継続性，工事場所等の事情を勘案して，受注希望者

等の間の話合いにより受注予定者を決定する

�　受注すべき価格は，受注予定者（受注予定者が共同企業体である場合にあっ

てはその代表者）が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者がその定めた価

格で受注できるように協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　２２社は，前記ｂにより，宇都宮市発注の特定建築工事のほとんどすべてを受注

していた。

ｄ�　第１２表記載の事業者は，平成１５年４月１日以降，宇都宮市から，建築一式工

事についてＢの等級に格付されたことにより，同日以降，宇都宮市発注の特定

建築工事の入札に参加しておらず，前記ｂの合意に基づき受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるようにする行為を行っていない。

�　平成１７年１月２５日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基

づき審査を開始したところ，１９社は，同日以降，前記ｂの合意に基づき受注予

定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。
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ウ　排 除 措 置

�　土木一式工事関係（平成１７年（勧）第１４号）

　２９社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日（第１１表記載の事業者にあっては，それぞれ，遅く

とも「期日」欄記載の年月日ころ）以降行っていた，宇都宮市発注の特定土木工

事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取

りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，２９社のうち自社を除く２８社及び宇都宮市に通知し，か

つ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，宇都宮市発注の特定土木工事について，受注予定者を決定

せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，宇都宮市発注

の特定土木工事（事後審査型制限付き一般競争入札，制限付き一般競争入札及び

指名競争入札以外の方法により発注するものを含む。）について，受注予定者を決

定しないこと。

�　建築一式工事関係（平成１７年（勧）第１５号）

　１９社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　遅くとも平成１３年４月１日（第１４表記載の事業者にあっては，それぞれ，遅く

とも「期日」欄記載の年月日ころ）以降行っていた，宇都宮市発注の特定建築工

事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取

りやめている旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，１９社のうち自社を除く１８社及び宇都宮市に通知し，か

つ，自社の従業員に周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，宇都宮市発注の特定建築工事について，受注予定者を決定

せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，宇都宮市発注

の特定建築工事（事後審査型制限付き一般競争入札及び制限付き一般競争入札以

外の方法により発注するものを含む。）について，受注予定者を決定しないこと。

第９表　被勧告人以外の者で，事業活動の全部を取りやめている事業者 

 

� 53�

第
２
章

違
反
被
疑
事
件
の
審
査
及
び
処
理

事　　　由期　　日本店の所在地事　業　者

株主総会により解散決議を行った平成１７年４月２９日宇都宮市上籠谷町２０５６番地和建工業株式会社

宇都宮市へ廃業届を提出した平成１７年５月１９日宇都宮市下金井町６６２番地３籠倉土建株式会社

（平成１７年１０月１４日現在）



第１０表　合意に中途参加した事業者及び事業活動の全部を取りやめている又は建設業を

営んでいない事業者がＡの等級に格付されていた期間 

第１１表　被勧告人中，合意に中途参加した事業者 

第１２表　被勧告人以外の者で，Ｂの等級に格付されたことにより，それ以降，宇都宮市

発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者 

第１３表　合意に中途参加した事業者及びＢの等級に格付されたことにより，それ以降，

宇都宮市発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者がＡの等級に格

付されていた期間 

第１４表　被勧告人中，合意に中途参加した事業者 
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期　　間事　業　者

平成１５年４月１日以降荒井工業株式会社

平成１５年４月１日以降株式会社菊一建設

平成１５年４月１日以降株式会社丸あ組

平成１５年４月１日以降晋豊建設株式会社

平成１５年９月１１日まで株式会社黒後建設

平成１７年４月２８日まで和建工業株式会社

平成１７年５月１８日まで籠倉土建株式会社

（平成１７年１０月１４日現在）

期　　日事　業　者

平成１５年６月２７日荒井工業株式会社

平成１５年６月２７日株式会社菊一建設

平成１５年６月２７日株式会社丸あ組

平成１５年７月１８日晋豊建設株式会社

本店の所在地事　業　者

宇都宮市下砥上町１５４４番地新里建設株式会社

宇都宮市刈沼町２３８番地株式会社堀江ソ－ケン

宇都宮市鶴田町１９６０番地丸山工業株式会社

（平成１７年１０月１４日現在）

期　　間事　業　者

平成１５年４月１日以降イナミ工業株式会社

平成１５年４月１日以降ミユキ建設株式会社

平成１５年３月３１日まで新里建設株式会社

平成１５年３月３１日まで株式会社堀江ソ－ケン

平成１５年３月３１日まで丸山工業株式会社

（平成１７年１０月１４日現在）

期　　日事　業　者

平成１５年５月１４日イナミ工業株式会社

平成１５年５月１４日ミユキ建設株式会社



�　旭ファイバーグラス㈱ほか２社に対する件（平成１７年（勧）第１６号）及び旭ファイ

バーグラス㈱ほか２社に対する件（平成１７年（勧）第１７号）

ア　関　係　人

イ　違反事実等

�　近畿地区における住宅用グラスウール関係（平成１７年（勧）第１６号）

ａ�　滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県及び和歌山県の区域（以下「近畿

地区」という。）における関係人３社（以下「３社」という。）の住宅用グラス

ウールの販売量の合計は，近畿地区における住宅用グラスウールの総販売量の

ほとんどすべてを占めている。

�　住宅用グラスウールは，１立方メートル当たりの密度が１０キログラム，１６キ

ログラム，２４キログラム等の製品に区分されており，それぞれの製品につき厚

さ５０ミリメートル，７５ミリメートル，１００ミリメートル等の製品がある。

�　３社は，それぞれ，近畿地区におけるすべての住宅用グラスウールの密度１０

キログラム製品の販売価格について，同製品のうち厚さ５０ミリメートルの製品

（以下，密度１０キログラム厚さ５０ミリメートルの製品を「１０キロ標準品」とい

う。）の販売価格を基準として，厚さに比例して定めている。

�　３社は，住宅用グラスウールをプレハブ住宅メーカー等に直接販売する場合

を除き，直接又は商社を通じて建材問屋と称する卸売業者（以下「建材問屋」

という。）に販売しており，商社を通じて販売している場合も，建材問屋に対

する販売価格については，直接，建材問屋と交渉して定めており，その販売価

格から当該商社の口銭を差し引いたものを自らの販売価格としている。

　近畿地区における建材問屋向け住宅用グラスウールの密度１０キログラム製品

の販売量の合計は，同地区における住宅用グラスウールの総販売量の大部分を

占めている。

�　３社は，いずれも，グラスウール製造販売業者で組織する硝子繊維協会短繊

維部会に加入し，支店長級の者で構成する同部会業務委員会の近畿地区委員会

に所属している。

ｂ�　３社は，平成１６年９月２４日ころ，旭ファイバーグラス㈱が近畿地区における

事業所を置く大阪市北区所在の新宇治電ビルの７階会議室で開催した支店長級

の者らによる硝子繊維協会短繊維部会業務委員会の近畿地区委員会の活動のた

めの会合において，原油価格の高騰によるグラスウールの原材料等の価格の上
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違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．１１．１８１７．１０．２０

　

号
１７

　

号
１６所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○東京都千代田区神田鍛冶町三丁目６番地３白石　　徹旭ファイバーグラス株式会社

○○東京都中央区日本橋本町四丁目８番１４号木村　暢夫株式会社マグ

○○福島県郡山市長者三丁目８番１号樫出　久雄パラマウント硝子工業株式会社



昇に対処するための住宅用グラスウールの販売価格の引上げについて検討した

ところ

�　近畿地区における建材問屋向け住宅用グラスウールの１０キロ標準品の１坪

当たりの販売価格を，３８０円を目途に引き上げること

�　近畿地区におけるすべての建材問屋向け住宅用グラスウールの密度１０キロ

グラム製品の販売価格を，前記�で決定した１０キロ標準品の販売価格を基準

として，厚さに比例して引き上げること

�　前記�及び�の販売価格引上げの実施時期については，平成１６年１１月１日

出荷分からとすること

を決定した。

�　３社は，前記ｂ�の決定の実効を確保するため，前記ｂ�の会合の後，毎月，

近畿地区の住宅用グラスウールの営業担当責任者級の者による会合を開催し，

自社の取引先である建材問屋に対する販売価格の引上げ状況について報告し合

うなどして，前記ｂ�の決定の実施状況を相互に監視していた。

ｃ　３社は，前記ｂ�の決定に基づき，おおむね，近畿地区における建材問屋向け

住宅用グラスウールの密度１０キログラム製品の販売価格を引き上げていた。

ｄ　平成１７年３月２９日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，３社は，同日以降，３社による会合を取りやめてお

り，前記ｂ�の決定に基づく行為を取りやめていること等から，同決定は事実上

消滅しているものと認められる。

�　九州地区における住宅用グラスウール関係（平成１７年（勧）第１７号）

ａ�　福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県及び鹿児島県の区域（以

下「九州地区」という。）における関係人３社（以下「３社」という。）の住宅

用グラスウールの販売量の合計は，九州地区における住宅用グラスウールの総

販売量のすべてを占めている。

�　住宅用グラスウールは，１立方メートル当たりの密度が１０キログラム，１６キ

ログラム，２４キログラム等の製品に区分されており，それぞれの製品につき厚

さ５０ミリメートル，７５ミリメートル，１００ミリメートル等の製品がある。

�　３社は，それぞれ，九州地区におけるすべての住宅用グラスウールの密度１０

キログラム製品の販売価格について，同製品のうち厚さ５０ミリメートルの製品

（以下，密度１０キログラム厚さ５０ミリメートルの製品を「１０キロ標準品」とい

う。）の販売価格を基準として，厚さに比例して定めている。

�　３社は，住宅用グラスウールをプレハブ住宅メーカー等に直接販売する場合

を除き，直接又は商社を通じて建材問屋と称する卸売業者（以下「建材問屋」

という。）に販売しており，商社を通じて販売している場合も，建材問屋に対

する販売価格については，直接，建材問屋と交渉して定めており，その販売価

格から当該商社の口銭を差し引いたものを自らの販売価格としている。

　九州地区における建材問屋向け住宅用グラスウールの密度１０キログラム製品

の販売量の合計は，同地区における住宅用グラスウールの総販売量の大部分を

占めている。
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�　３社は，いずれも，グラスウール製造販売業者で組織する硝子繊維協会短繊

維部会に加入し，支店長級の者で構成する同部会業務委員会の九州地区委員会

に所属している。

ｂ　３社は，平成１６年８月２５日ころ，福岡市博多区所在の博多センタービル地下１

階の喫茶店で開催した支店長級の者による硝子繊維協会短繊維部会業務委員会の

九州地区委員会の活動のための会合終了後，同喫茶店において，原油価格の高騰

によるグラスウールの原材料等の価格の上昇に対処するため，住宅用グラスウー

ルの販売価格の引上げについて検討したところ，旭ファイバーグラス㈱（以下「旭

ファイバーグラス」という。）が建材問屋向け住宅用グラスウールの１０キロ標準

品の１坪当たりの販売価格を４００円に引き上げることを提案し，同提案に対し，㈱

マグ（以下「マグ」という。）及びパラマウント硝子工業㈱（以下「パラマウン

ト硝子工業」という。）は，旭ファイバーグラスが先行して同販売価格の引上げ

行動を実施すれば，旭ファイバーグラスに追随して同販売価格を引き上げること

を約し，もって

�　九州地区における建材問屋向け住宅用グラスウールの１０キロ標準品の１坪当

たりの販売価格を，４００円を目途に引き上げること

�　九州地区におけるすべての建材問屋向け住宅用グラスウールの密度１０キログ

ラム製品の販売価格を，前記ｂ�で決定した１０キロ標準品の販売価格を基準と

して，厚さに比例して引き上げること

�　前記ｂ�及び�の販売価格引上げの実施時期については，旭ファイバーグラ

スにおいては平成１６年１０月１日出荷分から，マグにおいては同月２１日出荷分か

ら及びパラマウント硝子工業においては同年１１月１日出荷分からとすること

を決定した。

ｃ　３社は，前記ｂの決定に基づき，九州地区における建材問屋向け住宅用グラス

ウールの密度１０キログラム製品の販売価格をおおむね引き上げ，又は引上げ行動

を実施していた。

ｄ　平成１７年３月２９日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，３社は，同日以降，前記ｂの決定に基づく行為を取り

やめていることから，同決定は事実上消滅しているものと認められる。

ウ　排 除 措 置

�　近畿地区における住宅用グラスウール関係（平成１７年（勧）第１６号）

　３社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　平成１６年９月２４日ころに行った近畿地区における建材問屋向け住宅用グラス

ウールの密度１０キログラム製品の販売価格の引上げの決定が，平成１７年３月２９日

以降，事実上消滅している旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，３社のうち自社を除く２社に通知するとともに，近畿

地区における取引先である建材問屋及び需要者に周知し，かつ，自社の従業員に

周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，相互の間において又は他の事業者と共同して，近畿地区における建材
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問屋向け住宅用グラスウールの販売価格を決定せず，各社がそれぞれ自主的に

決める旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，建材問屋向け

住宅用グラスウールの販売価格を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互に又は他の事業者と，建材問屋向け住宅用グラスウール

の販売価格の改定に関する情報交換を行わないこと。

ｅ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，建材問屋向け

住宅用グラスウールの販売価格を決定することのないよう，また，相互に又は他

の事業者と，同販売価格の改定に関する情報交換を行うことのないよう，営業担

当者に対する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査を行うた

めに必要な措置を講じること。

�　九州地区における住宅用グラスウール関係（平成１７年（勧）第１７号）

　３社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　平成１６年８月２５日ころに行った九州地区における建材問屋向け住宅用グラス

ウールの密度１０キログラム製品の販売価格の引上げの決定が，平成１７年３月２９日

以降，事実上消滅している旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の事項を，３社のうち自社を除く２社に通知するとともに，九州

地区における取引先である建材問屋及び需要者に周知し，かつ，自社の従業員に

周知徹底すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，相互の間において又は他の事業者と共同して，九州地区における建材

問屋向け住宅用グラスウールの販売価格を決定せず，各社がそれぞれ自主的に

決める旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，建材問屋向け

住宅用グラスウールの販売価格を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互に又は他の事業者と，建材問屋向け住宅用グラスウール

の販売価格の改定に関する情報交換を行わないこと。

ｅ　今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，建材問屋向け

住宅用グラスウールの販売価格を決定することのないよう，また，相互に又は他

の事業者と，同販売価格の改定に関する情報交換を行うことのないよう，営業担

当者に対する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査を行うた

めに必要な措置を講じること。

�　東洋アルミニウム㈱ほか５社に対する件（平成１７年（勧）第１８号）及び日本製箔㈱ほ

か４社に対する件（平成１７年（勧）第１９号）
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ア　関　係　人

イ　違反事実等

�　プレーン箔関係（平成１７年（勧）第１８号）

ａ�　関係人６社（以下「６社」という。）のうち，東洋アルミニウム㈱は，平成

１４年１０月１日付けで，日本軽金属㈱のプレーン箔（日本工業規格の「JIS H４１６０ 

アルミニウム及びアルミニウム合金はく」に準ずるアルミニウム箔（アルミニ

ウム圧延材を厚さ０．２ミリメートル以下に圧延したもの）であって，印刷，着色，

ラミネート等の加工を施していないもの（電解コンデンサに用いられるもの及

びアルミホイルを除く。）をいう。以下同じ。）の製造部門を吸収分割により承

継したものである。

�　６社のプレーン箔の販売金額の合計は，我が国におけるプレーン箔の総販売

金額のほとんどを占めている。

��　６社は，それぞれ，プレーン箔を直接又は販売業者を通じて需要者に販売

している。

�　６社は，プレーン箔を販売業者を通じて需要者に販売する場合には，販売

するプレーン箔の需要者ごとの仕様等の条件及び需要者渡し価格について，

直接又は販売業者を通じて需要者と交渉して定め，需要者渡し価格から当該

販売業者の口銭等を差し引いたものを自らの販売価格とし，あるいは，需要

者渡し価格を自らの販売価格として，販売業者には別途口銭等を支払う方法

等によって需要者に販売している。

�　６社は，一部の需要者との間で，プレーン箔の原料であるアルミニウム地

金に係る相場の一定期間の平均価格に連動させてプレーン箔の需要者渡し価

格を設定する旨の契約を締結している（以下このような価格の設定方法を

「NSPルール」という。）。

ｂ�　６社は，かねてから，６社の営業担当の役員級の者による会合（以下「常務

会」という。），営業担当の部長級の者による会合（以下「部長会」という。）

及び営業担当の課長級の者による会合（以下これらの会合を「６社の会合」と

いう。）を開催し，プレーン箔の販売価格等について情報交換を行ってきた。

　なお，６社は，かねてから，新規に需要者とプレーン箔の取引を開始する場

合には，６社の中で当該需要者と既に取引している者の了解を得るようにして

きた。
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号
１９

　

号
１８所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○大阪市中央区久太郎町三丁目６番８号今須　聖雄東洋アルミニウム株式会社

○東京都港区芝二丁目３番３号野副　明邑三菱アルミニウム株式会社

○○大阪市淀川区西中島四丁目１番１号重村　郁雄日本製箔株式会社

○千葉市稲毛区六方町２６０番地田宮　　進サン・アルミニウム工業株式会社

○○東京都千代田区内神田一丁目９番１３号田中日出樹住軽アルミ箔株式会社

○○横浜市西区北幸二丁目６番１号水野　　昭東海アルミ箔株式会社

○東京都港区芝二丁目３番３号長田　悠樹株式会社エムエーパッケージング



�　６社は，プレーン箔の販売価格の下落傾向に対処するため，６社の会合にお

いて遅くとも平成１４年６月ころから同価格の引上げについて検討を行っていた

ところ，平成１４年７月２６日ころ，東京都港区所在の島嶼会館の会議室で開催し

た常務会において，平成１４年１０月出荷分から，プレーン箔の需要者渡し価格を，

現行価格から１キログラム当たり５０円を目途に引き上げることを決定した。

�　６社は，前記�の決定に基づくプレーン箔の需要者渡し価格の引上げが十分

には達成されていない状況等にかんがみ，平成１５年１０月２３日ころ，東京都中央

区所在の�日本アルミニウム協会の会議室で開催した常務会において，プレー

ン箔の販売価格引上げの具体的な幅，時期等について検討し，平成１６年４月出

荷分から，プレーン箔の需要者渡し価格を，現行価格から１キログラム当たり

４０円を目途に引き上げることを決定した。

�　その後，６社は，需要者又は販売業者に対し，前記�及び�の決定に基づく

プレーン箔の需要者渡し価格の引上げ交渉を続け，同価格の引上げを図ってき

たところ，アルミニウム地金の価格が急騰したこと等から，平成１６年１１月１８日

ころ，東京都港区所在の東京浜松町海員会館の会議室で開催した常務会と部長

会の合同会議において，プレーン箔の販売価格引上げの具体的な幅，時期等に

ついて検討し

�　NSPルールによる契約を締結している需要者に対しては，NSPルールの適

用を徹底することにより実質的にプレーン箔の需要者渡し価格を引き上げる

こと

�　NSPルールによる契約を締結していない需要者に対しては，平成１７年２月

出荷分から，プレーン箔の需要者渡し価格を，現行価格から１キログラム当

たり３０円を目途に引き上げること

�　NSPルールによる契約を締結していない需要者であって，前記�のプレー

ン箔の需要者渡し価格の引上げに応じない需要者に対しては，NSPルールに

よる契約を締結することにより実質的に同価格を引き上げること

を決定した。

�　６社は，前記�，�及び�の決定に基づき，それぞれプレーン箔の需要者渡

し価格の引上げに関する社内指示等を行い，需要者又は販売業者に対し，同価

格を引き上げる旨の申入れを行い，同価格の引上げ交渉を行うとともに，同決

定に基づく同価格の引上げを実現するため，６社の会合等を頻繁に開催して需

要者又は販売業者との同価格の引上げ交渉等の状況について相互に報告し合う

ほか，６社の間で相互に連絡し合うなどして

�　プレーン箔の需要者渡し価格の引上げ交渉の結果，あらかじめ定めた特定

の需要者に係る６社のシェアに増減があった場合，シェアを増やした事業者

がシェアを減らした事業者からシェア変動分に対応するプレーン箔を購入す

る「補てん」と称する措置

�　プレーン箔の需要者渡し価格の引上げに応じない需要者に対する納期を意

図的に遅延させる措置

を講じ，おおむね，同価格を引き上げていた。
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ｃ　平成１７年２月８日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，６社は，同日以降，前記ｂの各決定に基づくプレーン

箔の需要者渡し価格の引上げを実現するためにそれまで頻繁に開催していた６社

の会合を取りやめていること等から，前記ｂの各決定は事実上消滅しているもの

と認められる。

�　PTP用加工箔関係（平成１７年（勧）第１９号）

ａ��　㈱エムエーパッケージング（以下「エムエーパッケージング」という。）

は，三菱アルミニウム㈱（以下「三菱アルミ」という。）及び同社の親会社

であった三菱金属㈱（平成２年１２月１日，三菱鉱業セメント㈱と合併し，現

商号の三菱マテリアル㈱に変更した。）が，それぞれ２分の１ずつ出資して，

昭和６３年７月６日に設立された会社であり，設立時に三菱アルミの加工箔事

業を譲り受け，肩書地に本店を置き，加工箔（日本工業規格の「JIS H４１６０ 

アルミニウム及びアルミニウム合金はく」に準ずるアルミニウム箔（アルミ

ニウム圧延材を厚さ０．２ミリメートル以下に圧延したもの）であって，印刷，

着色，ラミネート等の加工を施しているものをいう。）のうち医薬品用のカプ

セル，錠剤等を入れるプラスチック容器のふたとなる部分に使用されるもの

（以下「PTP用加工箔」という。）の販売業を営む者である。

　なお，エムエーパッケージングの代表取締役を含む常勤役員はすべて三菱

アルミの出身者であること，エムエーパッケージングの従業員のほとんどが

三菱アルミの出向者であること等，エムエーパッケージングと三菱アルミは

資本関係及び人的関係において密接な関係にある。

�　サン・アルミニウム工業㈱（以下「サンアルミ」という。）は，千葉市稲

毛区六方町２６０番地に本店を置き，PTP用加工箔の製造販売業を営んでいた

者であるが，平成１７年７月２２日ころ以降，PTP用加工箔の製造販売に係る事

業活動を取りやめている。

�　日本製箔㈱，東洋アルミニウム㈱，東海アルミ箔㈱及び住軽アルミ箔㈱の４

社（以下「４社」という。），エムエーパッケージング及びサンアルミの６社

（以下「加工箔６社」という。）の PTP用加工箔の販売金額の合計は，我が国

における PTP用加工箔の総販売金額の大部分を占めていた。

��　加工箔６社は，それぞれ，PTP用加工箔を直接又は販売業者を通じて需要

者に販売していた。

�　加工箔６社は，PTP用加工箔を販売業者を通じて需要者に販売する場合に

は，販売する PTP用加工箔の需要者ごとの仕様等の条件及び需要者渡し価

格について，直接又は販売業者を通じて需要者と交渉して定め，需要者渡し

価格から当該販売業者の口銭等を差し引いたものを自らの販売価格とし，あ

るいは，需要者渡し価格を自らの販売価格として，販売業者には別途口銭等

を支払う方法等によって需要者に販売していた。

ｂ�　４社，三菱アルミ及びサンアルミの６社（以下「６社」という。）並びにエ

ムエーパッケージングは，かねてから，６社の営業担当の役員級の者による会

合（以下「常務会」という。），６社の営業担当の部長級の者による会合（以下
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「部長会」という。）及び加工箔６社の営業担当の課長級の者による会合（以

下「課長会」という。）を開催し，PTP用加工箔を含む加工箔の販売価格等に

ついて情報交換を行ってきた。

�　エムエーパッケージングは，かねてから，前記�の会合のうち，課長会には

自ら出席し，加工箔の販売価格等に関する情報交換を行っていた。また，エム

エーパッケージングは，常務会及び部長会に自らは出席していなかったが，同

社に代わって，三菱アルミがこれらの会合に出席して加工箔の販売価格等に関

する情報交換を行い，エムエーパッケージングは，その内容に従って行動して

いた。４社及びサンアルミは，このことを認識しながら常務会及び部長会に出

席し，エムエーパッケージングが出席していた課長会における加工箔の販売価

格等に関する情報交換の内容を踏まえて，これらの情報交換を行っていたもの

であり，エムエーパッケージングは，実質上，三菱アルミを介して，４社及び

サンアルミと，これらの情報交換を行っていた。

�　加工箔６社は，PTP用加工箔の副資材であるポリプロピレンや接着剤等の価

格が高騰したこと等から，常務会，部長会及び課長会において遅くとも平成１６

年３月ころから PTP用加工箔の販売価格の引上げについて検討を行っていた

ところ，平成１６年４月２７日ころ，東京都中央区所在の中央区立人形町区民館の

会議室で開催した常務会において，遅くとも平成１６年７月出荷分から，PTP用

加工箔の需要者渡し価格を，現行価格から５パーセントないし１０パーセントを

目途に引き上げることを決定した。

�　加工箔６社は，前記�の決定に基づき，それぞれPTP用加工箔の需要者渡し

価格の引上げに関する社内指示等を行い，需要者又は販売業者に対し，同価格

を引き上げる旨の申入れを行い，同価格の引上げ交渉を行うとともに，同決定

に基づく同価格の引上げを実現するため，常務会，部長会等の会合を頻繁に開

催して需要者又は販売業者との同価格の引上げ交渉等の状況について相互に報

告し合うなどして，おおむね，同価格を引き上げていた。

ｃ　平成１７年２月８日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，加工箔６社は，同日以降，前記ｂの決定に基づく PTP

用加工箔の需要者渡し価格の引上げを実現するためにそれまで頻繁に開催してい

た常務会，部長会等の会合を取りやめていること等から，前記ｂの決定は事実上

消滅しているものと認められる。

ウ　排 除 措 置

�　プレーン箔関係（平成１７年（勧）第１８号）

　６社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　プレーン箔について，平成１４年７月２６日ころ，平成１５年１０月２３日ころ及び平成

１６年１１月１８日ころに前記６社が共同して行った需要者渡し価格の引上げの各決定

が平成１７年２月８日以降，事実上消滅している旨を確認することを取締役会にお

いて決議すること。

ｂ　それぞれ，次の�及び�の事項を，自社を除く５社に通知するとともに，プ

レーン箔の取引先販売業者及び需要者に周知し，かつ，自社の従業員に周知徹底
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すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，プレーン箔の需要者渡し価格を決定せず，各社がそれぞれ

自主的に決める旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において，又は他の事業者と共同して，プレーン箔

の販売価格を決定しないこと。

ｄ　今後，それぞれ，相互に，又は他の事業者と，プレーン箔の販売価格の改定及

び需要者ごとの納期の設定について情報交換を行わないこと。

ｅ　今後，それぞれ，新規に需要者とプレーン箔の取引を開始するに当たって，当

該需要者と既に取引している者の了解を得るようにする行為を行わないこと。

ｆ　今後，それぞれ，前記ｃないしｅの行為をすることのないよう，次の�及び�

の事項を行うために必要な措置を講じること。

�　独占禁止法の遵守に関する行動指針の作成又は改定

�　営業担当者に対する独占禁止法に関する研修及び法務担当者による定期的な

監査

�　PTP用加工箔関係（平成１７年（勧）第１９号）

　５社に対し，次の措置を採るよう命じた。

ａ　加工箔について，平成１６年４月２７日ころに前記５社及びサンアルミが共同して

行った需要者渡し価格の引上げの決定が平成１７年２月８日以降，事実上消滅して

いる旨を確認することを取締役会において決議すること。

ｂ　それぞれ，次の�及び�の事項を，自社を除く４社に通知するとともに，PTP

用加工箔の取引先販売業者及び需要者に周知し，かつ，自社の従業員に周知徹底

すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，PTP用加工箔の需要者渡し価格を決定せず，各社がそれぞ

れ自主的に決める旨

ｃ　エムエーパッケージングは，次の�及び�の事項を，三菱アルミに通知するこ

と。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，前記５社のうち自社を除く４社と共同して，PTP用加工箔の需要者渡

し価格を決定せず，各社がそれぞれ自主的に決める旨

ｄ　今後，それぞれ，相互の間において，又は他の事業者と共同して，PTP用加工

箔の販売価格を決定しないこと。

ｅ　今後，それぞれ，相互に，又は他の事業者と，PTP用加工箔の販売価格の改定

について情報交換を行わないこと。

ｆ　今後，それぞれ，前記ｄ及びｅの行為をすることのないよう，次の�及び�の

事項を行うために必要な措置を講じること。

�　独占禁止法の遵守に関する行動指針の作成又は改定

�　営業担当者に対する独占禁止法に関する研修及び法務担当者による定期的な

監査
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�　㈱國場組ほか９９社に対する件（平成１８年（措）第１号）及び㈱大米建設ほか１０２社に

対する件（平成１８年（措）第２号）

ア　関　係　人
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違　反　法　条排除措置命令年月日

第３条後段１８．３．２９

２
号

１
号所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○那覇市久茂地三丁目２１番１号國場　幸一株式会社國場組

○○那覇市港町三丁目６番１１号下地　米蔵株式会社大米建設

○○那覇市旭町１１２番地１糸数　行雄金秀建設株式会社

○○沖縄県名護市港二丁目６番５号前田　雅康株式会社屋部土建

○○那覇市前島一丁目９番７号下地　義治共和産業株式会社

○○沖縄県名護市大東三丁目２１番６号座間味榮仁株式会社渡嘉敷組

○○那覇市前島三丁目１３番１１号多和田真秀株式会社高橋土建

○○那覇市字古波蔵３３９番地の１糸数憲一郎株式会社丸元建設

○○沖縄県浦添市大平二丁目１番１号名嘉　　謙株式会社太名嘉組

○○沖縄県沖縄市字池原５６７番地上門　信孝上門工業株式会社

○○那覇市与儀一丁目５番２号比嘉　森廣南洋土建株式会社

○○沖縄県国頭郡宜野座村字惣慶１７７１番地の９仲程　　實仲程土建株式会社

○○沖縄県宜野湾市宜野湾三丁目２番１６号比嘉　康夫光南建設株式会社

○○沖縄県浦添市内間一丁目１０番７号東江　　優株式会社東江建設

○○沖縄県名護市字川上４２４番地の１糸数　篤夫合資会社ゆい開発

○○沖縄県糸満市西崎町五丁目６番地８徳元　直光光建設株式会社

○○沖縄県うるま市石川二丁目２３番８号國吉　眞治有限会社国吉組

○沖縄県国頭郡金武町字金武７９０５番地の１上原　惠子株式会社丸政工務店

○○沖縄県宜野湾市志真志四丁目２番２号手登根　明株式会社富士建設

○○沖縄県浦添市牧港五丁目６番３号浦崎　哲男株式会社南海建設

○沖縄県石垣市字平得１２７番地の２砂川　廣海西里建設株式会社

○○那覇市壺川二丁目１１番地１１當山　宗仁株式会社沖電工

○那覇市東町１６番９号大�　　均株式会社大寛組

○○沖縄県中頭郡西原町字嘉手苅７６番地の８小波津　進三善建設株式会社

○那覇市泉崎一丁目１６番５号比嘉　憲勝株式会社丸憲

○沖縄県中頭郡読谷村字高志保１５０８番地の１宮城　　武有限会社大協建設

○○沖縄県名護市字宇茂佐１４６０番地２長嶺　麗子株式会社神元組

○○那覇市字銘苅１８０番地１横田　恵文株式会社沖創建設

○那覇市泉崎一丁目１１番１号知念　敏治丸尾建設株式会社

○沖縄県沖縄市南桃原二丁目１８番５号町田　宗安株式会社町田組

○沖縄県島尻郡南風原町字宮平６４９番地の１大城　　久合資会社オーエム産業

○那覇市字大道７８番地の２２野里　榮進株式会社野里組

○沖縄県名護市字親川１０５番地の１喜屋武國男株式会社武国建設

○沖縄県中頭郡北谷町字宮城１番地の５１６上原　浩吉株式会社日栄土木

○○沖縄県宜野湾市真栄原一丁目２１番１号渡久地保雄株式会社球建設

○那覇市長田二丁目１０番３２号野原　勝己株式会社野原建設

○○沖縄県中頭郡嘉手納町字水釜１１２番地福地　裕吉有限会社福地組

○○沖縄県浦添市勢理客四丁目１８番５号花城　一郎株式会社大城組
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２
号

１
号所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○沖縄県浦添市城間四丁目３４番７号松尾　良夫株式会社琉輝建設

○
那覇市字上間３４４番地１

（グレイスハイムうえま２０１）
友寄　隆文株式会社恵友建設

○○沖縄県国頭郡大宜味村字喜如嘉９９２番地の２山口　　進有限会社山口建設

○○那覇市松山一丁目３５番２号黒島　正夫先嶋建設株式会社

○○沖縄県糸満市西崎町五丁目１０番地の１２呉屋　　明株式会社呉屋組

○沖縄県国頭郡本部町字渡久地１２５番地の１渡久地弘二株式会社渡久地組

○○沖縄県名護市字為又８７番地仲泊　栄次株式会社東開発

○沖縄県島尻郡与那原町字上与那原５０３番地寄川　一博協栄海事土木株式会社

○○那覇市泉崎一丁目２２番１２号古波蔵　實株式会社古波蔵組

○那覇市泉崎一丁目５番１号上原　　進株式会社豊神建設

○○沖縄県中頭郡北谷町字浜川４８番地翁長　　淳旭建設株式会社

○沖縄県浦添市牧港一丁目６２番１９号大城　　隆大永建設株式会社

○那覇市久米二丁目１１番１３号屋富祖秀光株式会社屋島組

○○沖縄県名護市字為又１２１９番地９３伊差川則雄株式会社北道建設

○那覇市港町二丁目２番１号江洲　順吉株式会社吉永組

○○沖縄県沖縄市明道一丁目１０番２号當山　清哲株式会社當山組

○沖縄県沖縄市高原三丁目１４番５１号小橋川　薫株式会社小橋川技建

○那覇市前島一丁目１８番６号與儀　實哲株式会社与儀組

○那覇市泉崎一丁目１６番１８号國場　幸博國幸興發株式会社

○那覇市字上間２６０番地１島袋　信彦株式会社信吉組

○○沖縄県沖縄市比屋根四丁目２９番１号太田　美範太田建設株式会社

○○那覇市字古波蔵７５番地東恩納　敏株式会社東恩納組

○那覇市字仲井真２９５番地２大城　　�株式会社ぐすく建設

○沖縄県中頭郡西原町字小那覇６３９番地大湾　盛淳株式会社丸政土建

○沖縄県豊見城市字豊崎１番地６８０赤嶺　武信株式会社赤嶺組

○那覇市古波蔵四丁目１３番４８号呉屋　志郎有限会社呉開発

○○那覇市西一丁目２０番１９号佐平八十男株式会社佐平建設

○沖縄県うるま市みどり町四丁目１番１０号大石根幸徳株式会社丸石建設

○沖縄県浦添市伊祖二丁目５番２号内間　　明株式会社内間土建

○沖縄県糸満市西崎一丁目１１番５号金城　和良株式会社西崎興業

○那覇市牧志二丁目１１番２５号外間　章弘株式会社金城キク建設

○○那覇市おもろまち二丁目５番３７号高良　正弘株式会社朋来建設

○那覇市高良二丁目３番２６号賀数　武春有限会社賀数建設

○沖縄県糸満市西崎町五丁目６番地１９安里　辰雄有限会社辰雄建設

○○沖縄県国頭郡恩納村字前兼久５４番地の１平安名盛智合資会社平安名組

○沖縄県浦添市勢理客四丁目１６番９号大城　　榮株式会社大栄組

○沖縄県浦添市字経塚６３３番地大嶺　　健株式会社沖縄工設

○○那覇市天久一丁目２７番２６号唐真　和男株式会社唐真組

○○那覇市港町二丁目１番６号小波津英正株式会社小波津組

○沖縄県浦添市字城間３０１９番地座波　博史座波建設株式会社

○那覇市字識名１１９５番地１宮城　久雄琉球開発株式会社

○沖縄県石垣市新栄町７５番地の１０徳本　待男株式会社南海土木

○○那覇市字国場１１７０番地の６照屋　義実株式会社照正組

○沖縄県浦添市伊祖一丁目２１番２－２０１号比嘉　啓文牧港建設株式会社

○○沖縄県沖縄市泡瀬三丁目２１番１０号比嘉　俊雄株式会社比嘉組
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２
号

１
号所　　在　　地代　表　者名　　　称

○沖縄県糸満市字潮平６００番地５中村　秀秋株式会社中村組

○○沖縄県糸満市字糸満１９６１番地の１９金城　孝基株式会社総合土木

○○那覇市字安謝６２０番地の１７３譜久里榮孝株式会社譜久里組

○○沖縄県糸満市西崎一丁目１３番１６号屋宜　宣光株式会社南成建設

○那覇市字識名２９０番地２１赤嶺　敬介株式会社京和土建

○沖縄県糸満市西崎町五丁目１４番地７照屋　正茂株式会社照屋土建

○沖縄県宜野湾市大謝名三丁目１３番１１号平安座唯義株式会社平工務店

○沖縄県沖縄市松本三丁目１番２２号諸見里安弘株式会社諸建設

○沖縄県浦添市仲間一丁目２番１０号喜屋武隆仁株式会社喜屋武建設

○沖縄県浦添市牧港一丁目６２番１９号安里　邦夫株式会社沖永開発

○沖縄県宜野湾市上原二丁目４番６号富盛　清一有限会社富盛建設

○沖縄県沖縄市字古謝１１１３番地仲宗根　正株式会社基土木

○那覇市字安里４５番地儀保　徳光株式会社金城組

○沖縄県沖縄市大里一丁目１９番３９号高江洲義一有限会社三油土木

○○沖縄県うるま市与那城平安座８２９０番地津堅門大己平安座総合開発株式会社

○○沖縄県沖縄市字桃原３４０番地兼島　光夫兼光建設株式会社

○那覇市寄宮三丁目３番３５号平良　　隆新松建設株式会社

○沖縄県沖縄市知花六丁目４０番１５号山内　光雄日進建設株式会社

○沖縄県沖縄市字登川３４１６番地仲松　　淳邦松建設株式会社

○那覇市字安謝６１７番地１９２稲福　　樹株式会社稲福建設

○沖縄県国頭郡本部町字大浜８７８番地の１５友寄　隆則株式会社富士土建

○沖縄県中頭郡西原町字我謝２４１番地安谷屋智章有限会社東洋建設

○那覇市字国場３９２番地津波　恒伸南進建設株式会社

○沖縄県中頭郡西原町字我謝１４２番地伊�　弘友美善株式会社

○沖縄県浦添市西原五丁目７番１号新垣　守史株式会社新洋

○沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納４７７番地�里　政順株式会社徳里産業

○那覇市字真地４２１番地１５下地　喜広株式会社尚輪興建

○沖縄県宜野湾市喜友名二丁目１４番２号東　　賢一東建設株式会社

○沖縄県沖縄市仲宗根町３３番３号仲本　　巽仲本建設株式会社

○那覇市古波蔵三丁目６番５号大城　元臣大晋建設株式会社

○沖縄県中頭郡嘉手納町字水釜３６４番地の２宮里　辰秀株式会社大興建設

○那覇市西二丁目６番１１号下地　英吉株式会社丸吉産業

○沖縄県沖縄市字美里１２０３番地和宇慶朝吉株式会社和宇慶組

○沖縄県浦添市伊祖一丁目１２番６号上地　昌雄株式会社上地組

○那覇市樋川一丁目２番３８号比嘉　海雄株式会社比嘉組

○沖縄県豊見城市字我那覇２２９番地瀬底　清進株式会社瀬底土建

○沖縄県国頭郡国頭村字辺土名２９４番地の１新里　勝則有限会社北勝建設

○沖縄県沖縄市字池原２２０８番地の２山城　重幸有限会社明城建設

○那覇市字田原１９３番地新垣　吉浩株式会社善太郎組

○那覇市鏡原町２７番１号新里　英正株式会社鏡原組

○沖縄県宜野湾市我如古四丁目９番２１号上間　宗吉株式会社翔和建設

○那覇市辻二丁目７番１７号川平　得夫株式会社川平建設

○○那覇市おもろまち二丁目６番１１号宮良　安則八重山興業株式会社

○沖縄県石垣市字新川４１４番地の１識名　安男株式会社信用組

○沖縄県浦添市牧港一丁目６４番１７号銘苅　朝則株式会社明成建設

○那覇市字小禄９１２番地１平良　武雄大鏡建設株式会社



イ　違反事実等

�　土木一式工事関係（平成１８年（措）第１号）

ａ��　関係人１００社（以下「１００社」という。）のうち，第１６表記載の事業者は，

それぞれ，「合併等の状況」欄記載のとおり，合併，商号変更又は組織変更

を行ったものである。

�　関係人以外の第１７表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄県の区域にお

いて建設業を営む者である。

�　関係人以外の第１８表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に

会社分割により，「分割の状況」欄記載のとおり，第１９表記載の事業者に対し，

建設業に関する営業を承継させており，以後，建設業を営んでいない。

�　関係人以外の第２０表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に

建設業を廃業している。

�　関係人以外の第２１表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を
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２
号

１
号所　　在　　地代　表　者名　　　称

○沖縄県宜野湾市大謝名三丁目１０番８号桃原　邦子有限会社桃原建設

○沖縄県浦添市安波茶一丁目２４番１号渡慶次真二株式会社沖伸建設

○沖縄県糸満市字兼城１３５番地山川　　修株式会社山幸組

○沖縄県名護市宮里六丁目７番１０－１号新垣　善勝株式会社アラカキ建設

○沖縄県宜野湾市大山六丁目２８番５号仲吉　　靖有限会社沖産

○沖縄県中頭郡読谷村字古堅７１番地の４照屋　秀夫株式会社沖秀建設

○沖縄県宮古島市平良字下里９６６番地上地　勝雄勝建設株式会社

○那覇市字松川４４５番地２喜納　清丈株式会社喜納工務店

○沖縄県石垣市新栄町２５番地の１３砂川　盛良砂盛建設株式会社

○沖縄県国頭郡本部町字東４６７番地の９島袋　一郎有限会社全勝組

○沖縄県中頭郡嘉手納町字水釜３６２番地の１１大城　次男大永建設工業株式会社

○沖縄県糸満市字真栄里３７６番地の１玉城　�彦株式会社玉城組

○那覇市壺川一丁目１２番地８玉城　文一環ハウス株式会社

○沖縄県豊見城市字与根８９番地５赤嶺　武男株式会社東洋土木工業

○沖縄県うるま市石川東恩納６５２番地の５仲地　�男有限会社仲地建設

○○沖縄県沖縄市美里六丁目５番１号仲本　　豊株式会社仲本工業

○沖縄県名護市東江四丁目７番７号仲宗根孝浩株式会社名護建設

○沖縄県沖縄市南桃原四丁目１０番１５号浜元　盛一有限会社浜元組

○沖縄県宜野湾市真栄原一丁目９番２０号仲地　政和前田建設株式会社

○沖縄県うるま市石川一丁目５２番３１号松田　久則合資会社松田工務店

○沖縄県うるま市石川赤崎一丁目５番１２号伊波　興正株式会社丸善組

○沖縄県うるま市与那城饒辺１９２番地の３幸地　　優琉幸建設株式会社

○沖縄県浦添市勢理客四丁目２０番１号森　　　敬株式会社りゅうせき建設



置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄県の区域にお

いて建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に合併したこと

により消滅している。

�　関係人以外の第２２表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日以

降，「事由」欄記載の事由により事業活動の全部を取りやめている。

�　関係人以外の第２３表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄県の区域にお

いて建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日ころ以降，事

実上事業活動の全部を取りやめている。

��　沖縄県は，土木一式工事（地方公営企業管理者が契約者となるものを含む。

以下同じ。）の大部分を一般競争入札，公募型指名競争入札，公示型指名競

争入札又は指名競争入札（以下�において「競争入札」という。）の方法に

より発注していた。

　このうち，一般競争入札については，沖縄県が競争入札参加の資格要件を

満たす者として登録している事業者（以下「有資格者」という。）を構成員

とする特定建設工事共同企業体を対象に，公告により所定の資格要件を付し

て入札の参加希望者を募り，当該資格要件を満たすことを確認した上で当該

入札の参加者とし，その者に対して当該確認の結果を通知していた。

　公募型指名競争入札及び公示型指名競争入札については，有資格者を構成

員とする特定建設工事共同企業体を対象に，入札ごとに公表することにより

所定の資格要件を付して入札の参加希望者を公募し，当該資格要件を満たす

入札の参加希望者の中から当該入札の参加者を指名していた。

　指名競争入札については，有資格者及び有資格者を構成員とする経常建設

共同企業体の中から当該入札の参加者を指名していた。

�　沖縄県は，競争入札の方法により発注する土木一式工事について，平成１４

年１月から一部を除き設計金額を事前に公表し，平成１６年４月（教育委員会

が契約に関する事務を行う工事にあっては，同年５月）から設計金額に代え

て予定価格を事前に公表していた。

�　沖縄県は，自らが発注する土木一式工事の競争入札に参加を希望する有資

格者のうち沖縄県の区域に主たる営業所を有する者をその事業規模等により

特Ａ，Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤのいずれかの等級に格付しており，当該格付を２年

ごとに見直している。

�　沖縄県は，自らが発注する土木一式工事について，その工事の設計金額に

よって特Ａ，Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤのいずれかの等級に区分し，その発注に当たっ

ては，原則として，前記区分に対応する等級に格付している者を競争入札の

参加者としている。

�　１００社，第１７表記載の事業者，第１８表記載の事業者，第２０表記載の事業者，

第２１表記載の事業者，第２２表記載の事業者及び第２３表記載の事業者の１０９社（以
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下「１０９社」という。）は，遅くとも平成１４年４月１日以降（第２４表記載の事業

者にあっては，それぞれ，「期間」欄記載の期間），いずれも，沖縄県から土木

一式工事について特Ａの等級に格付されていた。

ｂ�　沖縄県が発注する土木一式工事については，かねてから，入札参加者間で受

注に関する調整が行われてきたところ，１０９社は，遅くとも平成１４年４月１日

（第２５表記載の事業者にあっては，それぞれ，「期日」欄記載の年月日ころ）

以降，第１５表�記載の工事（以下「沖縄県発注の特定土木工事」という。）に

ついて，受注価格の低落防止及び受注機会の均等化を図るため

�　沖縄県から競争入札の参加に係る通知又は指名を受けた者又は特定建設工

事共同企業体の代表者は，沖縄県浦添市所在の沖縄県建設会館等の会議室に

おいて「研究会」等と称する会合（以下「研究会」という。）を開催して，

当該工事について受注を希望する者又は特定建設工事共同企業体（以下「受

注希望者」という。）は，自己以外の入札参加者に対してその旨表明し

�� 　受注希望者が１名のときは，当該受注希望者を当該工事を受注すべき者

又は特定建設工事共同企業体（以下「受注予定者」という。）とする

�� 　受注希望者が複数のときは，工事場所，受注の状況，過去に受注した工

事との継続性等の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定

者を決定する

�� 　前記�� の話合いにより受注予定者を決定できないときは，調停（受注希

望者以外の入札参加者による多数決等の方法をいう。以下同じ。）により受

注予定者を決定する

��� 　設計金額又は予定価格が事前に公表される物件のうち研究会において入

札参加者間で設計金額又は予定価格に近似した価格を入札参加者の入札価

格の基準となる価格（以下「基準価格」という。）として定める場合にあっ

ては，受注予定者（特定建設工事共同企業体が受注予定者となったときに

あってはその代表者）は当該基準価格を下回るように受注すべき価格を定

め，受注予定者以外の者は当該基準価格以上の価格で入札することにより

�� 　基準価格を定めない場合又は設計金額若しくは予定価格が事前に公表さ

れない場合にあっては，受注予定者（特定建設工事共同企業体が受注予定

者となったときにあってはその代表者）は受注すべき価格を定め，受注予

定者以外の者は受注予定者が受注すべき価格を上回る価格で入札すること

により

受注予定者がその定めた価格で受注できるように協力する

�　受注予定者を決定したにもかかわらず受注予定者以外の者が受注予定者の

定めた価格より低い価格で入札することにより受注した場合又は受注希望者

が調停により受注予定者を決定することを拒否した場合には，「ペナル

ティー」と称して，その者が研究会において受注希望を表明することを一定

期間禁止し，当該期間，受注予定者となることができないようにする

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしてい

た。
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�　１０９社は，前記�の合意の下で

�　沖縄県を北部地区，中部地区，浦添・西原地区，那覇地区，南部地区及び

先島地区の６地区に分け，事業者ごとに所属する地区を定める

�　各社の土木一式工事に関する営業担当者の中から，「代表世話役」等と称す

る者を選任するとともに，前記�の地区ごとに「世話役」等と称する者を選

任し，「全体会議」等と称する会合において，これらの者の紹介などを行う

�　「代表世話役」等と称する者及び「世話役」等と称する者らは，研究会に

おける受注予定者を決定するための話合いにおいて，司会進行役を務める

などしていた。

ｃ　１０９社は，前記ｂにより，沖縄県発注の特定土木工事の大部分を受注していた。

ｄ�　第１７表記載の事業者及び第２２表中�記載の事業者は平成１５年４月１日以降，

第２０表中�記載の事業者及び第２６表記載の事業者は平成１７年４月１日以降，沖

縄県から土木一式工事について特Ａの等級からＡの等級に格付が変更されたこ

とにより，沖縄県発注の特定土木工事の入札に参加していないため，前記ｂ�

の合意に基づき受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為

を行っていない。

�　平成１７年６月７日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基

づき審査を開始したところ，１００社及び第２３表記載の事業者から第２６表記載の

事業者を除いた９３社は，前記ｂ�の合意に基づき受注予定者を決定し，受注予

定者が受注できるようにする行為を取りやめた。

�　建築一式工事関係（平成１８年（措）第２号）

ａ��　関係人１０３社（以下「１０３社」という。）のうち，第２８表記載の事業者は，

それぞれ，「合併等の状況」欄記載のとおり，合併，商号変更又は組織変更

を行ったものである。

�　関係人以外の第２９表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄県の区域にお

いて建設業を営む者である。

�　関係人以外の第３０表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に

会社分割又は営業譲渡により，「分割等の状況」欄記載のとおり，第３１表記

載の事業者に対し，建設業に関する営業を承継させており，以後，建設業を

営んでいない。

�　関係人以外の第３２表記載の事業者は，「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄県の区域にお

いて建設業を営んでいた者であるが，建設業法の規定に基づく許可の更新を

受けなかったことにより，「期日」欄記載の年月日以降，建設業を営んでい

ない。

�　関係人以外の第３３表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄
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県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に

建設業を廃業している。

�　関係人以外の第３４表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日に

合併したことにより消滅している。

�　関係人以外の第３５表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日以

降，「事由」欄記載の事由により事業活動の全部を取りやめている。

�　関係人以外の第３６表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載

の地に本店を置き，建設業法の規定に基づき沖縄県知事の許可を受け，沖縄

県の区域において建設業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月日こ

ろ以降，事実上事業活動の全部を取りやめている。

��　沖縄県は，建築一式工事（地方公営企業管理者が契約者となるものを含む。

以下同じ。）の大部分を一般競争入札，公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注していた。

　このうち，一般競争入札については，沖縄県が競争入札参加の資格要件を

満たす者として登録している事業者（以下「有資格者」という。）を構成員

とする特定建設工事共同企業体を対象に，公告により所定の資格要件を付し

て入札の参加希望者を募り，当該資格要件を満たすことを確認した上で当該

入札の参加者とし，その者に対して当該確認の結果を通知していた。

　公募型指名競争入札については，有資格者を構成員とする特定建設工事共

同企業体を対象に，入札ごとに公表することにより所定の資格要件を付して

入札の参加希望者を公募し，当該資格要件を満たす入札の参加希望者の中か

ら当該入札の参加者を指名していた。

　指名競争入札については，有資格者及び有資格者を構成員とする経常建設

共同企業体の中から当該入札の参加者を指名していた。

　なお，沖縄県は，予定価格の制限の範囲内の価格の入札が無いため当該入

札を不調とし，随意契約により契約の相手方を決定する場合には，当該入札

において最低の価格で入札した入札参加者とその次に低い価格で入札した入

札参加者の２名から改めて見積書を徴して，２名のうち低い見積金額を提示

した入札参加者と契約していた。

�　沖縄県は，競争入札の方法により発注する建築一式工事について，平成１４

年１月から一部を除き設計金額を事前に公表し，平成１６年４月（教育委員会

が契約に関する事務を行う工事にあっては，同年５月）から設計金額に代え

て予定価格を事前に公表していた。

�　沖縄県は，自らが発注する建築一式工事の競争入札に参加を希望する有資

格者のうち沖縄県の区域に主たる営業所を有する者をその事業規模等により

特Ａ，Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤのいずれかの等級に格付しており，当該格付を２年
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ごとに見直している。

�　沖縄県は，自らが発注する建築一式工事について，その工事の設計金額に

よって特Ａ，Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤのいずれかの等級に区分し，その発注に当たっ

ては，原則として，前記区分に対応する等級に格付している者を競争入札の

参加者としている。

�　１０３社，第２９表記載の事業者，第３０表記載の事業者，第３２表記載の事業者，

第３３表記載の事業者，第３４表記載の事業者，第３５表記載の事業者及び第３６表記

載の事業者の１１７社（以下「１１７社」という。）は，遅くとも平成１４年４月１日

以降（第３７表記載の事業者にあっては，それぞれ，「期間」欄記載の期間），い

ずれも，沖縄県から建築一式工事について特Ａの等級に格付されていた。

ｂ�　沖縄県が発注する建築一式工事については，かねてから，入札参加者間で受

注に関する調整が行われてきたところ，１１７社は，遅くとも平成１４年４月１日

（第３８表記載の事業者にあっては，それぞれ，「期日」欄記載の年月日ころ）

以降，第１５表�記載の工事（以下「沖縄県発注の特定建築工事」という。）に

ついて，受注価格の低落防止及び受注機会の均等化を図るため

�　沖縄県から競争入札の参加に係る通知又は指名を受けた者又は特定建設工

事共同企業体の代表者は，沖縄県浦添市所在の沖縄県建設会館等の会議室に

おいて「研究会」等と称する会合（以下「研究会」という。）を開催するな

どして，当該工事について受注を希望する者又は特定建設工事共同企業体

（以下「受注希望者」という。）は，自己以外の入札参加者に対してその旨

表明し

�� 　受注希望者が１名のときは，当該受注希望者を当該工事を受注すべき者

又は特定建設工事共同企業体（以下「受注予定者」という。）とする

�� 　受注希望者が複数のときは，工事場所，受注の状況等の事情を勘案して，

受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する

�� 　前記�� の話合いにより受注予定者を決定できないときは，調停（受注希

望者以外の入札参加者による多数決等の方法をいう。以下同じ。）により受

注予定者を決定する

��� 　設計金額又は予定価格が事前に公表される物件のうち研究会において入

札参加者間で設計金額又は予定価格に近似した価格を入札参加者の入札価

格の基準となる価格（以下「基準価格」という。）として定める場合にあっ

ては，受注予定者（特定建設工事共同企業体が受注予定者となったときに

あってはその代表者）は当該基準価格を下回るように受注すべき価格を定

め，受注予定者以外の者は当該基準価格以上の価格で入札することにより

�� 　基準価格を定めない場合又は設計金額若しくは予定価格が事前に公表さ

れない場合にあっては，受注予定者（特定建設工事共同企業体が受注予定

者となったときにあってはその代表者）は受注すべき価格を定め，受注予

定者以外の者は受注予定者が受注すべき価格を上回る価格で入札すること

により

受注予定者がその定めた価格で受注できるように協力する
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�　受注予定者を決定したにもかかわらず受注予定者以外の者が受注予定者の

定めた価格より低い価格で入札することにより受注した場合又は受注希望者

が調停により受注予定者を決定することを拒否した場合には，「ペナル

ティー」と称して，その者が研究会において受注希望を表明することを一定

期間禁止し，当該期間，受注予定者となることができないようにする

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしてい

た。

�　１１７社は，前記�の合意の下で

�　沖縄県を北部地区，中部地区，浦添・西原地区，那覇地区，南部地区及び

先島地区の６地区に分け，事業者ごとに所属する地区を定める

�　各社の建築一式工事に関する営業担当者の中から，前記�の地区ごとに

「代表世話役」等と称する者及び「世話役」等と称する者を選任し，「全体

会議」等と称する会合において，これらの者の紹介などを行う

�　「代表世話役」等と称する者及び「世話役」等と称する者らは，研究会に

おける受注予定者を決定するための話合いにおいて，司会進行役を務める

などしていた。

ｃ　１１７社は，前記ｂにより，沖縄県発注の特定建築工事のほとんどすべてを受注し

ていた。

ｄ�　第２９表記載の事業者，第３２表記載の事業者，第３３表中�記載の事業者及び第

３５表中�記載の事業者は平成１５年４月１日以降，第３９表記載の事業者は平成１７

年４月１日以降，沖縄県から建築一式工事について特Ａの等級からＡの等級に

格付が変更されたことにより，沖縄県発注の特定建築工事の入札に参加してい

ないため，前記ｂ�の合意に基づき受注予定者を決定し，受注予定者が受注で

きるようにする行為を行っていない。

�　第４０表中�記載の事業者は平成１７年４月１日以降，第４０表中�記載の事業者

は平成１７年４月１日から同年７月２５日までの間，沖縄県の建設工事入札参加資

格審査の申請を行わなかったことにより，沖縄県発注の特定建築工事の入札に

参加していないため，前記ｂ�の合意に基づき受注予定者を決定し，受注予定

者が受注できるようにする行為を行っていない。

�　平成１７年６月７日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基

づき審査を開始したところ，１０３社，第３３表中�記載の事業者及び第３６表中�記

載の事業者から第３９表記載の事業者及び第４０表記載の事業者を除いた１０１社は，

前記ｂ�の合意に基づき受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるように

する行為を取りやめた。

ウ　排 除 措 置

�　土木一式工事関係（平成１８年（措）第１号）

　１００社に対し，次のとおり命令した。

ａ　沖縄県発注の特定土木工事について，遅くとも平成１４年４月１日（第２５表記載

の事業者にあっては，それぞれ，遅くとも「期日」欄記載の年月日ころ）以降

行っていた，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取
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りやめている旨を確認しなければならない。この場合において，第２７表記載の９０

社は，取締役会の決議によりその旨を確認しなければならない。

ｂ　それぞれ，次の事項を，自社を除く９９社及び沖縄県に通知し，かつ，自社の従

業員に周知徹底しなければならない。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，沖縄県発注の特定土木工事について，受注予定者を決定せ

ず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において，又は他の事業者と共同して，沖縄県が競

争入札の方法により発注する土木一式工事（地方公営企業管理者が契約者となる

ものを含む。）について，受注予定者を決定してはならない。

ｄ　前記ｃの旨を確認しなければならない。この場合において，第２７表記載の９０社

は，取締役会の決議によりその旨を確認しなければならない。

�　建築一式工事関係（平成１８年（措）第２号）

　１０３社に対し，次のとおり命令した。

ａ　沖縄県発注の特定建築工事について，遅くとも平成１４年４月１日（第３８表記載

の事業者にあっては，それぞれ，遅くとも「期日」欄記載の年月日ころ）以降

行っていた，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取

りやめている旨を確認しなければならない。この場合において，第４１表記載の８７

社は，取締役会の決議によりその旨を確認しなければならない。

ｂ　それぞれ，次の事項を，自社を除く１０２社及び沖縄県に通知し，かつ，自社の

従業員に周知徹底しなければならない。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，沖縄県発注の特定建築工事について，受注予定者を決定せ

ず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　今後，それぞれ，相互の間において，又は他の事業者と共同して，沖縄県が競

争入札の方法により発注する建築一式工事（地方公営企業管理者が契約者となる

ものを含む。）について，受注予定者を決定してはならない。

ｄ　前記ｃの旨を確認しなければならない。この場合において，第４１表記載の８７社

は，取締役会の決議によりその旨を確認しなければならない。
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第１５表　 

第１６表　関係人中，合併等を行った事業者 

第１７表　関係人以外の者で，特Ａの等級からＡの等級に格付が変更されたことにより，

沖縄県発注の特定土木工事の入札に参加しなくなった事業者 

第１８表　関係人以外の者で，会社分割により建設業に関する営業を承継させた事業者 
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　沖縄県が，特Ａの等級に区分し，一般競争入札，公募型指名競争入札，公示型指名競争

入札又は指名競争入札の方法により発注する土木一式工事であって，沖縄県の等級格付を

受けている者（これらの者のみを構成員とする次に掲げる共同企業体を含む。）のみを入

札参加者とするもの（地方公営企業管理者が契約者となるものを含む。）

�

　沖縄県が，特Ａの等級に区分し，一般競争入札，公募型指名競争入札又は指名競争入札

（予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないため当該入札を不調とし，随意契約により

契約の相手方を決定する場合を含む。）の方法により発注する建築一式工事であって，沖縄

県の等級格付を受けている者（これらの者のみを構成員とする次に掲げる共同企業体を含

む。）のみを入札参加者とするもの（地方公営企業管理者が契約者となるものを含む。）

�

　沖縄県が競争入札参加の資格要件を満たす者として登録している事業者を構成員とする

共同企業体であって，特定の工事の施工を目的として結成され，当該工事の完了，引渡し

により解散するものをいう。

特定建設工事
共同企業体

　沖縄県が競争入札参加の資格要件を満たす者として登録している事業者を構成員とする

共同企業体であって，継続的な協業関係を確保することを目的として，同一等級又は直近

等級に属する者の組合せにより結成されたものをいう。

経常建設
共同企業体

合　併　等　の　状　況事　業　者

平成１５年８月１日付けで合資会社仲程土建を吸収合併したものである。仲程土建株式会社

有限会社丸政工務店が平成１６年２月２３日付けで組織変更したものである。株式会社丸政工務店

合資会社上原興業が平成１７年１０月１日付けで商号変更したものである。合資会社ゆい開発

株式会社北部道路が平成１７年１２月１日付けで商号変更したものである。株式会社北道建設

興建産業株式会社が平成１７年７月１日付けで商号変更したものである。株式会社朋来建設

有限会社翔和建設が平成１５年７月２３日付けで組織変更したものである。株式会社翔和建設

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１５年４月１日沖縄県国頭郡大宜味村字喜如嘉１１１７番地の１株式会社丸孝組

（平成１８年３月２９日現在）

分割の状況期　　日本店の所在地事　業　者

　旧株式会社大城組が，平成１５年１０月１日

付けで会社分割により設立した新株式会社

大城組に対し，同日付けで建設業に関する

営業を承継させ，同日付けで株式会社オー

エスジーに商号変更したものである。

平成１５年１０月１日
沖縄県浦添市勢理客四丁目

１８番５号

株式会社

オーエスジー

　旧株式会社仲本工業が，平成１６年１１月１

日付けで会社分割により設立した新株式会

社仲本工業に対し，同日付けで建設業に関

する営業を承継させ，同日付けで株式会社

仲本興産に商号変更したものである。

平成１６年１１月１日
沖縄県沖縄市美里六丁目

５番１号

株式会社

仲本興産

（平成１８年３月２９日現在）



第１９表　関係人中，関係人以外の者から会社分割により建設業に関する営業を承継した

事業者 

第２０表　関係人以外の者で，建設業を廃業した事業者 

�

�

第２１表　関係人以外の者で，合併により消滅した事業者 

第２２表　関係人以外の者で，事業活動の全部を取りやめている事業者 

�

�

第２３表　関係人以外の者で，事実上事業活動の全部を取りやめている事業者 
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備　　　　考事　業　者

　旧株式会社大城組が平成１５年１０月１日付けで会社分割により設立したもの

である。
株式会社大城組

　旧株式会社仲本工業が平成１６年１１月１日付けで会社分割により設立したも

のである。
株式会社仲本工業

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１８年２月２日沖縄県浦添市内間二丁目６番１６号株式会社イソ土建

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１４年５月３１日那覇市松尾一丁目１９番２５号株式会社丸平組

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１５年８月１日沖縄県国頭郡宜野座村字惣慶１７７１番地の９合資会社仲程土建

事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１５年９月３０日付けで解散の決

議を行った。
平成１５年９月３０日

沖縄県浦添市西原一丁目

１１番８号
和合建設株式会社

（平成１８年３月２９日現在）

事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１６年９月２１日付けで那覇地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年９月２１日

沖縄県浦添市港川一丁目

３０番１号
上榮建設株式会社

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１７年１０月１７日沖縄県沖縄市字美里７７８番地与勝建設株式会社

（平成１８年３月２９日現在）



第２４表　合意に中途参加した事業者，沖縄県発注の特定土木工事の入札に参加しなく

なった事業者，建設業に関する営業を承継させたことにより以後建設業を営ん

でいない事業者，建設業に関する営業を承継した事業者，建設業を廃業した事

業者，合併により消滅した事業者及び事業活動の全部を取りやめている事業者

が特Ａの等級に格付されていた期間 
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期　　　　　　　間事　　業　　者

平成１５年８月１日以降仲程土建株式会社

平成１５年４月１日以降株式会社丸憲

平成１５年１０月１日以降株式会社大城組

平成１５年４月１日以降株式会社南海土木

平成１５年４月１日以降株式会社富士土建

平成１５年４月１日以降有限会社北勝建設

平成１５年４月１日以降株式会社沖伸建設

平成１５年４月１日以降株式会社沖創建設

平成１５年４月１日から平成１７年３月３１日まで勝建設株式会社

平成１５年４月１日以降株式会社東洋土木工業

平成１６年１１月１日以降株式会社仲本工業

平成１７年４月１日以降株式会社名護建設

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで株式会社丸孝組

平成１４年４月１日以前から平成１５年９月３０日まで株式会社オーエスジー

平成１４年４月１日以前から平成１６年１０月３１日まで株式会社仲本興産

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社イソ土建

平成１４年４月１日以前から平成１４年５月３０日まで株式会社丸平組

平成１４年４月１日以前から平成１５年７月３１日まで合資会社仲程土建

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで和合建設株式会社

平成１４年４月１日以前から平成１６年９月２０日まで上榮建設株式会社

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで西里建設株式会社

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで合資会社ゆい開発

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社京和土建

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社諸建設

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで有限会社三油土木

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで美善株式会社

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社朋来建設

（平成１８年３月２９日現在）



第２５表　関係人中，合意に中途参加した事業者 

第２６表　関係人中，特Ａの等級からＡの等級に格付が変更されたことにより，沖縄県発

注の特定土木工事の入札に参加しなくなった事業者 

第２７表　関係人中，排除措置について取締役会の決議により確認する必要のある者 
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期　　日事　業　者

平成１５年８月１日仲程土建株式会社

平成１５年６月２４日株式会社丸憲

平成１５年１０月１日株式会社大城組

平成１５年６月１６日株式会社南海土木

平成１５年５月２２日株式会社富士土建

平成１５年５月２２日有限会社北勝建設

平成１５年６月１０日株式会社沖伸建設

平成１５年７月１５日株式会社沖創建設

平成１５年８月２１日勝建設株式会社

平成１５年６月２５日株式会社東洋土木工業

平成１６年１１月１日株式会社仲本工業

平成１７年５月２５日株式会社名護建設

期　　日事　業　者

平成１７年４月１日西里建設株式会社

平成１７年４月１日合資会社ゆい開発

平成１７年４月１日株式会社京和土建

平成１７年４月１日株式会社諸建設

平成１７年４月１日有限会社三油土木

平成１７年４月１日美善株式会社

平成１７年４月１日株式会社朋来建設

平成１７年４月１日勝建設株式会社

代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

國場　幸一株式会社國場組那覇市久茂地三丁目２１番１号

前田　雅康株式会社屋部土建沖縄県名護市港二丁目６番５号

仲程　　實仲程土建株式会社沖縄県国頭郡宜野座村字惣慶１７７１番地の９

座間味榮仁株式会社渡嘉敷組沖縄県名護市大東三丁目２１番６号

下地　米蔵株式会社大米建設那覇市港町三丁目６番１１号

下地　義治共和産業株式会社那覇市前島一丁目９番７号

多和田真秀株式会社高橋土建那覇市前島三丁目１３番１１号

上原　惠子株式会社丸政工務店沖縄県国頭郡金武町字金武７９０５番地の１

糸数憲一郎株式会社丸元建設那覇市字古波蔵３３９番地の１

浦崎　哲男株式会社南海建設沖縄県浦添市牧港五丁目６番３号

砂川　廣海西里建設株式会社沖縄県石垣市字平得１２７番地の２

大�　　均株式会社大寛組那覇市東町１６番９号

比嘉　憲勝株式会社丸憲那覇市泉崎一丁目１６番５号

名嘉　　謙株式会社太名嘉組沖縄県浦添市大平二丁目１番１号

知念　敏治丸尾建設株式会社那覇市泉崎一丁目１１番１号

喜屋武國男株式会社武国建設沖縄県名護市字親川１０５番地の１
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代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

上原　浩吉株式会社日栄土木沖縄県中頭郡北谷町字宮城１番地の５１６

比嘉　森廣南洋土建株式会社那覇市与儀一丁目５番２号

友寄　隆文株式会社恵友建設那覇市字上間３４４番地１（グレイスハイムうえま２０１）

小波津　進三善建設株式会社沖縄県中頭郡西原町字嘉手苅７６番地の８

渡久地弘二株式会社渡久地組沖縄県国頭郡本部町字渡久地１２５番地の１

仲泊　栄次株式会社東開発沖縄県名護市字為又８７番地

長嶺　麗子株式会社神元組沖縄県名護市字宇茂佐１４６０番地２

寄川　一博協栄海事土木株式会社沖縄県島尻郡与那原町字上与那原５０３番地

古波蔵　實株式会社古波蔵組那覇市泉崎一丁目２２番１２号

上原　　進株式会社豊神建設那覇市泉崎一丁目５番１号

大城　　隆大永建設株式会社沖縄県浦添市牧港一丁目６２番１９号

伊差川則雄株式会社北道建設沖縄県名護市字為又１２１９番地９３

江洲　順吉株式会社吉永組那覇市港町二丁目２番１号

徳元　直光光建設株式会社沖縄県糸満市西崎町五丁目６番地８

小橋川　薫株式会社小橋川技建沖縄県沖縄市高原三丁目１４番５１号

渡久地保雄株式会社球建設沖縄県宜野湾市真栄原一丁目２１番１号

與儀　實哲株式会社与儀組那覇市前島一丁目１８番６号

國場　幸博國幸興發株式会社那覇市泉崎一丁目１６番１８号

當山　宗仁株式会社沖電工那覇市壺川二丁目１１番地１１

太田　美範太田建設株式会社沖縄県沖縄市比屋根四丁目２９番１号

比嘉　康夫光南建設株式会社沖縄県宜野湾市宜野湾三丁目２番１６号

大城　　�株式会社ぐすく建設那覇市字仲井真２９５番地２

大湾　盛淳株式会社丸政土建沖縄県中頭郡西原町字小那覇６３９番地

松尾　良夫株式会社琉輝建設沖縄県浦添市城間四丁目３４番７号

赤嶺　武信株式会社赤嶺組沖縄県豊見城市字豊崎１番地６８０

花城　一郎株式会社大城組沖縄県浦添市勢理客四丁目１８番５号

佐平八十男株式会社佐平建設那覇市西一丁目２０番１９号

大石根幸徳株式会社丸石建設沖縄県うるま市みどり町四丁目１番１０号

内間　　明株式会社内間土建沖縄県浦添市伊祖二丁目５番２号

金城　和良株式会社西崎興業沖縄県糸満市西崎一丁目１１番５号

翁長　　淳旭建設株式会社沖縄県中頭郡北谷町字浜川４８番地

當山　清哲株式会社當山組沖縄県沖縄市明道一丁目１０番２号

手登根　明株式会社富士建設沖縄県宜野湾市志真志四丁目２番２号

大城　　榮株式会社大栄組沖縄県浦添市勢理客四丁目１６番９号

大嶺　　健株式会社沖縄工設沖縄県浦添市字経塚６３３番地

唐真　和男株式会社唐真組那覇市天久一丁目２７番２６号

座波　博史座波建設株式会社沖縄県浦添市字城間３０１９番地

宮城　久雄琉球開発株式会社那覇市字識名１１９５番地１

徳本　待男株式会社南海土木沖縄県石垣市新栄町７５番地の１０

比嘉　啓文牧港建設株式会社沖縄県浦添市伊祖一丁目２１番２－２０１号

比嘉　俊雄株式会社比嘉組沖縄県沖縄市泡瀬三丁目２１番１０号

東江　　優株式会社東江建設沖縄県浦添市内間一丁目１０番７号

東恩納　敏株式会社東恩納組那覇市字古波蔵７５番地

金城　孝基株式会社総合土木沖縄県糸満市字糸満１９６１番地の１９

譜久里榮孝株式会社譜久里組那覇市字安謝６２０番地の１７３

屋宜　宣光株式会社南成建設沖縄県糸満市西崎一丁目１３番１６号



第２８表　関係人中，合併等を行った事業者 
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代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

赤嶺　敬介株式会社京和土建那覇市字識名２９０番地２１

照屋　正茂株式会社照屋土建沖縄県糸満市西崎町五丁目１４番地７

黒島　正夫先嶋建設株式会社那覇市松山一丁目３５番２号

諸見里安弘株式会社諸建設沖縄県沖縄市松本三丁目１番２２号

喜屋武隆仁株式会社喜屋武建設沖縄県浦添市仲間一丁目２番１０号

安里　邦夫株式会社沖永開発沖縄県浦添市牧港一丁目６２番１９号

仲宗根　正株式会社基土木沖縄県沖縄市字古謝１１１３番地

津堅門大己平安座総合開発株式会社沖縄県うるま市与那城平安座８２９０番地

兼島　光夫兼光建設株式会社沖縄県沖縄市字桃原３４０番地

小波津英正株式会社小波津組那覇市港町二丁目１番６号

呉屋　　明株式会社呉屋組沖縄県糸満市西崎町五丁目１０番地の１２

友寄　隆則株式会社富士土建沖縄県国頭郡本部町字大浜８７８番地の１５

伊�　弘友美善株式会社沖縄県中頭郡西原町字我謝１４２番地

糸数　行雄金秀建設株式会社那覇市旭町１１２番地１

上門　信孝上門工業株式会社沖縄県沖縄市字池原５６７番地

高良　正弘株式会社朋来建設那覇市おもろまち二丁目５番３７号

瀬底　清進株式会社瀬底土建沖縄県豊見城市字我那覇２２９番地

照屋　義実株式会社照正組那覇市字国場１１７０番地の６

新里　英正株式会社鏡原組那覇市鏡原町２７番１号

上間　宗吉株式会社翔和建設沖縄県宜野湾市我如古四丁目９番２１号

川平　得夫株式会社川平建設那覇市辻二丁目７番１７号

宮良　安則八重山興業株式会社那覇市おもろまち二丁目６番１１号

渡慶次真二株式会社沖伸建設沖縄県浦添市安波茶一丁目２４番１号

横田　恵文株式会社沖創建設那覇市字銘苅１８０番地１

上地　勝雄勝建設株式会社沖縄県宮古島市平良字下里９６６番地

赤嶺　武男株式会社東洋土木工業沖縄県豊見城市字与根８９番地５

仲本　　豊株式会社仲本工業沖縄県沖縄市美里六丁目５番１号

仲宗根孝浩株式会社名護建設沖縄県名護市東江四丁目７番７号

合　併　等　の　状　況事　業　者

合資会社上原興業が平成１７年１０月１日付けで商号変更したものである。合資会社ゆい開発

興建産業株式会社が平成１７年７月１日付けで商号変更したものである。株式会社朋来建設

株式会社朝勇組が平成１６年８月２０日付けで商号変更したものである。株式会社尚輪興建

株式会社三成開発工業が平成１４年８月２日付けで合資会社明成建設を吸収合

併し，商号変更したものである。
株式会社明成建設

株式会社陽明建設が平成１４年１１月１日付けで合資会社喜納工務店を吸収合併

し，商号変更したものである。
株式会社喜納工務店

平成１５年８月１日付けで合資会社仲程土建を吸収合併したものである。仲程土建株式会社

有限会社浜元工務店が平成１６年１０月２５日付けで商号変更したものである。有限会社浜元組

株式会社北部道路が平成１７年１２月１日付けで商号変更したものである。株式会社北道建設

有限会社丸善組が平成１７年４月１日付けで組織変更したものである。株式会社丸善組



第２９表　関係人以外の者で，特Ａの等級からＡの等級に格付が変更されたことにより，

沖縄県発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者 

第３０表　関係人以外の者で，会社分割等により建設業に関する営業を承継させた事業者 

第３１表　関係人中，関係人以外の者から会社分割等により建設業に関する営業を承継し

た事業者 

第３２表　関係人以外の者で，建設業法の規定に基づく許可の更新を受けなかったことに

より建設業を営んでいない事業者 
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期　　日本店の所在地事　業　者

平成１５年４月１日沖縄県中頭郡読谷村字長浜１７５０番地株式会社山中組

（平成１８年３月２９日現在）

分割等の状況期　　日本店の所在地事　業　者

　株式会社金城キク開発が，平成１５年４月

１２日付けで有限会社大西建設から組織変更

した株式会社金城キク建設に対し，平成１５

年５月３１日付けで営業の全部を譲り渡し，

平成１５年８月１８日付けで株式会社まどか不

動産開発に商号変更したものである。

平成１５年５月３１日
沖縄県宜野湾市大山二丁目

３番７号

株式会社まどか

不動産開発

　旧株式会社大城組が，平成１５年１０月１日

付けで会社分割により設立した新株式会社

大城組に対し，同日付けで建設業に関する

営業を承継させ，同日付けで株式会社オー

エスジーに商号変更したものである。

平成１５年１０月１日
沖縄県浦添市勢理客四丁目

１８番５号

株式会社

オーエスジー

　旧株式会社仲本工業が，平成１６年１１月１

日付けで会社分割により設立した新株式会

社仲本工業に対し，同日付けで建設業に関

する営業を承継させ，同日付けで株式会社

仲本興産に商号変更したものである。

平成１６年１１月１日
沖縄県沖縄市美里六丁目

５番１号

株式会社

仲本興産

（平成１８年３月２９日現在）

備　　　　考事　業　者

　有限会社大西建設が平成１５年４月１２日付けで組織変更したものである。株式会社金城キク建設

　旧株式会社大城組が平成１５年１０月１日付けで会社分割により設立したもの

である。
株式会社大城組

　旧株式会社仲本工業が平成１６年１１月１日付けで会社分割により設立したも

のである。
株式会社仲本工業

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１７年５月２０日那覇市字上間５６３番地株式会社田端建設

（平成１８年３月２９日現在）



第３３表　関係人以外の者で，建設業を廃業した事業者 

�

�

第３４表　関係人以外の者で，合併により消滅した事業者 

第３５表　関係人以外の者で，事業活動の全部を取りやめている事業者 

�

�

第３６表　関係人以外の者で，事実上事業活動の全部を取りやめている事業者 

�

�
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期　　日本店の所在地事　業　者

平成１８年３月１６日沖縄県沖縄市室川二丁目９番５号株式会社根路銘工務店

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１７年９月８日沖縄県名護市大南一丁目１１番１２号　株式会社阿波根組

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１４年８月２日沖縄県浦添市牧港１丁目６４番１７号合資会社明成建設

平成１４年１１月１日那覇市字松川４４５番地２合資会社喜納工務店

平成１５年８月１日沖縄県国頭郡宜野座村字惣慶１７７１番地の９合資会社仲程土建

事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１５年６月２７日付けで解散の決

議を行い，平成１８年１月３１日付けで

清算が結了した。

平成１５年６月２７日
沖縄県浦添市字牧港

８７２番地１
株式会社旭東建設

事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１６年９月２１日付けで那覇地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年９月２１日

沖縄県浦添市港川一丁目

３０番１号
上榮建設株式会社

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１７年１０月１７日沖縄県沖縄市字美里７７８番地与勝建設株式会社

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１７年４月１日沖縄県浦添市内間二丁目６番２号株式会社与那嶺組

（平成１８年３月２９日現在）



第３７表　合意に中途参加した事業者，沖縄県発注の特定建築工事の入札に参加しなく

なった事業者，建設業に関する営業を承継させたことにより以後建設業を営ん

でいない事業者，建設業に関する営業を承継した事業者，建設業法の規定に基

づく許可の更新を受けなかったことにより建設業を営んでいない事業者，建設

業を廃業した事業者，合併により消滅した事業者，事業活動の全部を取りやめ

ている事業者及び事実上事業活動の全部を取りやめている事業者が特Ａの等級

に格付されていた期間 
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期　　　　　　　間事　　業　　者

平成１５年５月３１日以降株式会社金城キク建設

平成１５年１０月１日以降株式会社大城組

平成１５年４月１日以降株式会社丸吉産業

平成１４年８月２日以降株式会社明成建設

平成１５年４月１日から平成１７年３月３１日まで有限会社桃原建設

平成１５年４月１日以降有限会社沖産

平成１５年４月１日以降株式会社沖秀建設

平成１５年４月１日以降兼光建設株式会社

平成１４年１１月１日以降株式会社喜納工務店

平成１５年４月１日以降砂盛建設株式会社

平成１５年４月１日以降大永建設工業株式会社

平成１５年４月１日以降環ハウス株式会社

平成１５年４月１日以降株式会社唐真組

平成１７年４月１日以降有限会社仲地建設

平成１５年８月１日以降仲程土建株式会社

平成１６年１１月１日以降株式会社仲本工業

平成１５年４月１日以降有限会社浜元組

平成１５年４月１日以降株式会社比嘉組（沖縄県沖縄市所在）

平成１５年４月１日以降平安座総合開発株式会社

平成１５年４月１日以降株式会社北道建設

平成１５年４月１日以降合資会社松田工務店

平成１５年４月１日以降琉幸建設株式会社

平成１７年４月１日以降株式会社りゅうせき建設

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで株式会社山中組

平成１４年４月１日以前から平成１５年５月３０日まで株式会社まどか不動産開発

平成１４年４月１日以前から平成１５年９月３０日まで株式会社オーエスジー

平成１４年４月１日以前から平成１６年１０月３１日まで株式会社仲本興産

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで株式会社田端建設

平成１４年４月１日以前から平成１８年３月１５日まで株式会社根路銘工務店

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで株式会社阿波根組

平成１４年４月１日以前から平成１４年８月１日まで合資会社明成建設

平成１４年４月１日以前から平成１４年１０月３１日まで合資会社喜納工務店

平成１４年４月１日以前から平成１５年７月３１日まで合資会社仲程土建

平成１４年４月１日以前から平成１５年３月３１日まで株式会社旭東建設

平成１４年４月１日以前から平成１６年９月２０日まで上榮建設株式会社

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで合資会社ゆい開発

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社稲福建設



第３８表　関係人中，合意に中途参加した事業者 

第３９表　関係人中，特Ａの等級からＡの等級に格付が変更されたことにより，沖縄県発

注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者 
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期　　　　　　　間事　　業　　者

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで

平成１７年７月２６日以降
株式会社比嘉組（那覇市所在）

平成１４年４月１日以前から平成１７年３月３１日まで株式会社与那嶺組

（平成１８年３月２９日現在）

期　　日事　業　者

平成１５年５月３１日株式会社金城キク建設

平成１５年１０月１日株式会社大城組

平成１５年９月１９日株式会社丸吉産業

平成１４年８月２日株式会社明成建設

平成１５年８月８日有限会社桃原建設

平成１５年８月８日有限会社沖産

平成１５年８月８日株式会社沖秀建設

平成１５年８月８日兼光建設株式会社

平成１４年１１月１日株式会社喜納工務店

平成１５年９月１９日砂盛建設株式会社

平成１５年８月８日大永建設工業株式会社

平成１５年９月１６日環ハウス株式会社

平成１５年９月１９日株式会社唐真組

平成１７年５月２６日有限会社仲地建設

平成１５年８月１日仲程土建株式会社

平成１６年１１月１日株式会社仲本工業

平成１５年８月８日有限会社浜元組

平成１５年８月８日株式会社比嘉組（沖縄県沖縄市所在）

平成１５年８月８日平安座総合開発株式会社

平成１５年９月１９日株式会社北道建設

平成１５年８月８日合資会社松田工務店

平成１５年８月８日琉幸建設株式会社

平成１７年５月２６日株式会社りゅうせき建設

期　　日事　業　者

平成１７年４月１日合資会社ゆい開発

平成１７年４月１日有限会社桃原建設



第４０表　関係人中，沖縄県の建設工事入札参加資格審査の申請を行わなかったことによ

り，沖縄県発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者 

�

�

第４１表　関係人中，排除措置について取締役会の決議により確認する必要のある者 
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期　　　　　　　間事　　業　　者

平成１７年４月１日から平成１７年７月２５日まで株式会社比嘉組（那覇市所在）

期　　日事　業　者

平成１７年４月１日株式会社稲福建設

代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

下地　米蔵株式会社大米建設那覇市港町三丁目６番１１号

糸数　行雄金秀建設株式会社那覇市旭町１１２番地１

國場　幸一株式会社國場組那覇市久茂地三丁目２１番１号

上門　信孝上門工業株式会社沖縄県沖縄市字池原５６７番地

町田　宗安株式会社町田組沖縄県沖縄市南桃原二丁目１８番５号

野里　榮進株式会社野里組那覇市字大道７８番地の２２

野原　勝己株式会社野原建設那覇市長田二丁目１０番３２号

東江　　優株式会社東江建設沖縄県浦添市内間一丁目１０番７号

横田　恵文株式会社沖創建設那覇市字銘苅１８０番地１

比嘉　康夫光南建設株式会社沖縄県宜野湾市宜野湾三丁目２番１６号

屋富祖秀光株式会社屋島組那覇市久米二丁目１１番１３号

手登根　明株式会社富士建設沖縄県宜野湾市志真志四丁目２番２号

島袋　信彦株式会社信吉組那覇市字上間２６０番地１

呉屋　　明株式会社呉屋組沖縄県糸満市西崎町五丁目１０番地の１２

下地　義治共和産業株式会社那覇市前島一丁目９番７号

比嘉　森廣南洋土建株式会社那覇市与儀一丁目５番２号

名嘉　　謙株式会社太名嘉組沖縄県浦添市大平二丁目１番１号

外間　章弘株式会社金城キク建設那覇市牧志二丁目１１番２５号

糸数憲一郎株式会社丸元建設那覇市字古波蔵３３９番地の１

徳元　直光光建設株式会社沖縄県糸満市西崎町五丁目６番地８

黒島　正夫先嶋建設株式会社那覇市松山一丁目３５番２号

座間味榮仁株式会社渡嘉敷組沖縄県名護市大東三丁目２１番６号

多和田真秀株式会社高橋土建那覇市前島三丁目１３番１１号

前田　雅康株式会社屋部土建沖縄県名護市港二丁目６番５号

當山　宗仁株式会社沖電工那覇市壺川二丁目１１番地１１

中村　秀秋株式会社中村組沖縄県糸満市字潮平６００番地５

平安座唯義株式会社平工務店沖縄県宜野湾市大謝名三丁目１３番１１号

花城　一郎株式会社大城組沖縄県浦添市勢理客四丁目１８番５号

高良　正弘株式会社朋来建設那覇市おもろまち二丁目５番３７号

松尾　良夫株式会社琉輝建設沖縄県浦添市城間四丁目３４番７号

儀保　徳光株式会社金城組那覇市字安里４５番地

翁長　　淳旭建設株式会社沖縄県中頭郡北谷町字浜川４８番地

平良　　隆新松建設株式会社那覇市寄宮三丁目３番３５号
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代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

小波津　進三善建設株式会社沖縄県中頭郡西原町字嘉手苅７６番地の８

山内　光雄日進建設株式会社沖縄県沖縄市知花六丁目４０番１５号

仲松　　淳邦松建設株式会社沖縄県沖縄市字登川３４１６番地

當山　清哲株式会社當山組沖縄県沖縄市明道一丁目１０番２号

稲福　　樹株式会社稲福建設那覇市字安謝６１７番地１９２

照屋　義実株式会社照正組那覇市字国場１１７０番地の６

津波　恒伸南進建設株式会社那覇市字国場３９２番地

新垣　守史株式会社新洋沖縄県浦添市西原五丁目７番１号

�里　政順株式会社徳里産業沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納４７７番地

下地　喜広株式会社尚輪興建那覇市字真地４２１番地１５

東　　賢一東建設株式会社沖縄県宜野湾市喜友名二丁目１４番２号

渡久地保雄株式会社球建設沖縄県宜野湾市真栄原一丁目２１番１号

仲本　　巽仲本建設株式会社沖縄県沖縄市仲宗根町３３番３号

長嶺　麗子株式会社神元組沖縄県名護市字宇茂佐１４６０番地２

大城　元臣大晋建設株式会社那覇市古波蔵三丁目６番５号

東恩納　敏株式会社東恩納組那覇市字古波蔵７５番地

宮里　辰秀株式会社大興建設沖縄県中頭郡嘉手納町字水釜３６４番地の２

下地　英吉株式会社丸吉産業那覇市西二丁目６番１１号

和宇慶朝吉株式会社和宇慶組沖縄県沖縄市字美里１２０３番地

小波津英正株式会社小波津組那覇市港町二丁目１番６号

上地　昌雄株式会社上地組沖縄県浦添市伊祖一丁目１２番６号

比嘉　海雄株式会社比嘉組那覇市樋川一丁目２番３８号

新垣　吉浩株式会社善太郎組那覇市字田原１９３番地

識名　安男株式会社信用組沖縄県石垣市字新川４１４番地の１

銘苅　朝則株式会社明成建設沖縄県浦添市牧港一丁目６４番１７号

平良　武雄大鏡建設株式会社那覇市字小禄９１２番地１

山川　　修株式会社山幸組沖縄県糸満市字兼城１３５番地

新垣　善勝株式会社アラカキ建設沖縄県名護市宮里六丁目７番１０－１号

太田　美範太田建設株式会社沖縄県沖縄市比屋根四丁目２９番１号

照屋　秀夫株式会社沖秀建設沖縄県中頭郡読谷村字古堅７１番地の４

兼島　光夫兼光建設株式会社沖縄県沖縄市字桃原３４０番地

喜納　清丈株式会社喜納工務店那覇市字松川４４５番地２

古波蔵　實株式会社古波蔵組那覇市泉崎一丁目２２番１２号

佐平八十男株式会社佐平建設那覇市西一丁目２０番１９号

砂川　盛良砂盛建設株式会社沖縄県石垣市新栄町２５番地の１３

金城　孝基株式会社総合土木沖縄県糸満市字糸満１９６１番地の１９

大城　次男大永建設工業株式会社沖縄県中頭郡嘉手納町字水釜３６２番地の１１

玉城　�彦株式会社玉城組沖縄県糸満市字真栄里３７６番地の１

玉城　文一環ハウス株式会社那覇市壺川一丁目１２番地８

唐真　和男株式会社唐真組那覇市天久一丁目２７番２６号

仲程　　實仲程土建株式会社沖縄県国頭郡宜野座村字惣慶１７７１番地の９

仲本　　豊株式会社仲本工業沖縄県沖縄市美里六丁目５番１号

浦崎　哲男株式会社南海建設沖縄県浦添市牧港五丁目６番３号　

屋宜　宣光株式会社南成建設沖縄県糸満市西崎一丁目１３番１６号

比嘉　俊雄株式会社比嘉組沖縄県沖縄市泡瀬三丁目２１番１０号

仲泊　栄次株式会社東開発沖縄県名護市字為又８７番地



 ２ 　独占禁止法第１９条違反事件

�　㈱フジに対する件（平成１７年（勧）第９号）

ア　関　係　人

イ　違反事実等

�ａ　㈱フジ（以下「フジ」という。）は，食料品，衣料品，日用雑貨品等の小売業

を営む，いわゆる総合量販店業者であって，平成１６年１１月末日現在，徳島県，香

川県，愛媛県及び高知県の四国４県並びに中国地区のうち広島県及び山口県の区

域において，「フジグラン」，「パルティ・フジ」，「フジ」及び「ヴェスタ」と称

する小売店舗を８５店舗展開しているところ，これらの店舗のうち，政令指定都市

の区域内に所在する９店舗中４店舗の売場面積は３，０００平方メートル以上であり，

政令指定都市以外の区域内に所在する７６店舗中７０店舗の売場面積は１，５００平方

メートル以上である。

ｂ　フジの平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの間の売上高は約２９８２億円

であり，四国４県の区域における総合量販店業者の中で，最大手の業者である。

ｃ　フジと継続的な取引関係にある食料品，衣料品，日用雑貨品等の納入業者（以

下「納入業者」という。）は，約１，７００名であるところ，納入業者にとって，フジ

は重要な取引先であり，納入業者の多くは，フジとの納入取引の継続を強く望ん

でいる状況にある。このため，納入業者の多くは，フジとの納入取引を継続する

上で，納入する商品の品質，納入価格等の取引条件とは別に，フジからの種々の

要請に従わざるを得ない立場にあり，その取引上の地位はフジに対して劣ってい

る。

ｄ　フジは，納入業者との間の納入取引のほとんどすべてについて，買取りを条件

としており，各商品部の仕入担当者（以下「バイヤー」という。）が納入業者と

の間で事前に納入価格等の取引条件を交渉の上決定している。

�　フジは，かねてから，自社の店舗の新規オープン及び改装オープンに際し，自社
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代　表　者事　　業　　者本　店　の　所　在　地

譜久里榮孝株式会社譜久里組那覇市字安謝６２０番地の１７３

津堅門大己平安座総合開発株式会社沖縄県うるま市与那城平安座８２９０番地

伊差川則雄株式会社北道建設沖縄県名護市字為又１２１９番地９３

仲地　政和前田建設株式会社沖縄県宜野湾市真栄原一丁目９番２０号

伊波　興正株式会社丸善組沖縄県うるま市石川赤崎一丁目５番１２号

宮良　安則八重山興業株式会社那覇市おもろまち二丁目６番１１号

幸地　　優琉幸建設株式会社沖縄県うるま市与那城饒辺１９２番地の３

森　　　敬株式会社りゅうせき建設沖縄県浦添市勢理客四丁目２０番１号

所　　在　　地代　表　者名　　　称

松山市宮西一丁目２番１号時任　紀邦株式会社フジ

違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第１９条（百貨店業特殊指定第２項及び第６項）１７．５．１２１７．４．１５



の販売業務のための商品の陳列，補充等の作業（以下「陳列等作業」という。）を

納入業者に行わせることとし，あらかじめ納入業者との間でその従業員等の派遣の

条件について合意することなく，納入業者との間の納入取引に影響を及ぼし得るバ

イヤーから納入業者に対し，陳列等作業を行わせるためにその従業員等の派遣を受

けることを必要とする店舗，日時，人数等を指定し，納入業者の負担で，その従業

員等を派遣するよう要請している。

　これらの要請を受けた納入業者の多くは，フジとの納入取引を継続して行う立場

上，陳列等作業を行うためのものであるにもかかわらず，その要請に応じることを

余儀なくされている。例えば，フジは，平成１５年１月から平成１６年１１月末の間に，

新規オープンした９店舗のうち８店舗及び改装オープンした１３店舗のすべてにおい

て，陳列等作業を行わせるため，納入業者に対し，その従業員等を派遣するよう要

請しており，納入業者に少なくとも延べ約１万７０００人の従業員等を派遣させ，使用

している。

�　フジは，かねてから，衣料品等の在庫商品について，従来の店頭表示価格から値

引販売しているところ，納入業者との間の納入取引に影響を及ぼし得るバイヤーか

ら当該在庫商品を納入した納入業者に対し，当該値引販売に伴う利益の減少に対処

するために必要な額を値引きするよう要請し，当該額を当該納入業者に支払うべき

代金の額から減じている。

　これらの要請を受けた納入業者の多くは，フジとの納入取引を継続して行う立場

上，当該納入業者が負うべき責任がないにもかかわらず，代金の減額を受け入れる

ことを余儀なくされている。

　フジは，代金の減額をほぼ毎月行っており，例えば，平成１６年１月から平成１６年

１１月までの間に，少なくとも２億円減額していた。

ウ　排 除 措 置

　フジに対し，次の措置を採るよう命じた。

�　自社の店舗の新規オープン及び改装オープンに際し，自社の販売業務のための商

品の陳列，補充等の作業を行わせるために，その取引上の地位が自社に対して劣っ

ている自社と継続的な取引関係にある食料品，衣料品，日用雑貨品等の納入業者に

対し，その従業員等を派遣するよう要請している行為を取りやめること。

�　その取引上の地位が自社に対して劣っている自社と継続的な取引関係にある衣料

品等の納入業者に対し，買取りを条件として納入された商品について，その在庫商

品を値引販売した際に，納入業者が負うべき責任がないにもかかわらず，支払うべ

き代金の額から当該値引販売に伴う利益の減少に対処するために必要な額を減じて

いる行為を取りやめること。

�　次のａ及びｃの事項を自社と継続的な取引関係にある食料品，衣料品，日用雑貨

品等の納入業者に，また，次のｂ及びｄの事項を自社と継続的な取引関係にある衣

料品等の納入業者にそれぞれ通知するとともに，次のａからｄまでの事項を自社の

従業員に周知徹底すること。

ａ　前記�に基づいて採った措置

ｂ　前記�に基づいて採った措置
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ｃ　今後，前記�の行為と同様の行為を行わない旨

ｄ　今後，前記�の行為と同様の行為を行わない旨

�　今後，前記�又は�の行為と同様の行為を行わないこと。

�　今後，前記�又は�の行為と同様の行為を行うことがないよう，独占禁止法の遵

守に関する行動指針に基づき仕入担当者に対する独占禁止法に関する研修及び法務

担当者による定期的な監査を行うために必要な措置を講じること。

�　㈱三井住友銀行に対する件（平成１７年（勧）第２０号）

ア　関　係　人

イ　違反事実等

�ａ　㈱三井住友銀行（以下「三井住友銀行」という。）は，銀行法の規定に基づき

内閣総理大臣の免許を受けて銀行業を営む者であって，平成１５年３月１７日に㈱わ

かしお銀行が，㈱三井住友銀行（平成１３年４月１日に㈱住友銀行が㈱さくら銀行

を吸収合併して商号変更したもの。以下「旧三井住友銀行」という。）を吸収合

併し，現商号に変更したものである。

ｂ　三井住友銀行の平成１７年３月末日現在における総資産額は約９１兆円であり，総

資産額につき我が国の銀行業界において第１位の地位にある。

ｃ　平成１１年３月，㈱住友銀行及び㈱さくら銀行がそれぞれ金融機能の早期健全化

のための緊急措置に関する法律（平成１０年１０月２２日法律第１４３号）に基づき，預

金保険機構から両行の優先株式の引受けによる公的資金の注入を受けたため，両

行の事業を承継した三井住友銀行は，同法第５条の規定に基づき，内閣総理大臣

に対して，経営の合理化，資金の貸付けその他信用供与の円滑化，財務内容の健

全性，業務の健全かつ適切な運営の確保等のための方策を定めた計画を提出し，

同計画に従って資産の圧縮や収益力強化に向けた経営の合理化を推進し，収益の

向上に努めている。

ｄ�　金融機関は，特に中小事業者に対して変動金利により融資を行う場合，最優

遇顧客に対する貸出金利として自行で設定している短期プライムレートと称す

る基準金利に，融資を受ける事業者の信用状況等を踏まえて一定の利率を上乗

せした貸出金利を設定している。

�　我が国では，長らくデフレ状況にあり，消費者物価指数は前年比マイナス傾

向が続いていることから，短期金利は長期的に低い水準にあり，平成８年９月

以降，主要な都市銀行の短期プライムレートは１．５パーセント前後で推移して

おり，特に，平成１３年３月以降は１．３７５パーセントという極めて低い水準で推移

している。
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所　　在　　地代　表　者名　　　称

東京都千代田区有楽町一丁目１番２号奥　　正之株式会社三井住友銀行

違　反　法　条審　決　年　月　日勧　告　年　月　日

第１９条（一般指定第１４項第１号）１７．１２．２６１７．１２．２



ｅ　三井住友銀行は，主として変動金利で融資を行う機会を利用して，融資とは別

の商品である金利スワップを販売しているところ，金融機関から変動金利による

借入れを受けている事業者は，三井住友銀行から変動金利を受け取り，固定金利

を支払うことを内容とする金利スワップを購入することによって，金融機関から

の借入れに係る変動金利を固定化することが可能となり，金利上昇リスクのヘッ

ジをすることができる。

ｆ　三井住友銀行と融資取引を行っている事業者，特に中小事業者の中には

�　金融機関からの借入れのうち，主として三井住友銀行からの借入れによって

資金需要を充足している

�　三井住友銀行からの借入れについて，直ちに他の金融機関から借り換えるこ

とが困難である

�　事業のための土地や設備の購入に当たって三井住友銀行からの融資を受けら

れる旨が示唆された後，当該土地や設備の購入契約を進めたことから，当該融

資を受けることができなければ他の方法による資金調達が困難であるなど，当

面，三井住友銀行からの融資に代えて，三井住友銀行以外の金融機関からの融

資等によって資金手当てをすることが困難な事業者（以下「融資先事業者」と

いう。）が存在する。融資先事業者は，三井住友銀行から融資を受けることがで

きなくなると事業活動に支障を来すこととなるため，融資取引を継続する上

で，融資の取引条件とは別に三井住友銀行からの種々の要請に従わざるを得な

い立場にあり，その取引上の地位は三井住友銀行に対して劣っている。

ｇ��　旧三井住友銀行は，平成１３年度以降，金利スワップの購入実績がない取引

先に対して積極的に金利スワップの販売を推進すること等を内容とする，金

利スワップの販売による収益の増加を目的とした事業計画を策定するなどし

て，金利スワップの販売に係る営業活動を積極的に行っていた。

�　三井住友銀行は，旧三井住友銀行の前記�の金利スワップの販売に係る営

業活動の方針を引き継ぐとともに，金利スワップの契約期間が終了する事業

者に対して金利スワップを再購入するよう積極的に要請すること等を内容と

する，金利スワップの販売による収益の増加を目的とした事業計画を策定す

るなどして，金利スワップの販売に係る営業活動を積極的に行っている。

�　三井住友銀行（平成１５年３月１６日以前は，旧三井住友銀行。以下同じ。）は，

前記�の事業計画に基づき各法人営業部（三井住友銀行が日本国内の各地域に

置いている，事業者に対する営業活動の拠点。以下同じ。）の収益目標を設定

し，同目標に基づき各法人営業部の営業担当者（以下「担当者」という。）に

対し，一定の収益目標を課している。

　三井住友銀行においては，前記収益目標の達成度を判断する場合，金利ス

ワップの想定元本に一定の利率及び契約年数を乗じた額を当該金利スワップが

販売された年度の収益として計算しており，担当者は，課せられた収益目標を

達成するため，事業者に対して金利スワップを積極的に販売している。

�　三井住友銀行は，事業者における金融機関からの借入れ（特に，他の金融機

関からの借入れ）に係る支払金利の種類，弁済条件等の個別の借入れの内容及
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び事業者における将来の金融機関からの借入れの予定について十分に検討する

ことなく，また，金利スワップの想定元本又は契約期間が，金利上昇リスクの

ヘッジの対象となる借入れの元本又は契約期間を上回る設定（金利スワップの

想定元本が契約期間中に金利上昇リスクのヘッジの対象とした借入れの元本を

上回ることになる設定も含む。以下「オーバーヘッジ」という。）となる金利

スワップの購入を提案し，販売している場合がある。

�ａ　三井住友銀行は，融資先事業者から新規の融資の申込み又は既存の融資の更新

の申込みを受けた場合に，融資に係る手続を進める過程において，融資先事業者

に対し，金利スワップの購入を提案し，融資先事業者が同提案に応じない場合に

�　金利スワップの購入が融資を行うことの条件である旨，又は金利スワップを

購入しなければ融資に関して通常設定される融資の条件よりも不利な取扱いを

する旨明示する

�　担当者に管理職である上司を帯同させて重ねて購入を要請するなどにより，

金利スワップの購入が融資を行うことの条件である旨，又は金利スワップを購

入しなければ融資に関して通常設定される融資の条件よりも不利な取扱いをす

る旨示唆する

ことにより金利スワップの購入を要請し，融資先事業者に金利スワップの購入を

余儀なくさせる行為を行っている。

ｂ　三井住友銀行の前記ａの行為について例示すると次のとおりである。

�　三井住友銀行は，平成１４年，借入れの大部分を同行から受けており，定期的

に生じる資金需要に係る融資を受けるために融資枠の更新を申し込んだ事業者

に対して，当該事業者における個別の借入れの内容について十分に検討するこ

となく，オーバーヘッジとなる金利スワップの購入を提案した。

　三井住友銀行は，当該事業者が，金利スワップを必要としておらず，また，

金利スワップに係る支払いによる金銭的負担も大きいと考え，複数回にわたる

金利スワップの購入提案に応じなかったにもかかわらず，金利スワップを購入

しなければ融資枠の更新に関して不利な取扱いを行う旨明示し，担当者に管理

職である上司を帯同させるなどして重ねて金利スワップの購入を要請した。こ

れにより，当該事業者は，融資枠の更新を受けるためには金利スワップを購入

せざるを得ないと考え，金利スワップを購入することを余儀なくされた。

�　三井住友銀行は，平成１５年，借入総額の半分以上を同行から受けており，運

転資金の融資を申し込んだ事業者に対して，当該事業者における個別の借入れ

の内容について十分に検討することなく，オーバーヘッジとなる金利スワップ

の購入を提案した。

　三井住友銀行は，当該事業者が既に同行から金利スワップを購入しており，

新たな金利スワップを購入すれば融資に係る支払金利以外の金銭的負担が増加

することとなり，また，金利上昇リスクのヘッジを行う必要があるほど変動金

利が上昇することは当面ないと考え，複数回にわたる金利スワップの購入提案

に応じなかったにもかかわらず，担当者に管理職である上司を帯同させるなど

して重ねて金利スワップの購入を要請することにより，金利スワップの購入が
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融資を行うことの条件である旨示唆した。これにより，当該事業者は，融資を

受けるためには金利スワップを購入せざるを得ないと考え，金利スワップを購

入することを余儀なくされた。

�　三井住友銀行は，平成１５年，借入れの相当額を同行から受けており，支払手

形の決済資金を手当てするために短期融資を申し込んだ事業者に対して，支払

手形の決済日までに他の金融機関から融資を受けることが困難である時期に，

当該事業者における個別の借入れの内容について十分に検討することなく，

オーバーヘッジとなる金利スワップの購入を提案した。

　三井住友銀行は，当該事業者が，融資に係る支払金利以外の金銭的負担が増

加することとなり，また，金利上昇リスクのヘッジを行う必要があるほど変動

金利が上昇することは当面ないと考え，複数回にわたる金利スワップの購入提

案に応じなかったにもかかわらず，金利スワップを購入することが融資を行う

ことの条件であるように認識させる文書を提示し，担当者に管理職である上司

を帯同させるなどして重ねて金利スワップの購入を要請することにより，金利

スワップの購入が融資を行うことの条件である旨示唆した。これにより，当該

事業者は，融資を受けるためには金利スワップを購入せざるを得ないと考え，

金利スワップを購入することを余儀なくされた。

�　三井住友銀行は，平成１６年，借入れのすべてを同行から受けており，設備資

金等の手当てのために融資を申し込んだ事業者に対して，当該事業者における

個別の借入れの内容について十分に検討することなく，当該融資を行う旨示唆

した後，当該事業者に既に販売していた金利スワップがオーバーヘッジとなっ

ていたにもかかわらず，新たな金利スワップの購入を提案した。

　三井住友銀行は，当該事業者が既に同行から金利スワップを購入しており，

新たな金利スワップを購入すれば金銭的負担が増加することとなり，また，金

利上昇リスクのヘッジを行う必要があるほど変動金利が上昇することは当面な

いと考え，複数回にわたる金利スワップの購入提案に応じなかったにもかかわ

らず，融資実行日の前日に至るまで金利スワップを購入するよう重ねて要請す

ることにより，金利スワップの購入が融資を行うことの条件である旨示唆し

た。これにより，当該事業者は，融資を受けるためには金利スワップを購入せ

ざるを得ないと考え，金利スワップを購入することを余儀なくされた。

ｃ　三井住友銀行のこれらの行為の結果，金利スワップの購入を余儀なくされた融

資先事業者は，融資に係る支払金利に加えて，当該金利スワップの契約期間にお

いて金利スワップに伴う固定金利と変動金利の差額を支払い続けなければなら

ず，また，当該金利スワップを契約期間中に解約しようとするには一括して所要

の解約清算金を支払わなければならず，融資に係る支払金利以外の金銭的負担を

強いられることとなっている。

ウ　排 除 措 置

　三井住友銀行に対し，次の措置を採るよう命じた。

�　自行と融資取引関係にある事業者であって，その取引上の地位が自行に対して

劣っているものに対して，融資に係る手続を進める過程において，金利スワップの
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購入を提案し，金利スワップを購入することが融資を行うことの条件である旨又は

金利スワップを購入しなければ融資に関して不利な取扱いをする旨を明示又は示唆

することにより金利スワップの購入を要請し，金利スワップの購入を余儀なくさせ

る行為を取りやめること。

�　次の事項を融資取引関係にある事業者に周知するとともに，自行の行員に周知徹

底すること。

ａ　前記�に基づいて採った措置

ｂ　今後，前記�の行為を行わない旨

�　今後，前記�の行為を行わないこと。

�　今後，前記�の行為を行うことのないよう，次のａ及びｂの事項を行うために必

要な措置を講じること。

ａ　次の事項を含む独占禁止法の遵守の観点からの金利スワップの取扱いに関する

内部規定の整備

�　自行と融資取引関係にある事業者であって，その取引上の地位が自行に対し

て劣っているものに対して，金利上昇リスクのヘッジをする手段として金利ス

ワップの購入を提案する際には，金利スワップの想定元本及び契約期間を，当

該事業者が金利上昇リスクのヘッジの対象とする借入れの元本及び契約期間に

対して必要な範囲内で設定すること

�　自行と融資取引関係にある事業者であって，その取引上の地位が自行に対し

て劣っているものに対して，金利スワップを販売する際には，当該金利スワッ

プの購入が融資を行うことの条件となるものではない旨及び当該金利スワップ

を購入しなくとも融資に関して不利な取扱いをしない旨を当該事業者に明確に

知らせること

ｂ　各地域に所在する法人営業部の行員に対する前記内部規定及び独占禁止法の遵

守に関する定期的な研修並びにそれらの遵守に関する法務担当者による定期的な

監査

 ３ 　審判開始決定事件

　公正取引委員会は，旧法においては，独占禁止法違反の疑いで審査を行い，同法に違反

する事実があると認めて排除措置を採るよう勧告し（旧法第４８条第１項及び第２項），勧告

を受けたものが当該勧告を応諾しなかった場合において，事件を審判手続に付することが

公共の利益に適合すると認めたときは，当該事件について事件の要旨を記載した文書を

もって審判開始決定を行っていた（旧法第４９条第１項及び第５０条第２項）。

　また，公正取引委員会は，旧法においては，違反行為がなくなった日から１年を経過（注）

していることから勧告を行うことができないが，課徴金納付命令の対象となる場合に行っ

た課徴金納付命令（旧法第４８条の２第１項）に対し，相手方が不服を申立て，審判手続の

開始請求をした場合には，課徴金に係る違反行為，課徴金の計算基礎及び法令の適用を記

載した文書をもって審判開始決定を行っていた（旧法第４８条の２第５項，第４９条第２項）。

（注）　改正法において，排除措置を命ずることができる期間は，違反行為がなくなった日から３年を経過する

までとなった。
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�　㈱平野組ほか９０社に対する件（平成１７年（判）第１４号）

ア　被　審　人
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所　　在　　地代　表　者名　　　称

岩手県一関市竹山町６番４号須田　光宏株式会社平野組

盛岡市上堂二丁目４番１５号高橋　精一株式会社高光建設

岩手県久慈市新中の橋第４地割３５番地の３宮城　政章宮城建設株式会社

盛岡市紺屋町２番１２号望月　郁夫高弥建設株式会社

岩手県一関市山目字中野１４０番地５佐々木一嘉株式会社佐々木組

岩手県北上市九年橋一丁目１０番２９号千田　三義千田工業株式会社

盛岡市永井１４地割５番地猿舘　伸俊大伸工業株式会社

岩手県大船渡市盛町字内ノ目１２番地１３中嶋　　豊株式会社匠建設

盛岡市仙北三丁目１６番３５号阿部　寿基株式会社阿部工務店

岩手県水沢市花園町一丁目１番７号�橋　健二高惣建設株式会社

岩手県二戸市金田一字八ッ長８８番地の５佐藤　義輝佐藤建設工業株式会社

岩手県久慈市新井田第４地割８番地６小山　二郎株式会社小山組

盛岡市仙北一丁目１６番５号中村　康彦中亀建設株式会社

岩手県花巻市南城２４１番地伊藤　智仁株式会社伊藤組

岩手県宮古市宮町三丁目１０番７１号伊藤　　敏陸中建設株式会社

岩手県岩手郡松尾村寄木第１２地割１０番地吉田　知義株式会社吉田組

岩手県花巻市桜木町二丁目１６４番地照井キミエ藤正建設株式会社

岩手県久慈市八日町一丁目２０番地新田　貞治株式会社新田組

岩手県一関市宮下町８番１１号大森　琢哉大森工業株式会社

岩手県紫波郡矢巾町大字下矢次第２地割２３番地�橋　壽夫タカヨ建設株式会社

岩手県東磐井郡千厩町千厩字岩間３６番地１橋本　　健株式会社橋本工務店

盛岡市菜園一丁目６番３号樋下　正文樋下建設株式会社

岩手県二戸市堀野字馬場５０番地中舘　幸子株式会社中舘建設

岩手県紫波郡紫波町桜町字大坪３５番地の１橘　　冨雄橘建設株式会社

岩手県大船渡市盛町字田中島２７番地１金野　勇一株式会社佐賀組

盛岡市本町通一丁目１１番２５号石川　義樹株式会社石川工務所

盛岡市みたけ一丁目６番３０号及川　　力菱和建設株式会社

岩手県花巻市桜町一丁目４１７番地照井　泰平株式会社照甲組

岩手県遠野市材木町１番２号松田　　孝松田建設株式会社

岩手県江刺市愛宕字滑１００番地小澤　　満共栄建設株式会社

岩手県二戸市福岡字中村２０番地丹野　明法株式会社丹野組

盛岡市名須川町１８番１６号伊藤　篤宏北水建設工業株式会社

岩手県宮古市上村一丁目９番３５号中村　安男中村建設株式会社

岩手県陸前高田市高田町字本宿９７番地５長谷川節子株式会社長谷川建設

盛岡市天神町１１番１２号北井崎金藏株式会社千田組

岩手県九戸郡山形村大字川井第９地割３２番地２蒲野　秀雄蒲野建設株式会社

岩手県釜石市野田町一丁目１６番２５号菊池一太郎株式会社菊池工務店

盛岡市加賀野二丁目８番１５号東野　久晃東野建設工業株式会社

盛岡市茶畑二丁目７番１９号吉田　悦子吉武建設株式会社

岩手県宮古市板屋二丁目３番６号白根喜重郎白根建設株式会社

違　反　法　条審判開始決定日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．８．５１７．６．２１
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岩手県北上市村崎野１５地割３１２番地８小原　志朗株式会社小原建設

岩手県宮古市黒田町２番１５号佐々木卓城佐々勇建設株式会社

岩手県釜石市大只越町一丁目２番１５号山�　和雄株式会社山長建設

岩手県釜石市両石町第４地割２６番地１２八幡　義次株式会社八幡建設

岩手県水沢市佐倉河字東沖ノ目１０２番地遠藤　武志丸谷興務店株式会社

岩手県胆沢郡金ケ崎町西根矢来１９番地板宮　一善株式会社板宮建設

盛岡市上堂四丁目１１番２９号菊地　國生株式会社恵工業

岩手県大船渡市日頃市町字長安寺９２番地６杉山　�一株式会社杉山組

盛岡市上堂四丁目１１番８号横澤　昭博昭栄建設株式会社

岩手県北上市和賀町藤根１３地割２４４番地１千葉　隆一株式会社千葉匠建設

岩手県花巻市東宮野目第１１地割５番地佐々木史昭株式会社中央コーポレーション

岩手県胆沢郡前沢町古城字千刈田１８１番地菅原　　弘飯坂建設株式会社

岩手県紫波郡矢巾町大字南矢幅第６地割７２番地水本　　林株式会社水本

岩手県岩手郡西根町大更第２４地割８番地の１の５遠藤　忠志株式会社遠忠

岩手県和賀郡東和町土沢８区６番地浅沼　幸二浅与建設株式会社

岩手県水沢市台町３番３５号板屋　欣治板谷建設株式会社

岩手県二戸郡一戸町高善寺字大川鉢１２番地の２晝場　忠美株式会社一戸建設

岩手県陸前高田市高田町字本宿９７番地１佐々木　司株式会社佐武建設

盛岡市上田二丁目２０番７号平井　強資大平建設株式会社

岩手県久慈市長内町第２４地割１６２番地下斗米照男株式会社下斗米組

岩手県水沢市字内匠田３９番地千葉龍二郎千葉建設株式会社

岩手県江刺市愛宕字前中野２５５番地菅原　利美佐野建設株式会社

岩手県東磐井郡川崎村薄衣字大平３３０番地８千葉　憲司株式会社千葉建設

岩手県下閉伊郡岩泉町門字中瀬５２番地の１９畑中　　昇株式会社畑中組

岩手県二戸郡一戸町高善寺字大川鉢２２番地１田中　義浩株式会社田中建設

岩手県花巻市高木第１９地割４８番地１小原　久一株式会社小原建設

岩手県岩手郡西根町大更第２３地割１番地２８高橋ミツエ株式会社高建工業

岩手県紫波郡紫波町日詰字下丸森１７番地佐々木　勲株式会社小松組

盛岡市下太田下川原５７番地１千田　剛雄大丸建設株式会社

岩手県一関市旭町１番６号熊谷　秀彦株式会社いわい

岩手県九戸郡軽米町大字晴山第２７地割１２番地２南　　　勉南建設株式会社

岩手県岩手郡岩手町大字子抱第５地割６１番地３高橋　幸雄有限会社高橋建設

岩手県岩手郡雫石町下曽根田６９番地中村　敬二株式会社中村建設

岩手県胆沢郡前沢町字三日町新裏１１０番地那須川伸治丸協建設株式会社

盛岡市鉈屋町１６番１４号藤村政一郎株式会社藤村工務店

岩手県岩手郡葛巻町葛巻第２０地割５６番地３阿部　　茂株式会社阿部建設

盛岡市厨川三丁目１１番１号宮前　輝男有限会社岩手架設工業

盛岡市下太田新田１７番地７土橋　幸男株式会社土橋工務店

岩手県宮古市長町一丁目３番１号阿部　勝男阿部建設株式会社

岩手県花巻市湯口字山根８０番地佐々木貞一株式会社佐々木工務店

岩手県稗貫郡石鳥谷町南寺林第５地割２９７番地佐賀　正義株式会社佐賀建設

岩手県宮古市田の神一丁目２番３７号佐々木　寛株式会社佐々木建設

盛岡市稲荷町９番６号篠村　光利篠村建設株式会社

岩手県岩手郡岩手町大字沼宮内第９地割１１６番地２八戸　保雄株式会社八戸建設

岩手県胆沢郡胆沢町小山字道場２５０番地２小野寺義一小野義建設株式会社

盛岡市愛宕町９番１０号熊谷　則子株式会社熊谷工務店



イ　審判開始決定の内容

�ａ　被審人９１社のうち，㈱水本は，水本建設㈱が平成１７年８月１日に商号変更を

行ったものである。

ｂ　被審人９１社のうち，第４２表記載の事業者は，「合併等の状況」欄記載のとおり，

それぞれ，合併及び商号変更を行ったものである。

ｃ　第４３表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，

建設業法の規定に基づき岩手県知事の許可を受け，岩手県の区域において建設業

を営む者である。

ｄ　第４４表記載の事業者は，それぞれ，「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，

建設業法の規定に基づき岩手県知事の許可を受け，岩手県の区域において建設業

を営んでいた者であるが，それぞれ，「期日」欄記載の年月日以降，「事由」欄記

載の事由により，事業活動の全部を取りやめている。

ｅ　大蔵建設㈱は，盛岡市厨川一丁目２１番２８号に本店を置き，建設業法の規定に基

づき岩手県知事の許可を受け，岩手県の区域において建設業を営んでいた者であ

るが，平成１５年２月１８日に岩手県知事から建設業法の規定に基づく許可を取り消

され，以後，建設業を営んでいない。

ｆ　また，㈱タクミは，岩手県北上市和賀町藤根１３地割２４４番地１に本店を置き，建

設業法の規定に基づき岩手県知事の許可を受け，岩手県の区域において建設業を

営んでいた者であるが，平成１５年８月１４日に㈱千葉重機に吸収合併されたことに

より，消滅している。

ｇ　被審人９１社，第４３表記載の事業者，第４４表記載の事業者，大蔵建設㈱及び㈱タ

クミの１０６社（以下「被審人９１社及び１５社」という。）は，各社の建築一式工事に

関する営業責任者級の者で構成する「TST親交会」と称する会（以下「TST親

交会」という。）を設けていた。

　TST親交会は，平成６年１１月１日に「トラスト・メンバーズ」という名称で発

足し，平成１４年１２月１日に名称を変更したものであり，発足以降，会長を始め役

員を置き，相互の親睦を図るとともに，役員会を開催するなどして，岩手県が発

注する建築一式工事の入札のうち，同会員が参加する入札について情報交換を

行っていた。

　なお，TST親交会は，平成１６年１０月２８日に解散した。

ｈ�　岩手県は，建築一式工事の大部分を条件付一般競争入札，受注希望型指名競

争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）の方法により発注して

おり，条件付一般競争入札に当たっては，岩手県が競争入札参加の資格要件を

満たす者として登録している事業者（以下「有資格者」という。）を対象に，
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所　　在　　地代　表　者名　　　称

岩手県大船渡市三陸町綾里字黒土田１７５番地佐々木昭吉正三建設株式会社

岩手県岩手郡雫石町谷地４５番地の１谷地　正三株式会社堀切

盛岡市中太田新田２５番地１１５菅原　正明株式会社菅七工務店

岩手県二戸市仁左平字横手４９番地３内沢　マサ内沢建設有限会社

岩手県九戸郡種市町第２３地割４０番地石倉　芳男株式会社石倉建設



公告により，一定の条件を付して入札の参加希望者を募り，当該参加希望者の

資格要件を確認した上で入札の参加者としており，受注希望型指名競争入札に

当たっては，有資格者を対象に入札ごとに公表することにより，一定の条件を

付して入札の参加希望者を募り，当該参加希望者の資格要件を確認した上で，

地理的条件を優先しつつ，施工成績，技術的適性などを総合的に勘案して入札

の参加者を指名しており，指名競争入札に当たっては，有資格者の中から入札

の参加者を指名している。また，岩手県は，共同施工方式により工事を施工す

るため，当該工事の発注の都度結成される特定共同企業体を入札の参加者とす

るときは，有資格者を構成員とする特定共同企業体を入札の参加者としてい

る。

�　岩手県は，自らが発注する建築一式工事の競争入札に参加を希望する有資格

者をその事業規模等によりＡ，Ｂ又はＣのいずれかの等級に格付し，県営建設

工事請負資格者名簿に登載しており，当該格付等を２年ごとに見直している。

�　岩手県は，建築一式工事の発注に当たり，予定価格が７０００万円以上の建築一

式工事については，原則として，Ａの等級に格付している事業者のみを対象と

して発注しており，また，原則としてＢ又はＣの等級に格付している事業者を

対象として発注することとしている予定価格７０００万円未満の建築一式工事で

あっても技術的な難易度が高い等の事情がある場合には，Ａの等級に格付して

いる事業者のみを対象として発注している。

ｉ　被審人９１社及び１５社は，遅くとも平成１３年４月１日以降（第４５表記載の事業者

にあっては，それぞれ，「期間」欄記載の期間），いずれも，岩手県から建築一式

工事についてＡの等級に格付されていた。

�　被審人９１社及び１５社は，遅くとも平成１３年４月１日（第４６表記載の事業者にあっ

ては，それぞれ，遅くとも「期日」欄記載の年月日ころ）以降，岩手県が競争入札

の方法により，Ａの等級に格付している者のうち岩手県内に本店を置く者（これら

の者のみを構成員とする特定共同企業体を含む。）のみを入札参加者として発注する

建築一式工事（以下「岩手県発注の特定建築工事」という。）について，受注価格

の低落防止等を図るため

ａ　過去に受注した工事との継続性，関連性等の事情により当該工事について受注

を希望する者又は受注を希望する特定共同企業体（以下「受注希望者」という。）

は，TST親交会又は「トラスト・メンバーズ」において定める会長等に対して，

その旨表明し

�　受注希望者が１名のときは，その者を受注すべき者又は受注すべき特定共同

企業体（以下「受注予定者」という。）とする

�　受注希望者が複数のときは，過去に受注した工事との継続性，関連性等の事

情を勘案して，受注希望者間の話合いにより，受注予定者を決定する

ｂ　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者が

その定めた価格で受注できるよう協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

�　被審人９１社及び１５社は，前記�により，岩手県発注の特定建築工事の大部分を受
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注していた。

�ａ　第４３表記載の事業者は，「期日」欄記載の年月日ころ以降，岩手県から建築一

式工事についてＢ又はＣの等級に格付されたことにより，岩手県発注の特定建築

工事の入札に参加しておらず，前記�の合意に基づき受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにする行為を行っていない。

ｂ　平成１６年１０月２６日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，被審人９１社は，同日以降，前記�の合意に基づき受注

予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめている。

第４２表　被審人中，合併等を行った事業者 

第４３表　被審人以外の者で，Ｂ又はＣの等級に格付されたことにより，それ以降，岩手

県発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者 

第４４表　被審人以外の者で，事業活動の全部を取りやめている事業者 
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合　併　等　の　状　況事　業　者

　株式会社千葉重機が平成１５年８月１４日に株式会社タクミを吸収合併し，同

日付けで商号変更したものである。
株式会社千葉匠建設

　中央建設工業株式会社が平成１５年５月１５日に株式会社中央製作所を吸収合

併し，同日付けで商号変更したものである。
株式会社中央コーポレーション

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１５年５月３１日岩手県東磐井郡川崎村薄衣字町裏２番地株式会社丸卓建設

平成１５年５月３１日岩手県東磐井郡室根村折壁字大里６１番地株式会社岩辰

平成１５年５月３１日岩手県紫波郡矢巾町大字下矢次第１地割１６番地くみあい鉄建工業株式会社

平成１５年５月３１日岩手県北上市藤沢１７地割１２０番地１岩建工業株式会社

平成１５年５月３１日岩手県岩手郡岩手町大字五日市第１２地割７５番地の１３有限会社岩舘建設

（平成１７年６月２１日現在）

事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１６年１０月２１日付けで盛岡地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年１０月２１日

岩手県稗貫郡石鳥谷町

八幡第３地割７６番地の５
株式会社長田工務店

　平成１６年４月１４日付けで盛岡地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年４月１４日盛岡市城西町９番２２号株式会社大栄建設

　平成１６年７月６日付けで盛岡地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年７月６日

盛岡市西仙北二丁目

２０番３０号

株式会社

阿部正工務店

　平成１４年３月１日付けで盛岡地方

裁判所水沢支部から破産宣告を受け

た。

平成１４年３月１日
岩手県水沢市字北田

１８７番地の２
株式会社大高組

　平成１７年５月２０日付けで建設業法

の規定に基づく許可を受けている岩

手県に対し，廃業届を提出した。

平成１７年５月２０日
岩手県遠野市材木町

２番２２号
株式会社菊善工務所



第４５表　被審人，岩手県発注の特定建築工事の入札に参加しなくなった事業者，事業活

動の全部を取りやめている事業者，建設業を営んでいない事業者及び吸収合併

されたことにより消滅している事業者がＡの等級に格付されていた期間 
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事　　由期　　日本店の所在地事　業　者

　平成１３年８月１７日付けで盛岡地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１３年８月１７日

岩手県水沢市字高屋敷

５３番地
佐々木建設株式会社

　平成１６年９月１３日付けで盛岡地方

裁判所から破産宣告を受けた。
平成１６年９月１３日盛岡市津志田１２地割３０番地三建工業株式会社

　平成１６年１月３０日に会社を解散し

た。
平成１６年１月３０日

盛岡市中太田深持

２０６番地３
東邦建設株式会社

（平成１７年６月２１日現在）

期　　間本店の所在地事　業　者

平成１３年６月１日以降岩手県宮古市上村一丁目９番３５号中村建設株式会社

平成１５年９月２４日以降岩手県北上市和賀町藤根１３地割２４４番地１株式会社千葉匠建設

平成１３年６月１日以降岩手県久慈市長内町第２４地割１６２番地株式会社下斗米組

平成１５年６月１日以降岩手県花巻市高木第１９地割４８番地１株式会社小原建設

平成１３年６月１日以降岩手県紫波郡紫波町日詰字下丸森１７番地株式会社小松組

平成１３年６月１日以降岩手県一関市旭町１番６号株式会社いわい

平成１５年６月１日以降岩手県岩手郡雫石町下曽根田６９番地株式会社中村建設

平成１３年６月１日以降岩手県稗貫郡石鳥谷町南寺林第５地割２９７番地株式会社佐賀建設

平成１３年５月３１日以前，

平成１５年６月１日以降
岩手県宮古市田の神一丁目２番３７号株式会社佐々木建設

平成１３年６月１日以降岩手県大船渡市三陸町綾里字黒土田１７５番地正三建設株式会社

平成１３年４月１日以前から

平成１５年５月３１日まで
岩手県東磐井郡川崎村薄衣字町裏２番地株式会社丸卓建設

平成１３年４月１日以前から

平成１５年５月３１日まで
岩手県東磐井郡室根村折壁字大里６１番地株式会社岩辰

平成１３年４月１日以前から

平成１５年５月３１日まで
岩手県紫波郡矢巾町大字下矢次第１地割１６番地くみあい鉄建工業株式会社

平成１３年４月１日以前から

平成１５年５月３１日まで
岩手県北上市藤沢１７地割１２０番地１岩建工業株式会社

平成１３年４月１日以前から

平成１５年５月３１日まで
岩手県岩手郡岩手町大字五日市第１２地割７５番地の１３有限会社岩舘建設

平成１３年４月１日以前から

平成１６年１０月２１日まで
岩手県稗貫郡石鳥谷町八幡第３地割７６番地の５株式会社長田工務店

平成１３年４月１日以前から

平成１６年４月１４日まで
盛岡市城西町９番２２号株式会社大栄建設

平成１３年４月１日以前から

平成１６年７月６日まで
盛岡市西仙北二丁目２０番３０号株式会社阿部正工務店

平成１３年４月１日以前から

平成１４年１月２２日まで
岩手県水沢市字北田１８７番地の２株式会社大高組

平成１３年４月１日以前から

平成１４年１１月２６日まで
岩手県水沢市字高屋敷５３番地佐々木建設株式会社

平成１３年６月１日から

平成１４年４月８日まで
盛岡市津志田１２地割３０番地三建工業株式会社



第４６表　被審人中，合意に中途参加した事業者 

�　新日本製鐵㈱ほか４社に対する件（平成１７年（判）第２３号）及び三菱重工業㈱ほか４

社に対する件（平成１７年（判）第２４号）

ア　被　審　人

（注）　東綱橋梁株式会社については，平成１８年５月１５日に，宇野重工業株式会社については，平成１８年７月１４日

に，同意審決が行われている。

　なお，次に掲げる国土交通省の関東地方整備局，東北地方整備局及び北陸地方整備局（以下「３地整」

という。）発注工事関係並びに日本道路公団発注工事関係における関係人４０社（以下「４０社」という。）に

ついては，勧告を応諾したため，平成１７年１１月１８日にこれらの者に対し，勧告審決（平成１７年（勧）第１２

号及び平成１７年（勧）第１３号）を行っている（後記エ）。
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期　　間本店の所在地事　業　者

平成１３年４月１日以前から

平成１５年１２月１９日まで
盛岡市中太田深持２０６番地３東邦建設株式会社

平成１３年４月１日以前から

平成１５年２月１８日まで
盛岡市厨川一丁目２１番２８号大蔵建設株式会社

平成１３年４月１日以前から

平成１５年８月１４日まで
岩手県北上市和賀町藤根１３地割２４４番地１株式会社タクミ

（平成１７年６月２１日現在）

期　　日本店の所在地事　業　者

平成１５年１０月１６日岩手県一関市宮下町８番１１号大森工業株式会社

平成１３年１１月８日岩手県宮古市上村一丁目９番３５号中村建設株式会社

平成１５年９月２４日岩手県北上市和賀町藤根１３地割２４４番地１株式会社千葉匠建設

平成１５年１０月１６日岩手県花巻市高木第１９地割４８番地１株式会社小原建設

平成１３年１１月８日岩手県九戸郡軽米町大字晴山第２７地割１２番地２南建設株式会社

平成１３年１１月８日岩手県岩手郡岩手町大字子抱第５地割６１番地３有限会社高橋建設

平成１５年１０月１６日岩手県岩手郡雫石町下曽根田６９番地株式会社中村建設

平成１３年１１月８日盛岡市厨川三丁目１１番１号有限会社岩手架設工業

平成１３年１１月８日岩手県大船渡市三陸町綾里字黒土田１７５番地正三建設株式会社

　

号
２４

　

号
２３所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○東京都千代田区大手町二丁目６番３号三村　明夫新日本製鐵株式会社

○○東京都港区港南二丁目１６番５号佃　　和夫三菱重工業株式会社

○○東京都中央区日本橋茅場町一丁目３番７号来栖　　肇東綱橋梁株式会社

○○甲府市長松寺町６番２号小宮山　要株式会社コミヤマ工業

○○三重県松阪市大津町１６０７番地の１宇野　恭生宇野重工株式会社

違　反　法　条審判開始決定日勧　告　年　月　日

第３条後段１７．１１．１８１７．９．２９



イ　関　係　人
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号
２４

　

号
２３所　　在　　地代　表　者名　　　称

○○大阪市浪速区難波中二丁目１０番７０号西前　博一高田機工株式会社

○○富山県南砺市苗島４６１０番地川田　忠裕川田工業株式会社

○○東京都江東区新砂一丁目６番２７号有田　陽一日本鉄塔工業株式会社

○○東京都港区芝浦四丁目４番４４号佐々木恒容株式会社横河ブリッジ

○○千葉市美浜区中瀬一丁目３番地村上　道夫株式会社サクラダ

○○東京都千代田区大手町二丁目２番１号伊藤　源嗣石川島播磨重工業株式会社

○○大阪市西区西本町三丁目１番４３号臼井　　淳松尾橋梁株式会社

○○大阪市北区中津一丁目６番２４号酒井　伸一日本橋梁株式会社

○○東京都中央区日本橋大伝馬町７番５号縣　　保佑株式会社宮地鐵工所

○○東京都港区芝浦四丁目１８番３２号鳥居　敬孝株式会社東京鐵骨橋梁

○○大阪市港区磯路二丁目２０番２１号笠畑　恭之駒井鉄工株式会社

○○東京都中央区築地五丁目６番４号元山　登雄三井造船株式会社

○○東京都品川区北品川五丁目９番１１号日納　義郎住友重機械工業株式会社

○○東京都千代田区四番町５番地９清水　良朗トピー工業株式会社

○○大阪市大正区南恩加島六丁目２番２１号大�　善靖片山ストラテック株式会社

○○神戸市中央区東川崎町三丁目１番１号大橋　忠晴川崎重工業株式会社

○○大阪市西区北堀江一丁目１２番１９号横内　誠三株式会社栗本鐵工所

○○東京都中央区湊一丁目９番９号寺田　四郎瀧上工業株式会社

○○大阪市住之江区南港北一丁目７番８９号古川　　実日立造船株式会社

○○東京都千代田区丸の内一丁目１番２号齊藤　　脩JFEエンジニアリング株式会社

○○大阪市大正区南恩加島六丁目２０番３４号會田　　正株式会社ハルテック

○○富山県中新川郡立山町鉾木２２０番地関口　啓司佐藤鉄工株式会社

○○東京都台東区蔵前二丁目１７番４号井上　義治川鉄橋梁鉄構株式会社

○○東京都中央区勝どき四丁目５番１７号菊池　昌利株式会社巴コーポレーション

○○大阪市中央区北浜四丁目５番３３号友野　　宏住友金属工業株式会社

○○東京都千代田区丸の内二丁目６番１号�野　哲夫古河機械金属株式会社

○○名古屋市熱田区三本松町１番１号松田　和久日本車輌製造株式会社

○○神戸市中央区脇浜町二丁目１０番２６号犬伏　泰夫株式会社神戸製鋼所

○○山口県宇部市大字小串字沖ノ山１９８０番地山本　　謙宇部興産機械株式会社

○○東京都千代田区平河町二丁目３番２４号森島　英一佐世保重工業株式会社

○○北海道室蘭市崎守町３８５番地藤井　久司株式会社楢崎製作所

○○北海道函館市弁天町２０番３号村井　英治函館どつく株式会社

○○札幌市中央区北一条西一丁目５番地寺村　信正株式会社釧路製作所

○○札幌市西区発寒十条十三丁目１番１号石井　功一豊平製鋼株式会社

○○大阪市西区立売堀二丁目１番９号名村　建彦株式会社名村造船所

○○長崎県西海市大島町１６０５番地の１中川　　齊株式会社大島造船所

○○大阪市北区中之島三丁目６番３２号木村　進一株式会社サノヤス・ヒシノ明昌

○○札幌市清田区平岡二条三丁目９番１号森岡　彬眞桜井鉄工株式会社

○○徳島市南田宮一丁目１番６２号坂本　　孝株式会社アルス製作所

○○長崎県佐世保市光町１７７番地２辻　　恒充辻産業株式会社



ウ　審判開始決定の内容

�　３地整発注工事関係（平成１７年（判）第２３号）

ａ�　４０社のうち，第４９表記載の事業者は，同表の「期日」及び「備考」欄記載の

とおり，商号変更をしたものである。

　４０社のうち，古河機械金属㈱（以下「古河機械金属」という。）は，３地整

の管内において鋼橋上部工事（鋼材を用いた橋桁等の製作，架設，補修，補強

等の工事をいう。以下同じ。）業を営んでいた者であるが，平成１７年３月３１日

に，第５０表記載の事業者に対し，会社分割により鋼橋上部工事業を承継させ，

以後，同事業を営んでいない。

�　JFEスチール㈱は，東京都千代田区内幸町二丁目２番３号に本店を置き，３

地整の管内において鋼橋上部工事業を営んでいた者であるが，平成１５年４月１

日に，第５１表記載の事業者に対し，会社分割により鋼橋上部工事業を承継させ，

同日付けで川崎製鉄㈱（以下「川崎製鉄」という。）から現商号に変更したも

のであり，以後，同事業を営んでいない。

�　第５２表記載の４社は，それぞれ同表の「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき国土交通大臣から建設業の許可を受け，３地整

の管内において鋼橋上部工事業を営んでいた者であるが，「期日」欄記載の年月

日ころに「事由」欄記載の事由により同事業を取りやめている。

�　国土交通省は，３地整において鋼橋上部工事として発注する工事（鋼橋上部

工事若しくはそれ以外の工種のいずれかによるものとして発注する工事又は鋼

橋上部工事以外の工種と一体として発注する工事を含む。以下同じ。）の大部分

を一般競争入札，公募型指名競争入札，工事希望型指名競争入札又は指名競争

入札（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注している。こ

のうち，一般競争入札に当たっては，公告により所定の条件を付して入札の参

加希望者を募り，当該条件を満たす入札の参加希望者すべてを当該入札の参加

者としている。公募型指名競争入札に当たっては，３地整がそれぞれ競争入札

参加者の資格要件を満たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」

という。）の中から一定の範囲の者に技術資料の提出を求め，提出された技術資

料を審査した上で当該入札の参加者を指名している。工事希望型指名競争入札

に当たっては，有資格者の中から受注を希望する工事の内容等を勘案して選択

した者に技術資料の提出を求め，提出された技術資料を審査した上で当該入札

の参加者を指名している。また，指名競争入札に当たっては，有資格者の中か

ら当該入札の参加者を指名している。

　なお，国土交通省は，３地整において競争入札の方法により鋼橋上部工事と

して発注する工事のうち，工事費がおおむね２０億円以上のもの又は工事費がお

おむね１０億円超であって技術力等を特に集結する必要があると認められるもの

については，有資格者を構成員とする共同企業体を結成させて入札の参加者と

することがある。

　また，国土交通省は，３地整において競争入札の方法により鋼橋上部工事と

して発注する工事の一部について，事業者に価格以外の施工方法等の提案内容
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をもって入札参加の申込みをさせ，入札価格が予定価格の制限の範囲内である

等一定の要件を満たした入札の参加者のうち，評価値（施工方法等の提案内容

に係る評価内容を点数化し，当該入札の参加者の入札価格で除した数値をい

う。）の高い者をもって落札者とする総合評価落札方式を採用している。

ｂ　被審人５社並びに４０社，川崎製鉄及び第５２表記載の４社（以下「被審人５社及

び４５社」という。）は，第４７表及び第４８表記載の事業者により構成される，鋼橋

上部工事の受注に関する調整を行うための，Ｋ会又はＡ会と称する会を設け，各

社が営業責任者級の者等を登録し，それぞれ，毎年度末に，各社が登録した者が

出席するＫ会又はＡ会と称する会の会合において，幹事社を選出し，遅くとも平

成１４年４月１日（第５１表記載の事業者にあっては平成１５年４月１日）以降，平成

１７年３月３１日（第５２表及び第５３表記載の事業者にあっては同表の「期日」欄記載

の年月日ころ，川崎製鉄にあっては平成１５年３月３１日，古河機械金属にあっては

平成１７年３月３０日）まで，国土交通省が３地整において競争入札の方法（総合評

価落札方式によるものを含む。）により鋼橋上部工事として発注する工事（以下

「３地整発注の鋼橋上部工事」という。）について，受注価格の低落防止及び安

定した利益の確保を図るため

�　各社の過去の受注実績等に基づき，Ｋ会及びＡ会と称する会の幹事社が割り

付けた者又は共同企業体を受注すべき者（以下「受注予定者」という。）とす

る

�　受注すべき価格は，受注予定者（受注予定者が共同企業体である場合にあっ

てはその代表者）が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者がその定めた価

格で受注できるよう協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｃ　被審人５社及び４５社は，前記ｂにより，３地整発注の鋼橋上部工事の大部分を

受注していた。

ｄ　平成１６年１０月５日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，第５３表記載の事業者は，同表の「期日」欄記載の年月

日ころ以降，それぞれ，前記ｂの合意から離脱している。

�　日本道路公団発注工事関係（平成１７年（判）第２４号）

ａ��　４０社のうち，第４９表記載の事業者は，同表の「期日」及び「備考」欄記載

のとおり，商号変更をしたものである。

�　４０社のうち，古河機械金属㈱（以下「古河機械金属」という。）は，日本

道路公団が発注する鋼橋上部工工事の請負業を営んでいた者であるが，平成

１７年３月３１日に，第５０表記載の事業者に対し，会社分割により同工事の請負

に関する事業を承継させ，以後，同事業を営んでいない。

�　JFEスチール㈱は，東京都千代田区内幸町二丁目２番３号に本店を置き，日

本道路公団が発注する鋼橋上部工工事の請負業を営んでいた者であるが，平成

１５年４月１日に，第５１表記載の事業者に対し，会社分割により同工事の請負に

関する事業を承継させ，同日付けで川崎製鉄㈱（以下「川崎製鉄」という。）

から現商号に変更したものであり，以後，同事業を営んでいない。
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�　第５２表記載の４社は，それぞれ同表の「本店の所在地」欄記載の地に本店を

置き，建設業法の規定に基づき国土交通大臣から建設業の許可を受け，日本道

路公団が発注する鋼橋上部工工事の請負業を営んでいた者であるが，「期日」欄

記載の年月日ころに「事由」欄記載の事由により同事業を取りやめている。

�　日本道路公団は，支社，建設局及び管理局において，鋼橋上部工工事として

発注する工事（鋼橋上部工工事以外の工種と一体として発注する工事を含む。

以下同じ。）の大部分を一般競争入札，公募型指名競争入札又は指名競争入札

（以下�において「競争入札」という。）の方法により発注していた。このう

ち，一般競争入札に当たっては，公告により所定の条件を付して入札の参加希

望者を募り，当該条件を満たす入札の参加希望者すべてを当該入札の参加者と

していた。公募型指名競争入札に当たっては，日本道路公団が競争入札参加者

の資格要件を満たす者として名簿に登載している者（以下「有資格者」という。）

の中から一定の範囲の者に技術資料の提出を求め，提出された技術資料を審査

した上で当該入札の参加者を指名していた。また，指名競争入札に当たって

は，有資格者の中から当該入札の参加者を指名していた。

　なお，日本道路公団は，競争入札の方法により鋼橋上部工工事として発注す

る工事のうち，工事費が，平成１４年度までは１５億円以上のもの，平成１５年度以

降は１０億円以上のものについて，有資格者を構成員とする共同企業体を結成さ

せて入札の参加者とすることがあった。

　また，日本道路公団は，競争入札の方法により鋼橋上部工工事として発注す

る工事の一部について，事業者に価格以外の施工方法等の提案内容をもって入

札参加の申込みをさせ，入札価格が予定価格の制限の範囲内である等一定の要

件を満たした入札の参加者のうち，評価値（施工方法等の提案内容に係る評価

内容を点数化し，当該入札の参加者の入札価格で除した数値をいう。）の高い者

をもって落札者とする総合評価落札方式を採用していた。

�　日本道路公団は，毎年度，競争入札及び随意契約により鋼橋上部工工事とし

て発注する工事について，年度当初，１０月初旬等において，当該年度の工事発

注見通しを公表していた。

�　日本道路公団は，平成１７年１０月１日に，鋼橋上部工工事として発注する工事

を含む同公団の高速道路の新設，改築，維持，修繕等に関する業務を，東日本

高速道路㈱，中日本高速道路㈱及び西日本高速道路㈱の３社に承継させた後，

同日付けで解散した。

�　被審人５社並びに４０社，川崎製鉄及び第５２表記載の４社（以下「被審人５社

及び４５社」という。）の大部分の者は，日本道路公団の退職者を，自社の役員

又は従業員として受け入れているところ，当該役員又は従業員は，日本道路公

団が鋼橋上部工工事として発注する工事に係る未公表情報の収集等の業務を

行っていた。

ｂ�　日本道路公団元理事（同公団を理事で退職して㈱横河ブリッジに勤務してい

る者をいう。以下同じ。）は，遅くとも平成１４年４月１日以降，同人及び前記

ａ�の役員又は従業員が日本道路公団の発注等業務担当職員から収集した鋼橋
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上部工工事として発注する工事に係る未公表情報，前記ａ�の公表後の工事発

注見通し及び入札の公告等に基づき，各社の過去の受注実績等を勘案し，三菱

重工業㈱の営業責任者級の者と話合いの上，日本道路公団が鋼橋上部工工事と

して発注する工事についての落札を予定する者又は共同企業体（以下「落札予

定者」という。）を選定した一覧表（以下「割付表」という。）を年度当初等に

作成し，作成の都度，日本道路公団理事に提示して，その内容の承認を受け，

同理事の指示に従い，承認された割付表を同公団の職員に提出していた。

�　元公団理事らは，割付表に落札予定者として記載された者に対し当該者が落

札予定者である旨の連絡が確実に行われるよう，石川島播磨重工業㈱の営業責

任者級の者（以下「石川島播磨の担当者」という。）に，割付表の写しを渡す

などして，発注予定工事ごとの落札予定者の名称を示し，石川島播磨の担当者

は，これを受け，発注予定工事に係る入札の公告等が行われた後に，落札予定

者にその旨を連絡していた。

ｃ　被審人５社及び４５社は，遅くとも平成１４年４月１日（第５１表記載の事業者に

あっては平成１５年４月１日）以降，平成１７年３月３１日（第５２表及び第５３表記載の

事業者にあっては同表の「期日」欄記載の年月日ころ，川崎製鉄にあっては平成

１５年３月３１日，古河機械金属にあっては平成１７年３月３０日）まで，日本道路公団

が支社，建設局及び管理局において競争入札の方法（総合評価落札方式によるも

のを含む。）により鋼橋上部工工事として発注する工事（以下「日本道路公団発

注の鋼橋上部工工事」という。）について，受注価格の低落防止及び安定した利

益の確保を図るため

�　石川島播磨の担当者らから落札予定者である旨の連絡を受けた者又は共同企

業体を受注すべき者（以下「受注予定者」という。）とする

�　受注すべき価格は，受注予定者（受注予定者が共同企業体である場合にあっ

てはその代表者）が定め，受注予定者以外の者は，受注予定者がその定めた価

格で受注できるよう協力する

旨の合意の下に，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。

ｄ　被審人５社及び４５社は，前記ｃにより，日本道路公団発注の鋼橋上部工工事の

大部分を受注していた。

ｅ　平成１６年１０月５日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法の規定に基づ

き審査を開始したところ，第５３表記載の事業者は，同表の「期日」欄記載の年月

日ころ以降，それぞれ，前記ｃの合意から離脱している。

エ　４０社に対する排除措置

　４０社に対する勧告審決（平成１７年（勧）第１２号及び平成１７年（勧）第１３号）におい

て，それぞれ，次の措置を採るよう命じた。

�　３地整発注工事関係（平成１７年（勧）第１２号）

ａ　遅くとも平成１４年４月１日（第５１表記載の事業者にあっては平成１５年４月１日）

以降，平成１７年３月３１日（古河機械金属にあっては平成１７年３月３０日，第５３表記

載の事業者にあっては同表の「期日」欄記載の年月日ころ）まで行っていた，３

地整発注の鋼橋上部工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注でき
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るようにする行為を取りやめている旨を確認することを取締役会において決議す

ること。

ｂ　前記４０社のうち古河機械金属を除く３９社は，次の�及び�の事項を，自社を除

く３８社，被審人５社及び第５０表記載の事業者に，それぞれ，通知するとともに，

３地整に通知し，かつ，自社の従業員に周知徹底すること。

　また，古河機械金属は，次の�の事項を，第５０表記載の事業者，前記３９社及び

被審人５社に通知するとともに，３地整に通知し，かつ，第５０表記載の事業者を

して同社の従業員に次の�の事項を周知徹底させるよう指導すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，３地整発注の鋼橋上部工事について，受注予定者を決定せ

ず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　前記３９社は，今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，

国土交通省が３地整において競争入札の方法により発注する鋼橋上部工事として

発注する工事について，受注予定者を決定しないこと。

　また，古河機械金属は，今後，第５０表記載の事業者をして，前記３９社と相互に

又は他の事業者と共同して，国土交通省が３地整において競争入札の方法により

発注する前記工事について，受注予定者の決定をさせないこと。

ｄ　前記３９社は，今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，

国土交通省が３地整において競争入札の方法により発注する前記工事について，

受注予定者を決定することがないようにするため，次の�ないし�の事項を行う

ために必要な措置を講じること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対し，今後，第５０表記載の事業

者が，前記３９社と相互に又は他の事業者と共同して，国土交通省が３地整におい

て競争入札の方法により発注する前記工事について，受注予定者を決定すること

がないようにするため，次の�ないし�の事項を行うために必要な措置を講じる

よう指導すること。

�　独占禁止法の遵守に関する行動指針の作成又は改定

�　前記工事の営業担当者に対する定期的な研修及び監査

�　独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規定の

整備

�　独占禁止法違反行為に係る通報者に対する免責等実効性のある社内通報制度

の設置

ｅ　前記３９社は，平成１４年４月１日以降平成１７年３月３１日までの間にＫ会又はＡ会

と称する会に登録していた自社の営業責任者級の者等を国土交通省が３地整にお

いて競争入札の方法により発注する前記工事に係る営業業務から速やかに配置転

換する等し，少なくとも今後５年間同業務に従事させてはならない。このことを

取締役会において決議すること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対し，平成１４年４月１日以降平

成１７年３月３０日までの間にＡ会と称する会に登録していた営業責任者級の者等を

国土交通省が３地整において競争入札の方法により発注する前記工事に係る営業
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業務から速やかに配置転換させる等し，少なくとも今後５年間同業務に従事させ

ないことを取締役会において決議するよう指導すること。

ｆ�　前記ａ，ｂ，ｄ及びｅに基づいて採った措置を速やかに公正取引委員会に報

告すること。

�　前記３９社は，前記ｄ�に基づいて講じた措置の実施内容を，今後５年間，毎

年，公正取引委員会に報告すること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対する指導のうち，前記ｄ�

の実施に係る指導に基づき同事業者が実施した措置の内容を，今後５年間，毎

年，公正取引委員会に報告すること。

�　日本道路公団発注工事関係（平成１７年（勧）第１３号）

ａ　遅くとも平成１４年４月１日（第５１表記載の事業者にあっては平成１５年４月１日）

以降，平成１７年３月３１日（古河機械金属にあっては平成１７年３月３０日，第５３表記

載の事業者にあっては同表の「期日」欄記載の年月日ころ）まで行っていた，日

本道路公団発注の鋼橋上部工工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が

受注できるようにする行為を取りやめている旨を確認することを取締役会におい

て決議すること。

ｂ　前記４０社のうち古河機械金属を除く３９社は，次の�及び�の事項を，自社を除

く３８社，被審人５社及び第５０表記載の事業者に，それぞれ，通知するとともに，

日本道路公団から高速道路の新設，改築，維持，修繕等に関する業務を承継した

東日本高速道路㈱，中日本高速道路㈱及び西日本高速道路㈱の３社に通知し，か

つ，自社の従業員に周知徹底すること。

　また，古河機械金属は，次の�の事項を，第５０表記載の事業者，前記３９社及び

被審人５社に通知するとともに，日本道路公団から前記業務を承継した前記３社

に通知し，かつ，第５０表記載の事業者をして同社の従業員に次の�の事項を周知

徹底させるよう指導すること。

�　前記ａに基づいて採った措置

�　今後，共同して，日本道路公団から前記業務を承継した前記３社が一般競争

入札，公募型指名競争入札又は指名競争入札の方法（総合評価落札方式による

ものを含む。）により発注する鋼橋上部工工事として発注する工事（鋼橋上部

工工事以外の工種と一体として発注する工事を含む。）について，受注予定者を

決定せず，各社がそれぞれ自主的に受注活動を行う旨

ｃ　前記３９社は，今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，

日本道路公団から前記業務を承継した前記３社が競争入札の方法により発注する

前記工事について，受注予定者を決定しないこと。

　また，古河機械金属は，今後，第５０表記載の事業者をして，前記３９社と相互に

又は他の事業者と共同して，日本道路公団から前記業務を承継した前記３社が競

争入札の方法により発注する前記工事について，受注予定者の決定をさせないこ

と。

ｄ　前記３９社は，今後，それぞれ，相互の間において又は他の事業者と共同して，

日本道路公団から前記業務を承継した前記３社が競争入札の方法により発注する
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前記工事について，受注予定者を決定することがないようにするため，次の�な

いし�の事項を行うために必要な措置を講じること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対し，今後，第５０表記載の事業

者が，前記３９社と相互に又は他の事業者と共同して，日本道路公団から前記業務

を承継した前記３社が競争入札の方法により発注する前記工事について，受注予

定者を決定することがないようにするため，次の�ないし�の事項を行うために

必要な措置を講じるよう指導すること。

�　独占禁止法の遵守に関する行動指針の作成又は改定

�　前記工事の営業担当者に対する定期的な研修及び監査

�　独占禁止法違反行為に関与した役員及び従業員に対する処分に関する規定の

整備

�　独占禁止法違反行為に係る通報者に対する免責等実効性のある社内通報制度

の設置

ｅ　前記３９社は，平成１４年４月１日以降平成１７年３月３１日までの間に前記ａの行為

に関与していた自社の営業担当者を日本道路公団から前記業務を承継した前記３

社が競争入札の方法により発注する前記工事に係る営業業務から速やかに配置転

換する等し，少なくとも今後５年間同業務に従事させてはならない。このことを

取締役会において決議すること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対し，平成１４年４月１日以降平

成１７年３月３０日までの間に前記ａの行為に関与していた営業担当者を日本道路公

団から前記業務を承継した前記３社が競争入札の方法により発注する前記工事に

係る営業業務から速やかに配置転換させる等し，少なくとも今後５年間同業務に

従事させないことを取締役会において決議するよう指導すること。

ｆ　前記４０社のうち日本道路公団の退職者を自社の役員又は従業員として受け入れ

ている事業者は，同役員又は従業員を，日本道路公団から前記業務を承継した前

記３社が発注する前記工事に係る営業業務に従事させてはならない。このことを

取締役会において決議すること。

ｇ�　前記ａ，ｂ，ｄ，ｅ及びｆに基づいて採った措置を速やかに公正取引委員会

に報告すること。

�　前記３９社は，前記ｄ�に基づいて講じた措置の実施内容を，今後５年間，毎

年，公正取引委員会に報告すること。

　また，古河機械金属は，第５０表記載の事業者に対する指導のうち，前記ｄ�

の実施に係る指導に基づき同事業者が実施した措置の内容を，今後５年間，毎

年，公正取引委員会に報告すること。

オ　日本道路公団総裁に対する改善措置要求について

�　日本道路公団が発注する鋼橋上部工工事に関し，その発注に関わる複数の役員及

び職員が，平成１４年度以降，組織的に，次の行為を行っていた事実が認められた。

ａ�　日本道路公団の理事（２名が該当）は，割付表を日本道路公団元理事から年

度当初等に提示を受け，その都度，その内容について承認するとともに，日本

道路公団元理事に対し，当該割付表を有料道路部に提出するように指示してい
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た。

　これに基づき，有料道路部の職員は，日本道路公団元理事から提出のあった

当該割付表を受領し，保管していた。

�　前記理事は，平成１６年５月ころ，日本道路公団元理事から要請を受け，当初

一括発注が予定されていた工事を２つの工事に分割して発注することを担当部

局に指示し，実施させた。

　また，理事（２名のうち１名）は，平成１６年８月ころ，当初発注を予定して

いた特定の鋼橋上部工工事を発注しなくなったことから，日本道路公団元理事

から要請を受け，別の鋼橋上部工工事を前倒しして発注することを担当部局に

指示し，実施させた。

�　理事（２名のうち１名）は，平成１４年１０月ころ，日本道路公団元理事から要

請を受け，昭和５６年以降変更していなかった鋼橋上部工工事の共同企業体方式

による発注基準を，従来の１５億円以上から１０億円以上に平成１５年４月１日以降

引き下げることを，担当部局に指示し，実施させた。

�　日本道路公団の理事の前記ａ�，�及び�の行為は，いずれも事業者に入札

談合を継続させることによって日本道路公団退職者の再就職先を確保するとい

う目的をもって行われたものであり，前記ａ�の行為については，日本道路公

団の理事が，事業者が日本道路公団元理事による落札予定者の選定に基づいて

入札談合を行うことを承認するとともに，割付表の内容を承認するという手続

を踏ませることにより日本道路公団が割付表の内容を承認したとの体裁をと

り，これを受けて，事業者が当該承認された割付表の内容どおりに受注予定者

を決定していたものと認められ，前記ａ�及び�の行為については，日本道路

公団元理事が行う落札予定者の選定を容易にするために行われたものと認めら

れるものであって，前記各行為は，単に入札談合を黙認していた又は追認して

いたにとどまるものではなく，事業者に入札談合を行わせたと認められるもの

である。

ｂ　有料道路部並びに支社及び建設局の職員は，日本道路公団元理事ら日本道路公

団を退職して鋼橋上部工工事の入札参加業者に勤務している者からの要請に基づ

いて，日本道路公団元理事らに対し，鋼橋上部工工事の工事名，鋼重量，発注予

定時期等の未公表情報を教示する等していた。

　当該未公表情報は，秘密として管理されているもので，日本道路公団の職員は，

当該未公表情報が日本道路公団元理事のもとに集約されて同人が上記落札予定者

の選定を行うのに利用されることを認識して日本道路公団元理事らに教示してい

たものであり，前記行為は，事業者が知ることにより事業者が入札談合を行うこ

とが容易となる情報であって秘密として管理されているものを教示したと認めら

れるものである。

ｃ　前記ａ及びｂの事実に基づいて，前記入札参加業者らは独占禁止法違反行為を

行っていた。

�　該当法条及び改善措置要求

　日本道路公団の鋼橋上部工工事の発注に関わる複数の役員が日本道路公団発注の
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鋼橋上部工工事について行っていた前記�ａ記載の行為は，入札談合等関与行為防

止法第２条第５項第１号の規定に該当し，また，日本道路公団の鋼橋上部工工事の

発注に関わる複数の職員が日本道路公団発注の鋼橋上部工工事について行っていた

前記�ｂ記載の行為は，同項第３号の規定に該当し，これらの行為は，いずれも入

札談合等関与行為防止法に規定する入札談合等関与行為と認められた。

�　公正取引委員会は，日本道路公団総裁に対し，入札談合等関与行為防止法第３条

第２項の規定に基づき，今後，前記�ａ及びｂの行為と同様の行為が生じないよう，

日本道路公団が発注する鋼橋上部工工事について，入札談合等関与行為が排除され

たことを確保するために必要な改善措置を速やかに講じるよう求めた。

カ　会計検査院への通知

　入札談合等関与行為防止法のための衆参両院の国会審議において，公正取引委員会

と会計検査院の連携協力等を内容とする附帯決議がなされており，公正取引委員会は

入札談合等関与行為防止法の規定に基づき，改善措置要求を行ったことを会計検査院

へ通知した。

キ　旧日本道路公団の業務を承継した高速道路３社（東日本高速道路㈱，中日本高速道

路㈱及び西日本高速道路㈱）の代表取締役社長からの改善措置の通知

　旧日本道路公団の業務を承継した高速道路３社（東日本高速道路㈱，中日本高速道

路㈱及び西日本高速道路㈱）の代表取締役社長は，平成１８年２月１６日，入札談合等関

与行為防止法第３条第６項の規定に基づき，調査結果及び改善措置の内容を公表し，

これを公正取引委員会に通知した。公正取引委員会は，この改善措置の内容について

妥当と認め，意見を述べないこととした。

第４７表　Ｋ会加入事業者（五十音順） 
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松尾橋梁株式会社瀧上工業株式会社石川島播磨重工業株式会社

三井造船株式会社株式会社東京鐵骨橋梁川崎重工業株式会社

三菱重工業株式会社株式会社楢崎製作所株式会社サクラダ

株式会社宮地鐵工所日本橋梁株式会社JFEエンジニアリング株式会社

株式会社横河ブリッジ函館どつく株式会社新日本製鐵株式会社

日立造船株式会社住友重機械工業株式会社



第４８表　Ａ会加入事業者（五十音順） 

第４９表　４０社中，商号変更をした事業者 

第５０表　被審人５社及び４０社以外の者で，会社分割により鋼橋上部工事業又は日本道路

公団が発注する鋼橋上部工工事の請負業を承継した事業者 

第５１表　４０社中，それ以外の者から会社分割により鋼橋上部工事業又は日本道路公団が

発注する鋼橋上部工工事の請負業を承継した事業者 
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東綱橋梁株式会社駒井鉄工株式会社株式会社アルス製作所

トピー工業株式会社株式会社コミヤマ工業宇野重工株式会社

株式会社巴コーポレーション株式会社酒井鉄工所宇部興産機械株式会社

豊平製鋼株式会社桜井鉄工株式会社株式会社大島造船所

株式会社名村造船所佐世保重工業株式会社片山ストラテック株式会社

日本車輌製造株式会社佐藤鉄工株式会社川田工業株式会社

日本鉄塔工業株式会社株式会社サノヤス・ヒシノ明昌川崎製鉄株式会社

（平成１５年３月３１日まで）

株式会社ハルテック住友金属工業株式会社川鉄橋梁鉄構株式会社

（平成１５年４月１日以降）

東日本鉄工株式会社高田機工株式会社株式会社釧路製作所

冨士車輌株式会社辻産業株式会社株式会社栗本鐵工所

古河機械金属株式会社東海鋼材工業株式会社株式会社神戸製鋼所

備　　　　考期　　日事　業　者

　日本鋼管株式会社が商号変更をしたものである。平成１５年４月１日JFEエンジニアリング株式会社

備　　　　考本店の所在地事　業　者

　古河機械金属株式会社が，平成１６年５月

１９日に全額出資により設立し，平成１７年３

月３１日に会社分割により，鋼橋上部工事業

又は日本道路公団が発注する鋼橋上部工工

事の請負業を承継した者である。

東京都千代田区丸の内二丁目６番１号
古河産機システムズ

株式会社

（平成１７年９月２９日現在）

備　　　　考期　　日事　業　者

　川崎製鉄株式会社が，平成１４年８月１４日に全額出

資により設立し，平成１５年４月１日に会社分割によ

り，鋼橋上部工事業又は日本道路公団が発注する鋼

橋上部工工事の請負業を承継した者である。

平成１５年４月１日川鉄橋梁鉄構株式会社



第５２表　被審人５社及び４０社以外の者で，国土交通省の３地整の管内において鋼橋上部

工事業を，又は日本道路公団が発注する鋼橋上部工工事の請負業をそれぞれ取

りやめている事業者 

第５３表　４０社中，合意から離脱した事業者 

第３　警告 

　平成１７年度において警告を行ったものの概要は，後記第５４表のとおりである。
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事　　　由期　　日本店の所在地事業者

　鋼橋上部工事業を取りやめることを公表し，

３地整に対し，鋼橋上部工事の競争入札参加資

格認定通知の取消申請を行い，平成１５年１２月１

日までに同取消通知を受けた。

平成１５年１２月１日

滋賀県守山市千代町

１３番地１

冨士車輌

株式会社
　鋼橋上部工工事の請負業を取りやめることを

公表し，日本道路公団の支社，建設局及び管理

局に対し，鋼橋上部工工事の競争入札参加資格

認定通知の取消申請を行い，平成１５年１２月１７日

までに同取消通知を受けた。

平成１５年１２月１７日

　平成１６年３月８日に民事再生計画が認可され

るとともに，鋼橋上部工事業又は鋼橋上部工工

事の請負業を取りやめた。

平成１６年３月８日
大阪府堺市出島西町

３番地の１

株式会社

酒井鉄工所

　平成１６年９月２８日付けで東京地方裁判所から

破産宣告を受けた。
平成１６年９月２８日

東京都台東区

東上野一丁目１１番４号

東日本鉄工

株式会社

　３地整に対し，平成１７年３月３１日をもって鋼

橋上部工事業からの撤退を，日本道路公団に対

し，平成１７年３月３１日をもって鋼橋上部工工事

の請負業からの撤退を，それぞれ通知するとと

もに，同日をもって同事業を取りやめた。

平成１７年３月３１日
愛知県海部郡飛島村金岡

４７番地

東海鋼材工業

株式会社

（平成１７年９月２９日現在）

期　　日事　業　者

平成１６年１０月２７日住友金属工業株式会社

平成１６年１０月２９日株式会社神戸製鋼所



第５４表　平成１７年度警告事件一覧表 
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警告年月日関係法条内　　　　容件　　名
一連
番号

１７．４．２１第１９条（一般

指定第４項）

　集合住宅における受電室の設置及び戸建て開発地の

無電柱化について，オール電化等を採用する住宅開発

業者等に比べて，住宅の熱源としてガスを併用する住

宅開発業者等を不当に不利に取り扱っている疑い。

関西電力㈱に対

する件

１

１７．１１．１１第３条後段　主に乳製品の容器のふたに用いるアルミニウム箔加

工製品（乳業用加工箔）について，需要者渡し価格を

共同して引き上げることを決定し，その価格を引き上

げていた疑い。

東洋アルミニウ

ム㈱ほか５社に

対する件

２

１７．１１．１１第３条後段　主に調理の際に用いる家庭用アルミホイルの標準品

について，メーカー出荷価格を共同して引き上げるこ

とを決定し，その価格を引き上げていた疑い。

三菱アルミニウ

ム㈱ほか５社に

対する件

３

１７．１２．９第１９条（一般

指定第６項）

　インターネットオークション運営補助業務の一般競

争入札において，当該業務の供給に要する費用を著し

く下回る価格（１円）で応札し，落札することによっ

て，財務省が平成１８年度以降発注する近代金貨の売却

業務に係るインターネットオークションの運営補助業

務等の入札における競争事業者の事業活動を困難にさ

せるおそれを生じさせる疑い。

ヤフー㈱に対す

る件

４

１７．１２．９第１９条（一般

指定第６項）

　公開オークション運営補助業務の一般競争入札にお

いて，当該業務の供給に要する費用を著しく下回る価

格（１円）で応札し，落札することによって，財務省

が平成１８年度以降発注する近代金貨の売却業務に係る

公開オークションの運営補助業務等の入札における競

争事業者の事業活動を困難にさせるおそれを生じさせ

る疑い。

シンワアート

オークション㈱

に対する件

５

１７．１２．１５第８条第１項

第４号

　宮城県私立中学高等学校連合会（中高連）に加盟す

る私立高等学校１４校について，１４校は，それぞれ，平

成１７年度以降の各年度について，入学者数が募集定数

の１．１倍を上回った場合には，その上回った数を次年

度の募集定数から減じて得られた数を次年度の募集定

数とすることを合意すること等により，１４校の事業活

動を不当に制限している疑い。

宮城県私立中学

高等学校連合会

に対する件

６

１７．１２．２７第８条第１項

第４号

　医療機関の開設及び診療科目の増設につき，会員が

広島県知事等に許可申請又は届出を行う前に，所属す

るブロックの代表が署名押印した申出書により申出を

させ，会員間での競合のおそれという観点から当該申

出内容について協議を行い，協議の結果に応じて，会

員からの申出に合意せず，又は条件を付して合意する

ことにより，会員による医療機関の開設及び診療科目

の増設を制限する疑い。

�福山市医師会

に対する件

７



第４　その他の事件処理等の公表 

　平成１７年度において，公表案件のうち，審査を終了したものの概要は，後記第５５表のと

おりである。

第５５表　平成１７年度のその他の事件処理等の公表 

（注）　リスティング広告とは，インターネット上におけるキーワード連動型広告サービスのことをいい，ユー

ザーが任意のキーワードを入力した検索結果画面等において，当該キーワードと関連性を有する広告を自

動的に表示するものである。

第５　課徴金 

　課徴金は，カルテル・入札談合等の違反行為防止という行政目的を達成するために行政

庁が違反事業者等に対して課す金銭的不利益である。

　課徴金の対象となる行為は，旧法においては，事業者又は事業者団体の行うカルテルの

うち，商品若しくは役務の対価に係るもの又は実質的に商品若しくは役務の供給量を制限

することによりその対価に影響のあるものであったが，平成１８年１月４日に施行された改

正法においては，事業者又は事業者団体の行うカルテルのうち，商品若しくは役務の対価

に係るもの又は商品若しくは役務について，供給量若しくは購入量，市場占有率若しくは

取引の相手方を実質的に制限することによりその対価に影響することとなるもの，及びい

わゆる支配型私的独占で被支配事業者が供給する商品若しくは役務について，その対価に

係るもの又は供給量，市場占有率若しくは取引の相手方を実質的に制限することによりそ

の対価に影響することとなるもの（改正法第７条の２第１項及び第２項，第８条の３）と

なった。

　平成１７年度においては，３９９件，総額２０１億２６５６万円の課徴金の納付を命じた（第５６表）。

　なお，平成１７年度に課徴金の納付を命じた３９９件のうち，１４件について審判開始請求があ

り，これらについてはいずれも審判開始決定を行ったことから合計１４億３３６２万円の課徴金

納付命令（平成１７年（納）第７８号，第７９号，第８５号，第８６号ないし第８８号，第９０号，第１０４

号，第１０６号，第１０７号，第１１０号，平成１８年（納）第１４４号，第１５４号及び第１８３号）が審判

手続に移行した。この結果，平成１７年度において確定した課徴金額は，課徴金の納付を命

ずる審決１４件を含め，３９９件１８８億７０１４万円となった（第５７表）。

 

� 114�

第２部　各　論

公表日内　　　　　容対象事業者区分

１７．１０．２１

　不当に，他のリスティング広告業者と取引しないことを条件として

ウェブサイト運営者にリスティング広告（注）を提供することにより，

自己の競争者である他のリスティング広告業者の取引の機会を減少さ

せている疑いがあったことから，独占禁止法の規定に基づいて審査を

行ったところ，同法の規定に違反する事実が認められなかったことか

ら，審査を終了することとした。

オーバーチュア

㈱及びグーグ

ル・インク

審査

終了



第４図　課徴金額等の推移 

（注）　旧法に基づく課徴金の納付を命ずる審決を含み，旧法に基づく審判手続の開始により，失効した課徴金

納付命令を除く。

第５６表　平成１７年度課徴金納付命令一覧（課徴金の納付を命ずる審決を除く。） 
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備　考
課徴金納付
命令年月日

納付すべき課徴金の総額
（最低額～最高額）
　　　　　　（万円）

納 付 義 務 者
課徴金納付
命令番号

１７．４．２５２，２４２

国土交通省関東地方整備局が発注

するプレストレスト・コンクリー

トによる橋梁の新設工事の入札参

加業者　１名

１７

（納）

７８

１７．４．２５７，７６５

福島県が発注するプレストレス

ト・コンクリートによる橋梁の新

設工事の入札参加業者　１名

１７

（納）

７９

平成１５年（判）

第６号に係る

もの

１７．５．２３２，１９１

東京都に所在する国立病院等が発

注する臨床検体検査業務の入札参

加業者　１名

１７

（納）

８０

平成１５年（判）

第７号に係る

もの

１７．５．２３
２，０７８

（２７３～１，８０５）

名古屋地区に所在する国立病院等

が発注する臨床検体検査業務の入

札参加業者　２名

１７

（納）

８１～８２

平成１５年（判）

第８号に係る

もの

１７．５．２３２，６２１

大阪府に所在する国立病院等が発

注する臨床検体検査業務の入札参

加業者　１名

１７

（納）

８３

平成１５年（判）

第９号に係る

もの

１７．５．２３１，７２６

福岡地区に所在する国立病院等が

発注する臨床検体検査業務の入札

参加業者　１名

１７

（納）

８４
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備　考
課徴金納付
命令年月日

納付すべき課徴金の総額
（最低額～最高額）
　　　　　　（万円）

納 付 義 務 者
課徴金納付
命令番号

１７．７．２７２６，８４９
塩化ビニル樹脂向けモディファイ

ヤーの製造業者　１名

１７

（納）

８５

平成１６年（勧）

第２３号に係る

もの

１７．８．１
７，１３７

（９８０～４，１４２）

新潟市が発注する下水道推進工事

の入札参加業者　３名

１７

（納）

８６～８８

平成１６年（勧）

第２４号に係る

もの

１７．８．１
８，４３７

（２１７～１，１６３）

新潟市が発注する下水道開削工事

の入札参加業者　１４名

１７

（納）

８９～１０１，１０５

平成１６年（勧）

第２５号に係る

もの

１７．８．１
４，４１５

（５２１～１，６７６）

新潟市が発注する建築工事の入札

参加業者　５名

１７（納）

１０２～１０４

１０６～１０７

平成１６年（勧）

第１８号に係る

もの

１７．１０．７５６
社団法人四日市医師会の構成事業

者　１名

１７

（納）

１０８

平成１６年（勧）

第１５号に係る

もの

１７．１０．１１
５，１３５

（５０～１，０２５）

山形県が発注する測量，土木コン

サルタント等業務の入札参加業者

１３名

１７

（納）

１０９～１２１

平成１６年（勧）

第３５号に係る

もの

１８．１．２７
８，３７６

（４３５～３，９７９）

防衛庁契約本部が発注するタイヤ

の製造業者及び販売業者　３名

１８

（納）

１～３

平成１６年（勧）

第３６号に係る

もの

１８．１．２７
９，３０２

（６９９～３，６１２）

防衛庁契約本部が発注するタイヤ

の製造業者及び販売業者　４名

１８

（納）

４～７

平成１７年（勧）

第１０号に係る

もの

１８．２．３
１，９６０

（８１～７２０）

大阪府が発注する環境測定分析業

務の入札参加業者　９名

１８

（納）

８～１６

平成１７年（勧）

第４号に係る

もの

１８．２．７
１３１，５７６

（３０，９９９～５５，３００）

日本道路公団が発注する情報表示

設備工事の入札参加業者　３名

１８

（納）

１７～１９

平成１７年（勧）

５号に係るも

の

１８．２．７
３０，８２０

（３８１～９，２８１）

国土交通省関東地方整備局が発注

する情報表示設備工事の入札参加

業者　７名

１８

（納）

２０～２６

平成１７年（勧）

６号に係るも

の

１８．２．７
３６，６１９

（８７～１８，８３５）

国土交通省中部地方整備局が発注

する情報表示設備工事の入札参加

業者　７名

１８

（納）

２７～３３

平成１７年（勧）

７号に係るも

の

１８．２．７
３０，０７５

（３５７～１３，６７０）

国土交通省近畿地方整備局が発注

する情報表示設備工事の入札参加

業者　７名

１８

（納）

３４～４０

平成１７年（勧）

８号に係るも

の

１８．２．７
２８，０３１

（１，４４６～１０，５９４）

国土交通省中国地方整備局が発注

する情報表示設備工事の入札参加

業者　５名

１８

（納）

４１～４５

平成１７年（勧）

１６号に係るも

の

１８．３．９
４，０５２

（３５６～１，９０９）

近畿地区における住宅用グラス

ウール製造販売業者　３名

１８

（納）

４６～４８

平成１７年（勧）

１７号に係るも

の

１８．３．９
２，８７５

（１５９～１，８４８）

九州地区における住宅用グラス

ウール製造販売業者　３名

１８

（納）

４９～５１



（注）　上記のほか，課徴金の納付を命ずる審決により，１４事業者に対し１億７７２０万円の課徴金の納付を命じて

いる（第３章第４　課徴金納付命令審決参照）。

第５７表　課徴金制度の運用状況 
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備　考
課徴金納付
命令年月日

納付すべき課徴金の総額
（最低額～最高額）
　　　　　　（万円）

納 付 義 務 者
課徴金納付
命令番号

平成１７年（勧）

１４号に係るも

の

１８．３．２２
３６，８０１

（２０７～３，１１１）

宇都宮市が発注する土木一式工事

の入札参加業者　２８名

１８

（納）

５２～７９

平成１７年（勧）

１５号に係るも

の

１８．３．２２
２４，４８５

（３２３～３，１１１）

宇都宮市が発注する建築一式工事

の入札参加業者　１９名

１８

（納）

８０～９８

平成１７年（勧）

１２号に係るも

の

１８．３．２４
３７８，７７３

（１９９～３１，９４２）

国土交通省の関東地方整備局，東

北地方整備局及び北陸地方整備局

が発注する鋼橋上部工事の入札参

加業者　４３名

１８

（納）

９９～１４１

平成１７年（勧）

１３号に係るも

の

１８．３．２４
９１２，２７５

（１８３～６２，９０３）

日本道路公団が発注する鋼橋上部

工工事の入札参加業者　４３名

１８

（納）

１４２～１８４

平成１８年（措）

１号に係るも

の

１８．３．２９
１９５，５１７

（４５２～１８，８４４）

沖縄県が発注する土木一式工事の

入札参加業者　９９名

１８

（納）

１８５～２８３

平成１８年（措）

２号に係るも

の

１８．３．２９
１１０，４６７

（４５１～１０，２０６）

沖縄県が発注する建築一式工事の

入札参加業者　７２名

１８

（納）

２８４～３５５

２，０１２，６５６３９９件（事業者数）合　計

課徴金額
納付命令数（注２）
（対象事業者数）

事件数
（注１）

年度

０００昭和５２年

５０７万円４１５３年

１５億７１７４万円１３４５５４年

１３億３１１１万円２０３１２５５年

３７億３０２０万円１４８６５６年

４億８３５４万円１６６８５７年

１４億９２５７万円９３１０５８年

３億５３１０万円５２５９年

４億０７４７万円３８４６０年

２億７５５４万円３２４６１年

１億４７５８万円５４６６２年

４億１８９９万円８４３６３年

８億０３４９万円５４６平成元年

１２５億６２１４万円１７５１１２年

１９億７１６９万円１０１１０３年

２６億８１５７万円１３５１７４年



（注）１　事件の関係人の一部のみを対象として納付を命じる場合（一部の関係人について審判が行われたため
関係人によって課徴金の納付を命じた時期が異なった場合）には，最初の課徴金納付命令が行われた年
度に事件数を計上している。

２　旧法に基づく課徴金の納付を命ずる審決を含み，旧法に基づく審判手続の開始により，失効した課徴
金納付命令を除く。
３　平成１５年９月１２日，協業組合カンセイに係る審決取消請求事件について，審決認定（平成１０年３月１１
日，課徴金額１９３４万円）の課徴金額のうち９６７万円を超える部分を取り消す判決が出された。

　

第６　告発 

　私的独占，カルテルなどの重大な独占禁止法違反行為については，排除措置命令等の法

的措置のほか罰則が設けられているところ，これらについては公正取引委員会による告発

を待って論ずることとされている（第９６条，旧法第７３条第１項，改正法第７４条第１項及び

第２項）。

　公正取引委員会は，平成１７年１０月，独占禁止法改正法の趣旨を踏まえ，「独占禁止法違反

に対する刑事告発及び犯則事件の調査に関する公正取引委員会の方針」（注）を公表し，

独占禁止法違反行為に対する抑止力強化の観点から，積極的に刑事処罰を求めて告発を

行っていくこと等を明らかにしている。

　平成１７年度においては，国土交通省が発注する鋼橋上部工事の受注に係る取引分野にお

ける競争を実質的に制限した行為について，平成１７年５月２３日及び同年６月１５日，鋼橋上

部工事業者２６社及びこのうち８社の同鋼橋上部工事の受注業務に従事していた者８名を，

日本道路公団が発注する鋼橋上部工事の受注に係る取引分野における競争を実質的に制限

した行為について，平成１７年６月２９日，同年８月１日及び１５日，鋼橋上部工事業者６社，

このうち４社の同鋼橋上部工事の受注業務に従事していた者４名，日本道路公団元理事，

同公団副総裁及び同公団理事を，独占禁止法に違反する犯罪を行ったものと思料して，そ

れぞれ検事総長に告発した。

（注）　平成２年６月に公表した「独占禁止法違反に対する刑事告発に関する方針」を改定したものである。
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課徴金額
納付命令数（注２）
（対象事業者数）

事件数
（注１）

年度

３５億５３２１万円４０６２１５年

５６億６８２９万円５１２２６６年

６４億４６４０万円７４１２４７年

７４億８６１６万円３６８１４８年

（注３）２８億２３２２万円３６９１６９年

３１億４９１５万円５７６１６１０年

５４億５８９１万円３３５２０１１年

８５億１６６８万円７１９１６１２年

２１億９９０５万円２４８１５１３年

４３億３４００万円５６１３７１４年

３８億６９９６万円４６８２４１５年

１１１億５０２９万円２１９２６１６年

１８８億７０１４万円３９９２０１７年

１１１７億６１２６万円７，３４７３８０合計



 １ 　国土交通省が発注する鋼橋上部工事の入札談合事件

�　被告発人

ア　株式会社横河ブリッジ，川田工業株式会社，JFEエンジニアリング株式会社，株式

会社東京鐵骨橋梁，高田機工株式会社，株式会社栗本鐵工所，石川島播磨重工業株式

会社，株式会社宮地鐵工所，松尾橋梁株式会社，三菱重工業株式会社，川崎重工業株

式会社，日本橋梁株式会社，三井造船株式会社，株式会社サクラダ，住友重機械工業

株式会社，日立造船株式会社，瀧上工業株式会社，新日本製鐵株式会社，日本鉄塔工

業株式会社，駒井鉄工株式会社，片山ストラテック株式会社，トピー工業株式会社，

日本車輌製造株式会社，株式会社ハルテック，川鉄橋梁鉄構株式会社，佐藤鉄工株式

会社の２６社

イ　株式会社横河ブリッジ，川田工業株式会社，JFEエンジニアリング株式会社，株式

会社東京鐵骨橋梁，高田機工株式会社，株式会社栗本鐵工所，石川島播磨重工業株式

会社，株式会社宮地鐵工所において国土交通省発注の鋼橋上部工事の受注業務に従事

していた者８名

�　告発の根拠

ア　事実

　被告発会社２６社は，平成１５年度にあっては他の鋼橋上部工事業者２３社とともに，平

成１６年度にあっては他の鋼橋上部工事業者２１社とともに，国土交通省関東地方整備

局，東北地方整備局及び北陸地方整備局が競争入札により発注する鋼橋上部工事につ

いて，受注予定者を決定するとともに，受注予定者が受注できるような価格等で入札

を行う旨合意した上，同合意に従って受注予定者を決定し，もって，被告発会社２６社

及び前２３社又は前２１社が共同して，その事業活動を相互に拘束し，遂行することによ

り，公共の利益に反して，前記鋼橋上部工事の受注に係る取引分野における競争を実

質的に制限した。

　また，被告発人８名は，それぞれ所属する被告発会社の業務に関し，他の同工事の

工事業者の従業者とともに，同工事の受注に係る取引分野における競争を実質的に制

限した。

イ　罰条

　第８９条第１項第１号，第９５条第１項第１号，第３条，刑法第６０条

 ２ 　日本道路公団が発注する鋼橋上部工事の入札談合事件

�　被告発人

ア　独占禁止法違反の罪での被告発人等

�　株式会社横河ブリッジ，三菱重工業株式会社，石川島播磨重工業株式会社，川田

工業株式会社，JFEエンジニアリング株式会社，株式会社宮地鐵工所の６社

�　株式会社横河ブリッジに再就職していた日本道路公団元理事（１名）並びに株式

会社横河ブリッジ，三菱重工業株式会社，石川島播磨重工業株式会社及び川田工業

株式会社において日本道路公団発注の鋼橋上部工事の受注業務に従事していた者

（４名）並びに日本道路公団理事（１名）の計６名
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イ　独占禁止法違反幇助の罪での被告発人

　日本道路公団副総裁１名

�　告発の根拠

ア　事実

�　被告発会社６社は，平成１５年度にあっては他の鋼橋上部工事業者４３社とともに，

平成１６年度にあっては他の鋼橋上部工事業者４１社とともに，日本道路公団が競争入

札により発注する鋼橋上部工事について，株式会社横河ブリッジに再就職していた

日本道路公団の元理事らにおいて受注予定者を決定するとともに，受注予定者が受

注できるような価格等で入札を行う旨合意した上，同合意に従って受注予定者を決

定し，もって，被告発会社６社及び前４３社又は前４１社が共同して，その事業活動を

相互に拘束し，遂行することにより，公共の利益に反して，前記鋼橋上部工事の受

注に係る取引分野における競争を実質的に制限した。

　また，前記�ア�記載の５名（日本道路公団理事を除く。）は，他の同工事の工

事業者の従業者とともに，それぞれ所属する被告発会社の業務に関し，同工事の受

注に係る取引分野における競争を実質的に制限した。

�　前記�ア�記載の日本道路公団理事は，日本道路公団副総裁であった者，株式会

社横河ブリッジに再就職していた同公団元理事及び鋼橋上部工事業者４７社の同公団

発注の鋼橋上部工事に係る受注等業務に従事していた者らと共謀の上，平成１６年度

において同公団が競争入札により発注する鋼橋上部工事について，株式会社横河ブ

リッジに再就職していた日本道路公団元理事らにおいて受注予定者を決定するなど

して入札を行う旨合意した上，同合意に従って受注予定者を決定し，もって，前４７

社が共同して，その事業活動を相互に拘束し，遂行することにより，公共の利益に

反して，前記鋼橋上部工事の受注に係る取引分野における競争を実質的に制限し

た。

�　前記�イ記載の日本道路公団副総裁は，前記�ア�記載の日本道路公団元理事の

依頼に基づき，工事の分割発注を指揮してこれを実行させ，前記�ア�記載の犯行

を容易にしてこれを幇助した。

イ　罰条

�　前記�ア�，�について，第８９条第１項第１号，第９５条第１項第１号，第３条，

刑法第６０条

�　前記�ア�について，第８９条第１項第１号，第９５条第１項第１号，第３条，刑法

第６２条第１項
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